2016年8月26日～27日　共謀罪、民進党代表選、GPIF,TICAD,沖縄予算・高江、鹿児島県知事川内原発停止要請、別府隠しカメラ、戦争法訓練開始各紙社説
共謀罪の名称、要件変更＝政府、臨時国会へ提出検討
　政府が「共謀罪」創設を柱とする組織犯罪処罰法改正案について、罪名や構成要件を改めた新たな法案を策定したことが２６日、分かった。２０２０年の東京五輪・パラリンピックを見据えて法整備を急いでおり、早ければ９月召集の臨時国会への提出を視野に入れている。ただ、過去に３回廃案となった経緯もあり、提出時期は慎重に与党と調整する方針だ。
　罪名には「テロ」を冠して、テロ対策であることを明確化する方向。犯罪を計画する意味の「共謀」は外す。
　過去に廃案となった法案では、対象を「団体」としていたため、労働組合や市民団体が適用される恐れがあるとの指摘があった。新たな法案では対象を「組織的犯罪集団」に絞り込む。また、「相づちを打っただけで犯罪になる」などの懸念を打ち消すため、犯罪の計画に、資金の提供といった具体的な「準備行為」を伴った場合のみ処罰できることとする。
　菅義偉官房長官は２６日の記者会見で「国際組織犯罪防止条約を締結して、国際社会と協調して組織犯罪と闘うことは極めて重要だ」と指摘した上で、これに対応した国内法整備の必要性を強調。ただ、法案提出時期については「慎重に検討している」と述べるにとどめた。（2016/08/26-12:53）
共謀罪、名称変え再提出へ　政府、対象絞り「テロ準備罪」

共同通信2016/8/26 13:38
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「共謀罪」法案の変更点　政府は26日までに、過去3回にわたって国会に提出され廃案となった「共謀罪」について、従来の構成要件を変更し適用対象を絞った組織犯罪処罰法の改正案をまとめた。2020年東京五輪に向けたテロ対策を強調し、罪名も「テロ等組織犯罪準備罪」と変更。9月に召集される臨時国会に提出する方向で調整している。

　共謀罪は、殺人などの重大犯罪の謀議に加わっただけで処罰され、対象犯罪が広範囲にわたるため、日弁連や刑事法学者から「市民団体や労働組合も対象になり得る」などと批判が出て廃案になった。今回の法案にも乱用の恐れがあるとの指摘が出ている。

共謀罪「法整備進める必要ある」　菅官房長官
朝日新聞デジタル2016年8月26日13時16分
　安倍政権が、過去に３回廃案となっている「共謀罪」の要件を変えて法案の国会提出を目指していることに関連し、菅義偉官房長官は２６日の記者会見で「国際組織犯罪防止条約の締結に伴う法整備は進めていく必要がある」と述べた。同条約の締結には共謀罪を含む国内法の整備が必要で、政権として法整備を検討する考えを明らかにした。
　共謀罪は、重大な犯罪を実際に実行に移す前に相談しただけで処罰するもの。安倍政権は共謀罪について適用範囲を絞るなどした新たな法改正案をまとめ、罪名を「テロ等組織犯罪準備罪」に変えて、９月に召集される臨時国会にも法案の提出を検討している。
　菅氏は記者会見で「国際社会と協調し、組織犯罪と戦うことは極めて重要だ」と語り、２０２０年の東京五輪を控え、テロ対策などを強化する必要性を強調。一方、法案提出の時期などについては「国会審議の場などにおいて（法整備に）不安や懸念が示されている。現段階で結論を得ているということではない」と述べるにとどめた。
共謀罪 　名称をテロ等組織犯罪準備罪、要件変えて提出検討
毎日新聞2016年8月26日　11時43分（最終更新　8月26日　13時09分）
政府、９月召集の臨時国会で 
　テロ組織やマフィアなどの犯罪集団による国際的な組織犯罪に対応するため、政府は、過去に廃案となった「共謀罪」の成立要件を絞り込んで「テロ等組織犯罪準備罪」を新設することを柱にした組織犯罪処罰法改正案をまとめた。９月に召集される臨時国会での提出を検討している。 
　共謀罪を巡っては、小泉政権時代の２００３、０４、０５年の計３回、関連法案が提出されたが、「一般市民が漠然と犯罪の実行を相談しただけで処罰されるのではないか」といった懸念や批判の声が少なくなかった。当時の民主党など野党側も反発し、いずれも廃案に追い込まれた経緯がある。 
　今回の政府案は、組織犯罪処罰法を改正し「テロ等組織犯罪準備罪」を新設する。共謀罪を盛り込んだ過去の法案では「団体」としていた適用対象を「組織的犯罪集団」と明記し、「４年以上の懲役・禁錮の罪を実行することを目的とする団体」と限定した。「組織的犯罪集団」はテロ組織や暴力団、振り込め詐欺集団などを念頭に置いているとみられる。 
　また、政府案は（１）組織的犯罪集団としての活動（２）２人以上の具体的な計画（３）犯罪実行の準備行為−−などを犯罪の構成要件として検討。一般に共謀は「２人以上の人が特定の犯罪を行おうとする合意」を指すと解されるが、今回の「テロ等組織犯罪準備罪」は成立する要件がより厳しくなっている。 
　一方で、対象となる犯罪は「４年以上の懲役・禁錮に当たる犯罪」で、廃案となった過去の法案と変更はない。６００程度の罪種が対象で、道路交通法や公職選挙法も含まれることから、範囲が今後の議論になりそうだ。罰則は、対象犯罪が「死刑、無期、１０年を超える懲役・禁錮に当たる刑」は５年以下、「４年以上１０年以下の懲役・禁錮に当たる刑」は２年以下の懲役・禁錮を科すとしている。 
　共謀罪が長く議論されてきた背景には、国際的な組織犯罪への対応強化がある。各国共通の処罰法の整備を目的とした「国際組織犯罪防止条約」が００年に国連総会で採択され、０３年に発効した。日本は同年に国会で承認したが、条約の締結には共謀罪を含む国内法の整備が必要とされ、今も締結できていない。【鈴木一生】 
共謀罪 　菅官房長官「慎重に検討中」　新たな法整備に
毎日新聞2016年8月26日　12時53分（最終更新　8月26日　13時27分）
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菅義偉官房長官＝首相官邸で２０１６年８月２４日、藤井太郎撮影
　菅義偉官房長官は２６日午前の記者会見で、犯罪集団による国際的な組織犯罪に対応する法整備について、「これまでの国会審議などで不安や懸念が示されているので、慎重に検討している」と語った。法案の国会提出時期については「現在のところ何も決まっていない」と述べるにとどめた。一方で「国際組織犯罪防止条約を締結し、組織犯罪と戦うことは極めて重要だ。条約の締結に伴う法整備は進めていく必要がある」との認識を示し、法整備への理解を求めた。【田中裕之】 
国際テロ対策に「共謀罪」　政府、新法案を検討 
2016/8/27 0:31情報元日本経済新聞　電子版
　政府は「共謀罪」創設を柱とする組織犯罪処罰法改正案を新たに国会に提出する検討に入った。テロ集団などの「犯罪組織」がテロや殺人など重大な犯罪を企てた時点で処罰できるようにする。同法案はかつて３回廃案になったが、適用対象や構成要件などを変更する。2020年東京五輪・パラリンピックを見据え、国際テロに備える狙い。世論を見極め、提出時期は慎重に判断する。【続きあり】
「共謀罪」、名称・要件見直し国会再提出へ 　犯罪資金の準備など追加 
2016/8/26 14:03情報元日本経済新聞　電子版
　政府が「共謀罪」創設を柱とする組織犯罪処罰法改正案について、構成要件と罪名を見直し、新たな法案として国会への再提出を検討していることが26日、分かった。共謀罪は小泉政権以降、世論の強い反発を受け、３回にわたって廃案になった経緯があり、与党などと慎重に検討する方針だ。【続きあり】
産経新聞2016.8.26 13:23更新 
共謀罪、「テロ準備罪」に名称変え臨時国会に提出検討　政府、東京五輪にらみ
　政府は２６日までに、国会に過去３回にわたり提出され廃案となっている「共謀罪」について、その構成要件を一部変更し、適用対象を絞った組織犯罪処罰法の改正案をまとめた。重大犯罪を計画した段階で罰するもので、４年後に迫った２０２０年東京五輪に向けたテロ対策の要の法案となる。罪名は「テロ等組織犯罪準備罪」に変更する。９月に召集される臨時国会への提出を検討している。
　テロや国際的な組織的犯罪に対処するため、２０００（平成１２）年に国連総会で採択された犯罪防止条約は、昨年１１月現在で約１８０カ国・地域が締結。主要７カ国（Ｇ７）で未締結は日本だけだが、これの締結には共謀罪の整備が不可欠だった。
　共謀罪の創設を盛り込んだ組織犯罪処罰法改正案は、平成１５年３月と１６年２月、１７年１０月に国会に提出されたが、民主党などの慎重論でいずれも廃案になっていた。「居酒屋で話しただけで罪に問われる」といった極端な例が出されたり、「労働組合や企業も対象の団体に含まれる」といった声が強かったことが原因だった。
　菅義偉官房長官は２６日の記者会見で「国民の安全、安心を確保することは政府の重要な責務だ」と述べると同時に、「条約の締結に伴う法整備についてはこれを進めていく必要がある」とし、法整備が必要との認識を示した。
　関係者によると、過去の法案で「団体」としていた適用対象を「組織的犯罪集団」に変え、単に共謀するだけでなく、資金集めなど犯罪実行のための「準備行為」も構成要件に加える。窃盗や詐欺など６００を超える対象犯罪は変更されない。
　昨年秋のパリ同時多発テロ以降、自民党内で早期の法整備を求める声が上がったが、安倍晋三首相は慎重に検討する意向を表明。金田勝年法相も今月の就任記者会見で「これまでの国会審議の場で示された不安や懸念を踏まえながら、慎重に検討していく必要がある」と話していた。
産経新聞2016.5.29 09:40更新 
【刑事司法改革】テロ対策、次の焦点「共謀罪」　国際社会の常識、名称変更も
　主要国首脳会議（伊勢志摩サミット）はテロの発生もなく無事に終わったが、国際的にテロは依然として脅威となっている。今国会で司法取引の導入や通信傍受の対象拡大などを柱とした刑事司法改革関連法が成立したが、これだけでは十分ではない。法務省幹部は「これでテロ対策に本腰を入れることができる」と話し、テロ対策の焦点は今後、長年の懸案となっている「共謀罪」創設に移る。（坂田満城、大泉晋之助）
　「通すに決まっているじゃないか」。ある法務省幹部は、刑事司法改革関連法案の成立を危ぶむ周囲の声をこう打ち消した。今国会は伊勢志摩サミットや参院選を控え、審議時間の確保が容易でなかった。
　そこに甘利明前経済再生担当相の政治とカネの問題や環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）をめぐる国会の一時空転が加わった。省内からは「審議時間が足らない。刑事局の自信の根拠が分からない」との声も聞こえてきたほどだった。


　それだけに、同法成立でテロ対策への効果が期待されるが、同法だけでは不十分なことも確かだ。今後のテロ対策の焦点は重大犯罪を計画した段階で罰する共謀罪の創設に向かい、法務省は今後、法制化を目指すとみられる。パリやブリュッセルで相次いだテロや２０２０年東京五輪を控え、法整備は急務だからだ。
　２０００年に国連総会で採択された国際組織犯罪防止条約は昨年１１月現在で１８６カ国・地域が締結。先進７カ国（Ｇ７）で未締結は日本だけだ。締結には共謀罪に相当する国内法の整備が必要とされている。
　共謀罪の創設を盛り込んだ組織犯罪処罰法改正案は、平成１５年３月と１６年２月、１７年１０月に国会に提出されたが、当時野党だった民主党などの慎重論や、自民党内の混乱でいずれも廃案になった。議論の過程では「『上司を殴る』と同僚と居酒屋で話しただけで逮捕される」や、摘発対象となる「組織的な犯罪」の「組織」が「労働組合や一般企業も対象」といった誤った批判までみられた。
　その後、民主党政権時代は法案は提出されず、安倍政権では厳しい議論が予想された安全保障法制の審議を優先。共謀罪については「国民の理解を得ていない。慎重に対応したい」（昨年１１月、萩生田光一官房副長官）などとして提出が見送られてきた。
「共謀罪」名称変え国会提出へ　対象絞り「テロ準備罪」に

東京新聞2016年8月26日 夕刊
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　政府は、重大犯罪の計画を実行しなくても計画を話し合うだけで処罰対象とする「共謀罪」を盛り込んだ組織犯罪処罰法改正案を、九月召集の臨時国会に提出する方向で検討を始めた。複数の政府高官が二十六日、明らかにした。過去に提出した法案とは異なり、対象となる集団を絞り込んで要件も変更、「共謀罪」もテロ対策を前面に出した罪名に変える。共謀罪の導入を巡っては、小泉政権当時に関連法案が三回にわたって国会提出され、いずれも廃案になっている。

　これまでの法案では対象となる集団を単に「団体」としていたが、今回の改正案では、テロ行為などの重大犯罪を行うことを目的とした「組織的犯罪集団」に変更。犯罪の実行を集団で話し合うだけでなく、資金の確保といった犯罪の準備行為も要件に加える。罪名は「テロ等組織犯罪準備罪」としている。

　罪名の変更について、政府高官は「共謀罪では国民が身構える。東京五輪を控え『テロ対策』という目的を明確にした方が理解が得やすい」と述べている。

　共謀罪が適用される罪はこれまでの法案と変わらず「法定刑が四年以上の懲役・禁錮の罪」で、道路交通法や公職選挙法などを含め六百超と範囲が広い。

　政府は、改正案を秋の臨時国会に提出することを目指すが、前の通常国会で継続審議となった環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の関連法案などの成立を優先させる考えで、改正案成立は来年の通常国会以降を想定。

　共謀罪を盛り込んだ組織犯罪処罰法改正案は、二〇〇三、〇四、〇五年に国会提出されたが、野党などは「労働組合も対象になりかねない」「居酒屋の会話でも逮捕される」と反発。日本弁護士連合会の反対もあり、政府側が成立を断念してきた。

◆現行法で対応可能

　＜神戸学院大の内田博文教授（刑事法）の話＞　犯罪の準備段階の行為を処罰することは現行法でも対応が可能で、共謀罪は不要だ。殺人予備罪など、刑法には複数の予備罪が規定されており、準備行為を処罰することができる。現行法で対応できないというのであれば、具体的な立法事実を示して議論する必要がある。過去の治安維持法と同様に、運用の拡大で市民運動も標的となる恐れがある。

◆乱用、恐れ消えず

　＜ジャーナリストの斎藤貴男さんの話＞　犯罪捜査が目的なのは分かるが、一度法律ができてしまえば、政権や捜査機関が監視や思想の取り締まりなどのために都合よく運用するのが目に見えている。海外でテロが頻発し、自民党が選挙で圧勝していることを口実にしても、乱用の恐れは消えない。今は「東京五輪のため」と言えば何でも許されるような風潮があるが、こうした法改正は、安倍政権が憲法改正を目指す際に、表現の自由を制限したり、緊急事態条項を新設したりするための地ならしになり得る。

共謀罪を「テロ準備罪」　名称変え　秋の国会提出検討

東京新聞2016年8月27日 朝刊
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　政府は、重大犯罪の計画を話し合うだけで罪に問えるようにする「共謀罪」の趣旨を盛り込んだ組織犯罪処罰法改正案を、九月召集の臨時国会に提出する検討を始めた。政府高官が二十六日、明らかにした。「共謀罪」の名称を「テロ等組織犯罪準備罪」に変え、対象となる集団を絞り込むなど要件を見直す。二〇二〇年の東京五輪・パラリンピックを見据えたテロ対策強化を強調している。〇三～〇五年、三回にわたって国会に提出されるたびに国民の反発で廃案となった法案が、復活する可能性が浮上した。

　菅義偉（すがよしひで）官房長官は二十六日の記者会見で、改正案について「国際社会と協調して組織犯罪と戦うことは極めて重要」と指摘。テロ対策強化などを目指して国連が〇〇年に採択した国際組織犯罪防止条約の締結に向け「法整備を進めていく必要がある」と強調した。

　法案の内容は「慎重に検討している」とし、提出時期も「決まっていない」と述べるにとどめた。

　改正案は、共謀罪の新名称となるテロ等組織犯罪準備罪の対象について、以前の法案の「団体」から、テロ行為などの重大犯罪の実行を目的とする「組織的犯罪集団」に限定。罪となる要件として、犯罪の計画を話し合うだけでなく、実行のための資金確保といった準備行為が行われていることが必要だとした。

　罪が適用される犯罪の範囲は、以前の法案と同様に「法定刑が四年以上の懲役・禁錮の罪」とした。道路交通法や公職選挙法に触れた場合も含めて六百超の犯罪が適用対象になる。

　政府は、秋の臨時国会では、一六年度第二次補正予算案や、先の通常国会で継続審議となった環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案・関連法案の成立を優先させる考え。改正案の成立は来年の通常国会以降になると想定している。

　共謀罪を盛り込んだ改正案は〇三、〇四、〇五年、当時の小泉政権が国会に提出したが、野党や日本弁護士連合会から「労働組合も対象になりかねない」「居酒屋で『上司を殴ろう』と話しても逮捕される」と批判され、いずれも成立断念に追い込まれた。政府は今回の改正案では、労働組合や居酒屋談議は対象にならないとしている。

◆犯罪要件に「準備」追加も　「話し合いは罪」変わらず

　＜解説＞　政府が十数年来導入を目指してきた共謀罪法案の四度目の提出を検討しているのは、リオデジャネイロ五輪が終わり、二〇二〇年東京五輪・パラリンピックの準備が本格化する今、「テロ対策の一環」と強調することで、国民の理解を得る好機と捉えたためだ。七月の参院選で自民、公明の与党が大勝。たとえ国民の理解を十分得られなくても、数の力で押し通せる。

　確かにテロ対策は重要な課題だ。昨年十一月のパリ同時多発テロを受け、共謀罪創設を求める声が政権内で広がったこともあった。政府高官も「共謀罪と聞くと身構えるが、テロ犯罪防止と聞くと『なるほど』と思う」と指摘する。

　しかし共謀罪は国際組織犯罪防止条約を批准するための制度として提案されたものだ。条約はマフィアなどのマネーロンダリング（資金洗浄）対策が中心。テロ対策で共謀罪を提案するのはこじつけだ。今でもテロ行為を未遂の前の段階で処罰する法律はある。

　むしろ共謀罪の本質はテロ対策に名を借りて「心の中で思ったこと」を処罰することにつながる恐れがあるということだ。

　共謀罪は複数の人が犯罪を行うことを話し合って合意（共謀）しただけで罪に問えるようにする犯罪。犯罪行為は通常、具体的な被害が生じたり、犯罪行為に着手して危険が生じたりすることで罪に問われる。新たな案は対象集団を絞り込み、要件に準備行為を加えたが、いずれも拡大解釈の恐れがある。共謀罪に詳しい弁護士によると、沖縄の新基地反対や脱原発などの市民団体が話し合いで「路上に寝転がって警察車両を止めよう」と決め、何らかの準備をすると組織的威力業務妨害の共謀罪になりかねない。

　また、共謀罪を創設すれば、犯罪の相談や合意があったと証明するために室内盗聴など日常的な監視が必要になる。今夏の参院選では野党支援団体などが入る建物の敷地に警察が隠しカメラを設置していた。自民党は〇七年に名称を「テロ等謀議罪」と変更を試みたこともある。最近は「組織犯罪準備罪」という名称も挙がっていた。実質的な共謀罪ができれば、罪名は何でも構わないのだろうか。　（木谷孝洋、西田義洋）

「共謀罪」新設案　市民監視　４度目の不安

東京新聞2016年8月27日 朝刊

　 計画を実行しなくても、犯罪を行うことを話し合い合意しただけで処罰される「共謀罪」。「テロ等組織犯罪準備罪」と名称を変え、組織犯罪処罰法に趣旨を盛り込む形の政府案が来月、国会に提出される可能性が出てきた。共謀罪の導入を目指す関連法案は過去にも三度提出されたが、批判や不安が噴出して廃案になった。「四度目」への動きが判明した二十六日も、市民団体などは「活動を監視する恐怖政治」「テロ対策や東京五輪を口実にして姑息（こそく）」と強く反発した。　（大平樹、北川成史、辻渕智之）

　「私たちの日々の抗議行動が対象になりうると怖さを感じる」。沖縄平和運動センターの岸本喬（たかし）事務局次長（５３）は恐怖感を語る。

　沖縄県では米軍の新基地やヘリコプター離着陸帯の建設に反対し、資材搬入車両を止めようと県民らが座り込みのデモも辞さない。「今でも道路交通法違反だからと強制排除される。（組織的）威力業務妨害罪の恐れがあると警察から言われたこともある。計画しただけで、すぐに適用されかねない」

　今回の政府案は適用対象を「組織的犯罪集団」と定め、「準備行為」を犯罪の構成要件に追加。罪名も対テロを前面に出す。岸本さんは「たとえば（米軍の）武器についてネットで調べただけで、武器調達の準備行為と認定されることだってありうる」と危ぶむ。「テロ対策や東京五輪に名を借り、安倍政権が姑息な方法で物言わぬ民をつくろうとしているようだ」とため息をつく。

二〇〇五年に三度目の法案が提出された際、反対の署名運動で市民団体の呼び掛け人になった山脇晢子（せいこ）弁護士は「『組織的犯罪集団』も『準備行為』も『テロ』も定義があいまいで、捜査機関の解釈次第。一般の人が『われわれは大丈夫』と感じるように見せ掛けているだけ」と批判する。
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　経済産業省前から二十一日に撤去された「脱原発テント」運営メンバーの木村雅英（まさひで）さん（６８）＝東京都八王子市＝によると、今後の活動内容を話し合っている際、冗談で「これって共謀罪に当たるよね」と話題になったこともある。「共謀」の立証には、監視や盗聴の強化が欠かせない。「安倍政権は原発や安保法制など、多くの国民が疑問に思っていることを強引に進めている。反発する人たちを共謀罪で押さえ付けるなら恐怖政治だ」と訴える。

　米軍横田基地（東京都福生市など）に反対する「横田基地問題を考える会」代表世話人の島田清作（せいさく）さん（７８）は「最近の市民運動は、自分の意志を示そうと穏やかに考える人たちの集まり。刑事罰があるというだけで、参加を思いとどまらせ、運動を萎縮させるのでは」と懸念する。
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◆徹夜の団交決定、抗議の座り込みでも…？

　過去三回廃案になった関連法案に盛り込まれた共謀罪について、政府による三回目の国会提出直後の二〇〇六年、日弁連は共謀罪が導入されると具体的にどのような行為に適用される可能性があるのか、事例を挙げて問題点を指摘した。

　それによると、倒産情報のある会社の労働組合の執行委員会が、退職金の保証を求めて社長と長時間に及ぶ徹夜団交も辞さないと決定した場合は「組織的監禁罪の共謀罪」、マンション建設に反対する住民団体が、資材搬入を止めるため現場に座り込むことを決定した場合は「組織的威力業務妨害罪の共謀罪」、会社の経理課職員が決算時、利益を隠すため経費を水増しし、売り上げを過少計上することなどに合意した場合は「法人税法違反の共謀罪」がそれぞれ適用される恐れがあった。

官房長官 共謀罪で法整備必要も国会提出は慎重検討
NHK8月26日 12時32分
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菅官房長官は記者会見で、テロなどの計画の謀議に加わった場合に処罰の対象となる「共謀罪」を新設するための法整備について、国際組織犯罪防止条約の締結に向けて進める必要があるとする一方で、懸念が根強いことも踏まえて法案の国会への提出は慎重に検討する考えを示しました。
この中で、菅官房長官は、テロなどの計画の謀議に加わった場合に処罰の対象となる「共謀罪」を新設するための法整備について、「政府としては、国際組織犯罪防止条約を締結し、国際社会と協調して組織犯罪と戦うことは極めて重要だ。条約の締結に伴う法整備は進める必要がある」と述べました。
そのうえで、菅官房長官は「法案については、これまでの国会審議の場などで不安や懸念が示されているので、その在り方を慎重に検討している。まだ現段階で何らかの結論は得ておらず、国会に提出する時期などについては、現在のところ、全く何も決まっていない」と述べ、懸念が根強いことも踏まえて法案の国会への提出は慎重に検討する考えを示しました。
政府は、国際組織犯罪防止条約の批准に「共謀罪」の新設が必要なことから、平成１５年以降、国会に関連法案を３回提出していますが、「共謀罪の適用範囲があいまいだ」といった野党側の反発もあり、いずれも廃案になっています。
しんぶん赤旗2016年8月27日(土)

共謀罪　名称変え提出検討　テロを口実　法案策定　対象・要件　解釈次第で拡大

　実際の犯罪行為がなくても相談し合意しただけで犯罪とされる共謀罪について、政府は、名前を変えた新たな法改定案を策定したことが２６日までに分かりました。２０２０年の東京五輪や「テロ対策」を口実としたもので、９月召集の臨時国会への提出を検討しているとみられます。国民の強い反対で過去に３回も廃案になった最悪の国民弾圧法を執拗（しつよう）に狙う姿勢に強い批判と懸念の声があがっています。

　今回まとめられた政府案は、組織犯罪処罰法を改訂し、そのなかに盛り込まれた共謀罪の罪名に「テロ」を冠して「テロ等組織犯罪準備罪｣と名前を変更｡「テロ対策」が目的であることを強調しています。

　過去に廃案となった法案では、適用対象を「団体」としており、労働組合や市民団体に適用される恐れがあると批判されました。それを意識して今回は「組織的犯罪集団」が対象と変更しています。

　また、「相づちを打っただけで犯罪になる」といった懸念を打ち消すため、犯罪の計画に資金の提供などの具体的な「準備行為」を行うことを犯罪の構成要件に加えました。

　しかし、「組織的犯罪集団｣や｢準備行為」といった言葉の定義は極めてあいまいです。捜査当局の解釈次第でいくらでも拡大され、市民への弾圧に悪用される恐れが十分にあります。

　共謀罪が適用される罪は過去に廃案となった法案と同様で「法定刑が４年以上の懲役・禁錮の罪」です。その範囲は、道路交通法や公職選挙法なども含まれ６００を超えるとみられます。

　そもそも共謀罪は、犯罪の行為ではなく合意するだけで処罰するというもので、犯罪行為があって初めて罰する現行の刑法原則から大きく逸脱しています。

　共謀罪の捜査も日常的な会話やメールの内容から「合意」を判断することになります。そのため改悪され対象が広げられた盗聴法を根拠に通信傍受などの市民監視もさらに強まります。

「共謀罪」新設関連法案 提出時期など調整へ
NHK8月27日 7時34分
　計画を実行しなくても、犯罪を行うことを話し合い合意しただけで処罰される「共謀罪」。「テロ等組織犯罪準備罪」と名称を変え、組織犯罪処罰法に趣旨を盛り込む形の政府案が来月、国会に提出される可能性が出てきた。共謀罪の導入を目指す関連法案は過去にも三度提出されたが、批判や不安が噴出して廃案になった。「四度目」への動きが判明した二十六日も、市民団体などは「活動を監視する恐怖政治」「テロ対策や東京五輪を口実にして姑息（こそく）」と強く反発した。　（大平樹、北川成史、辻渕智之）

　「私たちの日々の抗議行動が対象になりうると怖さを感じる」。沖縄平和運動センターの岸本喬（たかし）事務局次長（５３）は恐怖感を語る。

　沖縄県では米軍の新基地やヘリコプター離着陸帯の建設に反対し、資材搬入車両を止めようと県民らが座り込みのデモも辞さない。「今でも道路交通法違反だからと強制排除される。（組織的）威力業務妨害罪の恐れがあると警察から言われたこともある。計画しただけで、すぐに適用されかねない」

　今回の政府案は適用対象を「組織的犯罪集団」と定め、「準備行為」を犯罪の構成要件に追加。罪名も対テロを前面に出す。岸本さんは「たとえば（米軍の）武器についてネットで調べただけで、武器調達の準備行為と認定されることだってありうる」と危ぶむ。「テロ対策や東京五輪に名を借り、安倍政権が姑息な方法で物言わぬ民をつくろうとしているようだ」とため息をつく。

テロなどの謀議に加わった場合に処罰の対象となる「共謀罪」を新設するための関連法案について、法務省は、適用範囲を限定し構成要件を厳しくしたうえで罪名も変更し、早期に国会に提出したい考えです。一方、与党内には、ほかの法案審議への影響などを懸念する声があり、今後、提出時期などをめぐって政府与党内の調整が行われる見通しです。
テロなどの謀議に加わった場合に処罰の対象となる「共謀罪」を新設するための関連法案は、これまでに３回、国会に提出されましたが、「共謀罪の適用範囲があいまいだ」といった野党側の反発もあり、いずれも廃案になっています。
こうしたなか、法務省は、「４年後の東京オリンピックをにらんでテロ対策を充実させるためには法整備を進める必要がある」として、処罰の適用範囲を限定し構成要件を厳しくしたうえで罪名も見直し、できるだけ早く国会に提出したい考えです。
具体的には、適用範囲を、重大な犯罪の実行を目的とする「組織的犯罪集団」に限定し、構成要件に、犯罪の実行に必要な資金の確保などの「準備行為」を加えたうえで、罪名を、「共謀罪」から、「テロ等組織犯罪準備罪」という、テロ対策を強調する名称に変更する方針です。
これについて、与党内からは、「海外でテロが相次いでいるなかで、４年後の東京オリンピックに向けて国内でもテロ対策が課題になる」として、法案の提出に理解を示す意見がある一方、野党側の反発が予想されることを踏まえ、ほかの法案審議への影響などを懸念する声が出ています。
このため、今後、提出時期などをめぐって政府与党内で調整が行われる見通しです。
論点整理・日本国憲法 　野党側から問題指摘を　中山太郎・元衆院憲法調査会長
毎日新聞2016年8月27日　東京朝刊
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＝大西岳彦撮影
　７月の参院選で改憲勢力が３分の２を超えたことは、国民の中に改憲を議論する素地ができてきたことを示していると思う。しかし、あくまで議論を始める基礎でしかない。議論を進めるには少数派も含めて同じテーブルにつかなくてはならない。議論の場となる衆参の憲法審査会は、政治的な思惑とは距離を取り、なるべく静かな環境で行うべきだ。数の論理で推し進めてはいけない。 
　私が会長を務めた２０００〜０５年の衆院憲法調査会では、少数政党を含めて発言時間を確保し、議論を尽くすよう心がけた。憲法調査会での５年間の議論で論点は整理されている。今後は改憲反対の党も含めて、野党側から問題を指摘してもらう。議論のイニシアチブは与党ではなく、むしろ野党が握るほうが良い。一方、参院選の結果は動かしがたい事実であり、議論には参加すべきだ。改憲に反対であれば、この場で訴えればいい。 
　議論を進めるにあたっては各党の中心的なメンバーの間で、いつでも話し合いができる関係を築くことも重要だ。憲法議論は与野党の信頼関係がないとできない。それは安倍晋三首相も心得ているだろう。 
　首相は自民党の憲法草案でやるとか、９条改正をやりたいとか言うべきではない。具体的議論はむしろ野党にまず言ってもらい、よりよい案にしていくという姿勢が重要だ。安倍政権は安定しているので、政局とは離れた議論ができるはずだ。 
　憲法改正は戦後の日本の歴史の節目だ。後世の歴史から見ても正しいやり方ができたと言えるようにしなければならない。【聞き手・野原大輔】 
　　　　　　◇ 
　このシリーズは野原大輔、葛西大博が担当しました。＝おわり 


　■人物略歴 
なかやま・たろう 
　１９２４年生まれ。元外相。参院当選３回、衆院７回。２０００年設置の衆院憲法調査会の会長を務め、０５年に報告書をまとめた。 
参院憲法審査会 　柳本会長留任へ
毎日新聞2016年8月27日　東京朝刊
　参院自民党は２６日、参院憲法審査会の柳本卓治会長を留任させる方針を固めた。秋の臨時国会から憲法改正論議が本格化する見通しで、衆参両院の憲法審査会は与野党協議の舞台となるため、会長人事が注目されていた。 
　柳本氏は憲法改正論を唱えてきた中曽根康弘元首相の元秘書で、２０１４年９月から会長を務めている。【飼手勇介】
しんぶん赤旗2016年8月27日(土)

憲法　力合わせ守ろう　東京司法書士政治連盟大会　小池書記局長あいさつ

　東京司法書士政治連盟は２６日、都内で第４７回定時大会を開きました。大竹由美子会長のあいさつに続き、国会議員らが来賓あいさつに立ちました。日本共産党からは小池晃書記局長、山添拓参院議員が出席しました。

　小池氏はあいさつで、社会的弱者のために力をつくすことをモットーに活躍している司法書士の活動に敬意を表明。とりわけ東日本大震災では、仮設住宅の無料巡回相談支援などで大きな役割を発揮しているとして、「被災者の生活・生業（なりわい）の再建のために、力をあわせてがんばっていきたい｣と述べました｡

　また、東京司法書士会が会長声明を出して安保法制に反対してきたことの意義を強調し、「憲法を守り、立憲主義を取り戻すために力を合わせていきたい」と述べました。

　自民、民進、公明、社民の各党の国会議員も出席しました。

長崎新聞2016年8月26日
防災訓練にオスプレイ参加
佐世保市は２５日、９月１日の市総合防災訓練で負傷者搬送や医師派遣を想定し、米軍の新型輸送機オスプレイ２機を活用すると発表した。朝長則男市長は定例会見で「大規模災害では、さまざまな支援を考える必要があり、実効性を高めるために参加してもらうことが良いと考えた」と説明した。
　市防災危機管理局によると、オスプレイが自治体主催の訓練に参加するのは２０１４年の和歌山県に続き２例目。１８回目となる市総合防災訓練に米軍の航空機が参加するのは初めて。
　本土や離島で家屋が倒壊する大規模地震が起きた想定で行う。オスプレイは米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）所属。佐世保市の米海軍赤崎貯油所から救援物資の造水装置を陸上自衛隊相浦駐屯地に搬送する。災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の医師ら３人を乗せ、約６０キロ離れた宇久島の陸上競技場そばに着陸、現地で傷病者を乗せたことにして駐屯地に戻る。一般市民は乗せない。
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「大規模災害ではさまざまな支援を考える必要がある」などと話す朝長市長＝佐世保市役所
　朝長市長は４月の熊本地震支援でオスプレイが活用されたことに触れ、「有用性を確認した」と強調。労働団体などが安全性を疑問視し、訓練に参加させないよう申し入れたことについては「防衛省の資料から、事故率は他の航空機に比べて低いと聞いている」との見解を述べた。
　また、「県内には多くの離島があり、モデル的な役割を務めることができるのではないか」と話した。
佐世保市防災訓練に米オスプレイ…海自が打診

読売新聞2016年08月26日 08時02分

　長崎県佐世保市が９月１日に予定している総合防災訓練に、米軍の輸送機オスプレイ２機が参加する。

　海上自衛隊佐世保地方総監部から参加の打診があり、市が受け入れた。朝長則男市長は２５日の定例記者会見で、「大規模災害発生時の対応策の一つとして、その実効性を高めるため」と理由を述べた。

　防衛省や市によると、オスプレイが自治体主催の防災訓練に参加するのは、和歌山県が２０１４年に実施した津波防災訓練に次いで２回目。

　総合防災訓練は、「防災の日」に合わせて毎年行っている。今年は震度６強の地震が発生し、離島の宇久島で負傷者が発生したとの想定で実施する。市をはじめ、県や陸上、海上自衛隊など５０団体の計約１３００人が参加を予定している。オスプレイは陸自相浦駐屯地から宇久島まで災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）や救援物資を搬送後、負傷者を収容して駐屯地に戻る。

　オスプレイは、ヘリコプターのような垂直離着陸ができる。従来の輸送ヘリより最大速度や搭載量などの面で優れ、滑走路がない離島や山間部などへの災害派遣に特に有効とされている。

　総合防災訓練への参加を巡っては、市平和委員会などが中止を申し入れた経緯もあるが、朝長市長は「日本には多くの離島がある。離島における災害時の活動について、モデル的な役割を果たすことができるのではないか」と参加の意義を語った。

自民 国防関係合同会議 防衛省の概算要求を了承
NHK8月26日 11時38分
自民党の国防関係の合同会議が開かれ、防衛省の来年度（平成２９年度）予算案の概算要求について、北朝鮮による弾道ミサイル発射への対応を強化するための費用などを盛り込んで、過去最大の５兆１６８５億円とすることが了承されました。
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２６日の会議には稲田防衛大臣も出席し、来年度（平成２９年度）予算案の概算要求について、「北朝鮮による弾道ミサイル発射は、ことし１８発にも及んでおり、日本の周辺海空域における安全保障への対応など所要の事業を計上している」と述べました。
そして、防衛省側が、北朝鮮による弾道ミサイル発射への対応を強化するため、イージス艦に搭載する、より能力の高い迎撃ミサイルを取得する費用などを盛り込んで、過去最大の５兆１６８５億円とする方針を説明しました。
これに対し、出席者から「東京オリンピック・パラリンピックもあり、不測の事態に備えるため、ミサイル防衛の強化を急ぐべきだ」といった意見が出され、防衛省の方針は了承されました。
防衛省は近く、来年度予算案の概算要求を正式に決定することにしています。
18.19歳の4割が自民投票　7月参院選の比例、ネット調査

共同通信2016/8/26 20:52

　選挙権年齢が「18歳以上」に引き下げられた7月の参院選に関し、公益財団法人「明るい選挙推進協会」は26日、全国の18～24歳を対象に行ったインターネット調査の結果を公表した。18、19歳の比例代表投票先は、いずれも自民党が約40％でトップだった。

　参院選で投票したと答えた人のうち「何も書かなかった」や「答えたくない」とした人を除いた分が対象。全体の回答者は1900人で、調査は7月11～14日に行った。

　比例代表の投票先は以下、18歳では民進党（16.7％）、おおさか維新の会（9.2％）と続き、19歳では民進党（22.5％）、共産党（9.3％）の順だった。

中教審、指導要領に学び方の視点　「総則」構成を大幅変更へ

共同通信2016/8/26 19:36
　中教審の教育課程部会は26日、次期学習指導要領の全体像となる審議まとめ案を大筋で了承した。児童生徒が主体的・能動的に学ぶアクティブ・ラーニングを全教科で導入するのに伴い、指導要領の基本的な考え方を説明する「総則」に、「どのように学ぶか」などの視点を加えて、構成を大幅に変える。

　現行の総則は、「思考力を育む」など教育課程の一般方針のほか、年間授業時間の確保要請、指導計画を作る際に「学校の創意工夫を生かす」といった留意事項などを記載し、これまでほとんど構成が変わっていない。

臨時国会 　９月２６日　政府・与党、民進代表選に配慮
毎日新聞2016年8月26日　07時00分（最終更新　8月26日　07時00分）
　政府・与党は２５日、臨時国会を９月２６日に召集する方針を固めた。同１３日召集も検討していたが、同１５日に行われる民進党代表選に配慮した。 
　臨時国会では、消費増税再延期のための関連法案、経済対策を盛り込んだ第２次補正予算案、環太平洋パートナーシップ協定（ＴＰＰ）の承認案と関連法案など重要法案が山積している。安倍晋三首相は審議日数を確保したいため、９月中旬を念頭に「早期召集」に言及。これに対し、自民党側は民進党との関係を重視し、円滑に国会運営を進めるため同２６日召集を主張していた。 
　民進党代表選は９月２日告示、１５日投開票の日程で、蓮舫代表代行と前原誠司元外相の２人が立候補を表明し、選挙戦になることが確実となったこともあり、２６日召集に傾いたとみられる。 
　民進党の岡田克也代表は２５日の記者会見で「代表選を行い、新代表が決まれば幹事長などの人事がある。安倍首相がとにかく早くやれと言うのは、最初からけんか腰みたいな話だ」と早期召集をけん制していた。【飼手勇介】 
前原氏出馬、中間派が後押し＝支持拡大へ柔軟姿勢－民進代表選


民進党代表選に出馬表明し、パネルを使って訴える前原誠司元外相（右）＝２６日午後、東京・永田町の同党本部
　民進党の前原誠司元外相が９月の代表選出馬を正式に表明し、蓮舫代表代行との一騎打ちの構図が固まった。党内の幅広い支持を集める蓮舫氏に対抗するため、保守的な持論に固執せず、柔軟姿勢を心掛けた。リベラル派から保守系まで約２０人の議員を抱え「中間派」とされる大畠章宏元経済産業相のグループの支持が出馬の決め手となった。
　「民主党は国民の落胆と失望を買った。私も戦犯の一人だ」。前原氏は２６日の出馬会見で、内部対立を繰り返した旧民主党の代表経験者として、率直な「反省」を口にした。
　今回の代表選に際し、前原氏周辺には出馬に慎重な意見も根強かった。党内世論が「新しい党の顔」を求める中、いち早く出馬表明した蓮舫氏への支持が拡大。前原氏には、立候補に必要な推薦人２０人の確保すら危ぶむ声があった。
　背中を押したのは、政界を引退した鹿野道彦元農林水産相から掛けられた「命懸けで代表選を戦え」との一言だった。「本当に胸に響いた」。前原氏は会見でそう振り返った。鹿野氏は、大畠氏が率いるグループ「素交会」の創設者でもある。
　同グループには、前原氏が民主党代表だった当時の党運営に批判的な声もあった。しかし、鹿野氏も出席した２４日の会合では、グループとして前原氏を支援する方針を決定した。背景には、前原氏がこれまでにない柔軟姿勢に転じたこともありそうだ。
　前原氏は国政選挙での共産党との共闘に強く反対していたが、２６日の出馬会見では選択肢として必ずしも排除せず、持論の憲法改正へのこだわりも封印した。民主党政権時代、鋭く対立した小沢一郎氏に対しても「『小沢対反小沢』で深刻な亀裂をもたらした。大きな反省点、後悔だ」と語り、党内に残る小沢氏に近い議員への配慮を示した。
　一方、大畠グループには、岡田克也代表の下で「党中枢から排除された」と感じている議員が少なくない。現執行部が推す蓮舫氏への反発が、前原氏支援に踏み切らせた面も否めない。ただ、グループ内には環太平洋連携協定（ＴＰＰ）に反対の議員が多いが、前原氏は基本的に賛成の立場。論戦が進めば政策的な違いが表面化する可能性もあり、前原氏がどこまで票を固められるかは不透明だ。（2016/08/26-20:39）
前原氏、野党共闘は「民進主導」　党代表選に正式出馬表明

共同通信2016/8/26 17:36
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民進党代表選への出馬を表明する前原元外相＝26日午後、東京・永田町の党本部　民進党の前原誠司元外相（54）は26日、党本部で記者会見し、9月の党代表選について「出馬する決意をした」と述べ、正式に立候補表明した。共産党を含む野党共闘路線について「衆院選で考え方の違うところと組むのは野合だ。われわれがしっかり基本政策の旗を立て、協力できるところと協力する」と述べ、民進党が主導するとの考えを示した。

　憲法改正論議に関し「社会不安や閉塞感をどう取り除くかが最大の政治使命だ。憲法改正は最優先課題とは思っていない」と述べた。

前原氏の出馬会見要旨＝民進代表選
　民進党の前原誠司元外相の２６日の記者会見要旨は次の通り。
　代表選に出馬する決意をした。悩みに悩み抜いた。時流は「女性」だ。旧民主党は国民の落胆と失望を買った。私も戦犯の一人だ。深い反省をしっかり踏まえてやれるのは、戦犯であり、反省を人一倍感じている私ではないかと思うに至った。
　次の選挙は「新しい顔がいい」ということではない。次の選挙こそ政権交代を目指す戦いだ。刷新感だけでは駄目だ。国家観を示し、国民に大きな選択肢を示したい。
　－衆院選での共産党との共闘は。
　参院選１人区の協力は一定程度の成果があったが、次は政権選択を託す衆院選だ。考え方の違うところと組むのは野合だ。天皇制、自衛隊、日米安保、消費税。われわれがしっかり旗を立て、ほかの政党がどう判断するか。われわれが主体的に考える。
　－日本維新の会との連携は。
　民進党の考え方と相いれるかどうかで判断していく。
　－憲法改正への考え方は。
　私の考えは変わらないが、社会の不安や閉塞（へいそく）感をどう取り除いていくかが最大の政治的使命で、憲法改正が最優先課題だとは思っていない。慎重に党内で議論しながら進めていく。
　－憲法９条は改正すべきか。
　９条を読んで字のごとくにすべきだという考え方に変わりはないが、私一人の考え方が通用するわけではない。
　－安全保障関連法は廃止を目指すか。
　米国と議論する中で現実的対応をしていくことも選択肢に入れなくてはいけない。あの安保法制は極めて出来が悪く、お粗末だ。（廃止を求める）岡田執行部の考え方を基本的に引き継いで対処していきたい。
　－先に出馬表明した蓮舫代表代行との違いは。
　蓮舫氏は発信力もあり、国民の人気が高い。わが党の宝の一人だ。私は失敗も含め多くの経験を積んできた。その経験を基にもう一度政権に上り詰めるための旗を振らせてほしい。そういう状況になったときは、蓮舫氏も大事なプレーヤーの一人として手を携えて頑張っていきたい。　（2016/08/26-18:37）
政権奪還へ選択肢、改憲は慎重＝民進・前原氏が出馬会見
　民進党の前原誠司元外相（５４）は２６日、党本部で記者会見し、９月の代表選に出馬する考えを正式に表明した。前原氏は「国家観をしっかりまとめ、国民に大きな選択肢を示したい」と述べ、政権奪還へ向け、安倍政権に対抗する旗を掲げる意向を表明。憲法改正については、「最優先課題とは思っていない」と述べ、現段階では慎重な立場を示した。
　代表選には蓮舫代表代行（４８）も立候補を表明している。ほかに出馬を目指す動きもあるが、事実上、両氏の一騎打ちとなる見込みだ。
　前原氏は会見で、代表選の争点となる見通しの次期衆院選での野党共闘に関し「考え方の違うところと組むのは野合だ。われわれがしっかり旗を立て、ほかの政党がどう判断するかだ」と述べ、民進党が掲げる基本政策への賛同が条件になるとの考えを示した。
　憲法改正については「（賛成の）考えは変わらない。しかし優先順位は上ではない。社会の不安や閉塞（へいそく）感をどう取り除いていくかが最大の政治的使命だ」と述べ、国民生活の向上などを優先する考えを強調。昨年成立した安全保障関連法に関しては、廃止を目指す従来の党方針を基本的に踏襲しつつ、「米国と議論する中で現実的対応をしていくことも選択肢に入れなくてはならない」と語った。　
　岡田克也代表の任期満了に伴う代表選は、９月２日に告示され、同１５日の臨時党大会で投開票される。２６日行われた立候補予定者向けの説明会には、蓮舫、前原両氏のほか、出馬に意欲を示す長島昭久元防衛副大臣（５４）、玉木雄一郎衆院議員（４７）、原口一博元総務相（５７）、態度を決めていない旧維新の党出身議員グループの各陣営が出席した。（時事通信2016/08/26-18:28）
前原氏、民進党代表選への立候補を正式表明
朝日新聞デジタル菊地直己、中崎太郎2016年8月26日21時04分
　民進党代表選（９月２日告示、１５日投開票）で、前原誠司元外相（５４）が２６日、記者会見して立候補を正式に表明した。岡田克也代表ら執行部やリベラル派が推す蓮舫代表代行（４８）の主張と比べると、共産党との共闘や憲法改正への対応が対立軸となりそうだ。
　「旧民主党は国民の落胆、失望を買ってしまった。私も戦犯の一人だ」「深い反省を踏まえてやることができるのは戦犯である私だ」
　前原氏は記者会見の冒頭、過去の民主党政権時の反省から語り出し、自らを「戦犯」と称した。
　民主党政権について「仲間内で本気で殴り合いをし、党を分裂させた」と振り返り、「民進党となってスタートを切る時に、結束を強めて政権をめざすという思いを持たなければいけない」と続けた。「好き嫌いで政治をした」とも総括。かつて民主党代表を務めた小沢一郎氏とは確執があったが、会談を重ねるほど自身が変化したことをこう強調した。
　「私は反小沢の急先鋒（きゅうせんぽう）の一人だった。それを乗り越えるために、３年半、小沢さんと何回かお話をした」


　代表選で先行する蓮舫氏を念頭に置いた発言が目立った。「刷新感だけでは駄目だ。国家観を代表選で示したい」。アベノミクスへの批判のほか、財政や社会保障などの政策をパネルを使って説明し、政策論争への自負をのぞかせた。【続きあり】
前原氏が代表選出馬会見…民共共闘には否定的

読売新聞2016年08月26日 21時23分

　民進党の前原誠司・元外相は２６日、党本部で記者会見し、岡田代表の任期満了に伴う党代表選（９月２日告示・１５日投開票）への出馬を正式に表明した。

　前原氏は次期衆院選での共産党との共闘について、「内政や外交で考え方の違う政党と組むのは野合だ」と述べ、否定的な考えを示した。

　代表選には、蓮舫代表代行も出馬を表明しており、両氏の一騎打ちとなる見込みだ。蓮舫氏は、共産党との連立政権は否定しつつ、岡田氏が敷いた野党４党による共闘の「基本的枠組みは維持する」として、次期衆院選での選挙協力の可能性に言及している。代表選では、野党共闘のあり方が大きな争点となりそうだ。【続きあり】
民進党代表選 　前原氏が出馬表明　蓮舫氏と対決へ
毎日新聞2016年8月27日　東京朝刊
　民進党の前原誠司元外相（５４）は２６日、党本部で記者会見し、岡田克也代表の任期満了に伴う党代表選（９月２日告示、１５日投開票）に立候補すると正式に表明した。蓮舫代表代行（４８）との一騎打ちの構図になる可能性が高い。前原氏は会見で「国民に選択肢を示す。自公（政権）と違う国家像、政策を示し、もう一度、２大政党の一翼を固める」と語った。 
　前原氏は次期衆院選での野党共闘に関し「参院選とは違う。政策が一致しないといけない」と述べ、皇室、自衛隊、日米安全保障条約、消費税の四つの論点を挙げた。自民党との憲法改正議論には「最大の政治的使命は社会不安と閉塞（へいそく）感をどう取り除くかで、改憲が最優先の課題とは思っていない」と慎重に対応する考えを示した。民進党が廃止を訴える安全保障関連法は「岡田執行部の考えを基本的に引き継ぎたい。極めて出来の悪い法案だ」と指摘しつつ、「（米国と）議論する中で現実的な対応を取る」と柔軟に対応する姿勢も示した。アベノミクスは「無責任な社会実験で、見直さないと国民生活を破滅に導く」と批判。「全ての人が負担し、全ての人が受益者となるパッケージを示す」対案を掲げるとし、消費税１％分を保育所や国公立大学の無償化に充てる案が「あっていいのではないか」と語った。【野口武則】 
民進代表選、野党連携・改憲争点に　前原氏が出馬会見 
2016/8/27 0:48情報元日本経済新聞　電子版
　民進党の前原誠司元外相は26日、党本部で記者会見し、９月２日告示―15日投開票の党代表選に出馬すると正式に表明した。前原氏は「自民党とは違ったアプローチを民進党がしっかり示す。国民に選択肢を示したい」と述べ、旧民主党代表などの経験を訴え、政権交代への意欲を示した。蓮舫代表代行と前原氏の両氏を軸に、野党連携や憲法改正を争点とする選挙戦になる。【つづきあり】
民進・前原氏「国民に選択肢」　代表選出馬 
日経新聞2016/8/26 15:28
　民進党の前原誠司元外相は26日午後、党本部で記者会見し、党代表選（９月２日告示―15日投開票）に立候補すると正式に表明した。「もう一度緊張感がある二大政党制をつくらなくてはいけない」と強調。安倍政権が進める「アベノミクス」に代わる経済政策など「国民にしっかりとした選択肢を示す」との考えを示した。
　前原氏は旧民主党政権について、党内対立と「大きな国家像」が生煮えだったことが反省点だと説明。「深い反省をしっかり踏まえてやることができるのは『戦犯』であり、反省を人一倍感じている私だ」と訴えた。
　代表選には蓮舫代表代行も出馬表明している。前原氏は「次の選挙は新しい顔がいい、刷新感がいいということではない」と述べた。その上で次期衆院選で政権交代を目指すと力を込めた。
産経新聞2016.8.26 20:33更新 
【民進党代表選】前原誠司元外相　出馬会見詳報（１）「アベノミクスは国民全体を破滅に導く間違った実験だ」
反応
　民進党の前原誠司元外相は、党代表選（９月１５日投開票）に出馬する意向を正式表明した２６日の記者会見で、「もう一度、緊張感のある二大政党制を作らなくてはいけない」と述べ、政権交代を目指す考えを強調した。詳細は次の通り。
　今日はお集まりいただき、本当にありがとうございます。このたび、民進党の代表選に出馬する決意をさせていただいた。
　今回の代表選の出馬は、かなり悩みに悩み抜いた。一つは時流が女性であるということだ。英国の首相、ローマの市長、そして東京（都知事）の小池（百合子）氏。また米国の民主党大統領候補もクリントン氏という女性だ。また民進党として初めての代表選。刷新感とか、世代交代感があった方がいいのではないか。そういう意見もあったし、それもあっていい意見だと思う。
　では、なぜ私が今回の代表選に出馬する決心をしたのかということについて、主に２つのことを申し上げたい。一つは、これは旧民主党であるが、あれだけ期待をいただきながら、全体として国民の落胆、失望を買ってしまった。私も戦犯の１人だ。この民主党政権の深い反省と後悔に立って、だからこそ、それを身にしみてわかっている人間がもう一度中心となって政権を目指すべきではないかということだ。
　私はこの旧民主党政権、何を反省しているかということを申し上げたい。一つは人の好き嫌いで政治をしてしまった。本来、政権与党は国を預かる大切な役割であるにもかかわらず、仲間内で本気で殴り合いをしてしまって、そして結果的に党を分裂させる、壊すような状況になってしまった。これはどちらも責任がある。稚拙な政権運営をしたということ、二度と繰り返してはいけない。新たに民進党となって新たなスタートを切るときに、この仲間だけはきっちりと結束を強めて、そして政権を目指すんだという思いを持たなくてはいけない。その思いを人一倍持っているのは、戦犯である私ではないか、そういう思いを私は強く持たせていただいている。
　もう一つは旧民主党というものが目指した国家像というものは、方向性は間違っていなかった。しかし大きな国家像というものは、まだまだ生煮えでなかったか。つまり自民党政治に飽き飽きした国民が、民主党を後押ししたけれども、国家像とか具体的政策は生煮えではなかったか。こういう思いを強く持っている。
　この２つの深い反省をしっかりと踏まえて、やることのできるのは、その戦犯であり、その反省を人一倍抱えている私ではないか。そして党をまとめることができるのではないかとの思いに至った。
　もう一つの思いは、今の政治に対する危機感だ。一強多弱といわれている今の自民党政治も、もちろんある。野党がだらしないからではないかというのはその通りだ。したがって、もう一度緊張感のある二大政党制を作らなくてはいけない。
　同時に、金融一本足打法といわれているアベノミクスの危うさ、壮大な社会実験が失敗に終わる可能性が日に日に高まっている。その中で国民にしっかりとした選択肢を示す。このことをわれわれは国家の責任として果たさなくてはいけないのではないか。それをしっかりと提示をしなければいけないと私は思う。
　次の選挙は新しい顔がいい、刷新感がいいということではないと思っている。次の選挙こそが政権交代を目指す戦いだ。解散総選挙は年内にもあるかもしれない。そのときに刷新感だけではダメだ。本当に国家観、どういう選択肢を示せるかというものを代表選で示し、当選させていただいたら考え方を党の考え方としてしっかりまとめて常在戦場、国民に大きな選択肢の一つを示したい。そう考えている。
　身を切る改革も大変重要。行革なくして、増税なし。これも大変重要。しかしそれをやった上で、本当に必要な政策は国民に、財源論から逃げずにしっかり示して、その代わり、こういった行政サービスについては国が責任を持つことを示す政治をやっていかなければ、今の自民党の「成長すれば分配ができる」という政治、あるいは野党の単純な「分配すれば成長する政治」を超えた理念と問題意識を踏まえた、財源論も踏まえた支出政策をしっかりやっていく。
　それが今日話す「Ａｌｌ　ｆｏｒ　Ａｌｌ」。つまり負担も全ての人が背負う。しかし受益者も全ての人になる。分断をなくして国民の統合を図っていくような考え方が必要ではないかと思っている。これをしっかり民進党の考え方に根付かせていきたい。
　８％から１０％に消費税率を引き上げる際、もう（社会保障と税の一体改革に関する旧民主、自民、公明の）３党合意が完全に崩れているので、新たに制度設計すべきだ。
　全ての子供に機会を与える、チャンスを与える。そして今の日本の不安をしっかりと取り除いて、希望と安心を国民に与える。その結果として社会が成長していく。こういう、自民党とは違ったアプローチを民進党はしっかり示すように代表選の論戦を通じて固めていきたい。新たな方針を指し示す。そのために今までの２３年間の国会議員の全てをなげうって、この代表選に臨む決意だ。
　《前原氏の決意表明が終わり、記者団との質疑応答に移った》
　－－出馬決断に至った理由として、旧民主党政権時代の反省を挙げた。ここ１カ月ほど、自身に批判的な人や生活の党と山本太郎となかまたちの小沢一郎代表と会談しているが、その狙いは
　今回決断に至るまで悩みに悩み抜いた。本当に私でいいのかという思いが、実は今でもある。多くの方々にご意見を聞くことによって、みなさん方がこの代表選をどう見ておられるのか。そのことを一人でも多くの方に、偏らずにうかがいたい。そういう思いで多くの方とお話しさせていただき、大変有意義だった。
　私は（旧民主党で）反小沢の急先鋒（きゅうせんぽう）の一人だった。それを乗り越えるために、３年半、小沢氏とも何回か話をする中で、小沢氏がどう旧民主党政権を見ておられるのか。あるいは自民党の幹事長までされた方だから、今の政治状況をどう見ておられるのか。お話をうかがった。
　－－前原代表が誕生した際には、小沢氏を含めて復党や、生活の党と一緒になることはあり得るのか
　そういうお話を小沢氏がされたことは一切ないし、そういうご意向はない限り、そんな議論というのは俎上には乗らないのではないか。
　－－民進党代表になれば、安倍晋三政権と対峙（たいじ）することになる。安倍政権の経済政策「アベノミクス」に対しては、どういうスタンスか。首相が任期中に成し遂げたいという憲法改正については
　財政出動や金融緩和はカンフル剤。これをやり過ぎると、体そのものを悪くする。今のアベノミクスに対しては、極めて私は批判的だ。むりやり金融緩和（をやって）、好循環が３年半生まれてきたかというと、生まれてきていない。結果的に、将来的なインフレや金利の急騰、財政破綻の引き金を引く可能性がある。今さえ良ければいいという政策をやっている壮大な、無責任な社会実験だ、金融緩和については。ここは見直さないと、国民生活を破滅に導くと思っている。アベノミクスは正しいかどうかといわれると、これは完全に間違っている、国民全体を破滅に導く、極めて大きな間違った実験だと思っている。
　憲法改正について申し上げれば、私の考え方は変わらない。しかし優先順位が上かといわれれば、そうではない。社会不安や閉塞（へいそく）感をどう取り除いていくかということが最大の政治的な使命であって、憲法改正が最優先の課題だと思っていない。慎重に、この憲法改正の議論を党内のみなさん方と、しっかり議論しながら、進めていくことだと考えている。
【民進党代表選】前原誠司元外相　出馬会見詳報（２）「防衛の専門家を自負する私が見ても、安全保障法制は極めてお粗末」

民進党代表選への出馬を決め、会見する前原誠司元外相＝２６日午後、東京・永田町の民進党本部（斎藤良雄撮影） 
　民進党の前原誠司元外相が党代表選への出馬を表明した２６日の記者会見では、次期衆院選での共産党との選挙協力の是非に質問が集中した。詳細は次の通り。
　－－次の衆院選に臨むスタンスで、共産党との共闘について政策協議が前提だと言っているが、具体的にどういう政策協議をするか
　参院選の１人区で４つの項目で合意し、協力したことについては一定程度の成果があったと私も思っている。ただ次は政権選択を託す衆院選だ。政権を担うには外交、安全保障、内政で政策が、基本的な考え方が一致しなければならない。そういう考え方が違うところと組むことは、野合だ。天皇制、自衛隊、日米安保、消費税。民進党としての考え方があるわけだから、その考え方とどうなのかということは、われわれがしっかりと旗を立てて、特別な政党のみならず、ほかの政党がどう判断されるかということで、われわれが主体的に考えることだ。
　－－選挙の関係でもう１点。野党候補者の一本化では、日本維新の会との一本化が必要になってくると思う。どのような関係にしたいか
　先ほどの答えと同じだが、民進党の考え方と相いれるかどうか。それで判断していくことに尽きる。
　－－前原氏を支持したいという方の中には、今の執行部を刷新すべきだという人がいる。岡田克也代表ら今の執行部の体制をどうするか
　野党というのは与党と違って、ポストが少ない。もちろん岡田執行部は、よくやられたと思っている。思っているけれども、それ以外に優秀な方々がたくさんおられて充電したけれども、放電する場所がないという方々もいるので、そういう方々にもチャンスを与えて、しっかりと役割を果たしていただくことも大事なことではないかと思う。
　ただ、党をまとめていく立場にあるので、一部のみなさんに「執行部対反執行部」、そんな戦い方をしてはいけないし、敵はあくまでも本能寺にあり、自公政権だから、そこをしっかり踏まえた上で物事を考えていくことではないか。
　－－先ほど反小沢の急先鋒（きゅうせんぽう）だった自分が小沢氏と話をしたと言っていたが、学んだり、考えを改めたり、出馬に直結したところで何を言ったのか
　小沢氏との話にかかわらず、個人的に話した内容を外に話すというのはお互いの信頼関係、他の人も含めて崩れるので、具体的に申し上げることはしない。
　やはり多くのキャリアを積んでこられた方の話、例えば引退された方で言えば、（元農林水産相の）鹿野道彦先生とは２回ほどお話をさせていただいた。
　矛盾するかもしれないが、鹿野先生がおっしゃったことで１つ、グッと来ていることを申し上げると、「今の政治の世界でただ一人、命がけでやっている人間がいる。誰だと思う。安倍晋三だ」ということをおっしゃっていた。「それに伍（ご）してやるためには、お前も命がけでやれ。それで代表選を戦え」とおっしゃったのが、本当に胸に響いたし、その気概でやらなくてはいけないということを学ばせていただいた。もちろん、小沢氏からも他の方々からも、政治経験を踏まえたたくさんの金言をいただいている。
　－－「Ａｌｌ　ｆｏｒ　Ａｌｌ」という前原氏の国家観は、どういうものなのか
　まずは身を切る改革をやる。国民も無駄がまだまだあると思っていると思う。そこは徹底的にやる。それだけでは本当に必要な「Ａｌｌ　ｆｏｒ　Ａｌｌ」、日本が抱える構造問題、例えば障害者の福祉の問題、あるいは子供の貧困の問題、あるいは年金でも非常に少なくて蓄えのない方々に対して、どういう施策ができるかといったことについては、やはり財源論から逃げずにやっていくことは大事なことだ。一つの大きなポイントではないか。消費税だけでなくて、この税についての負担をお願いしたいということから、政治家は逃げてはいけないと思う。「Ａｌｌ　ｆｏｒ　Ａｌｌ」は、それがスタート点ではないか。
　－－次の衆院選での野党共闘について、基本的な政策協議が前提だと言ったが、それを貫くと、かえって選挙上は不利で、政権が遠のくのではないか。岡田氏がやった大まかな政策合意で参院選と同じように戦ったほうが有利ではないか
　おっしゃることには一定の理解をする。しかし２００９年の旧民主党の政権交代のときは多くの無党派層が共鳴してくれて、われわれは大勝させていただいたことを考えたときに、各政党間の小さなつながりだけ、それは不必要だとは申しません。しかしながら国民にしっかりと目線を置いて、その多くの国民、無党派層を含めて、どう琴線に触れる政策を訴えるかということが第一であって、初めから政党の数合わせということを考えると、大局を見失うのではないか。まずは基本政策をしっかりとわれわれは打ち出して、それに対して協力できる党と協力を行うことが大事ではないか。
　－－具体的な政策で２点うかがう。まず環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）について賛成か反対か。もう一つ、昨年成立した安全保障関連法は、岡田執行部を引き継いで廃止を目指すのか。廃止した場合の日米同盟への影響についてどう考えるか
　－－まずＴＰＰについて、これは旧民主党の菅直人政権から取り組み始めた。自由貿易体制を広げて、それぞれの国がさらなる成長を目指す考え方には共鳴している。ただ、今のＴＰＰ、締結された中身について申し上げれば、交渉過程でどこを譲って、どこを取ったのかが不透明であるということ、資料も開示されないということ。そして今、米国では（民主、共和両党の）両大統領候補がＴＰＰに反対だ。米国が批准しなければ発効しないというのは明々白々なので、このＴＰＰについては、なかなかもう先は見えていないのではないか。
　安全保障法制については今までの岡田執行部の考え方を基本的には引き継ぎたい。基本的にという言葉の意味は何かというと、私は次の選挙で当然ながら政権を目指すわけだ。勝ったときには外交、安全保障を現実的にやっていかなければならないことになると、米国との関係が出てくる。この安全保障法制というのは日米防衛協力の指針、ガイドラインの見直しによって行われている。われわれだけで見直すと言っても、進まないケースも出てくるかもしれない。それについては日米同盟関係は必要であるという観点の中から、しっかり米国と議論する中で現実的な対応をしていくことも選択肢として入れなければいけない。
　しかし安全保障法制は極めてできの悪い法律だ。防衛の専門家と自負している私から見ても、極めてお粗末だったということにおいては、岡田執行部の考え方を引き継いで対処していきたい。
　－－憲法改正は最優先課題でなく、慎重に党内で議論するとおっしゃった。蓮舫代表代行は憲法審査会での議論に積極的に参加すると表明しているが、前原氏のスタンスは。憲法９条を蓮舫氏は改正しないというが、前原氏はどうか
　現在、（衆院）憲法審査会のわが党の理事をしている鈴木克昌議員が正式に与党に対して３点の前提条件をおっしゃっている。一つは（憲法審査会の前身の衆院憲法調査会で初代会長を務めた元外相の）中山太郎先生。中山先生をお呼びして、議論の蓄積を開陳してもらうのが一つ。安倍首相が本当に改憲を目指されるのであれば、予算委員会でなくても憲法を議論するのは憲法審査会だから、安倍首相含めて各党の党首に来てもらって自分の意見を言ってもらい、議論し合うことが必要だ。
　憲法改正の議論は党内も同じだが、少数意見を大事にすることが必須だと思うので、鈴木氏の提案が前提になる。前提をクリアすれば、この憲法審査会の議論はしていくべきだろうと思う。
　２つ目の質問だが、私の考え方は変わらない。９条については、むしろ最も立憲主義というものが不安定な条文だと思っている。１９４６年に憲法が公布され、その後に警察予備隊、保安隊、自衛隊がつくられた。しかし条文そのものは変わっていなくて、実質的には解釈改憲をした。９条そのものが立憲主義の観点に立てば、最も不安定な条文だと思っている。しかし党内にも、国内にもいろんな考え方がある。９条こそが平和を守っていると考えている方々もおられる。その考え方は考え方で、私は尊重したい。党内でしっかり議論して、たとえ代表でも党内議論の集約というものを尊重するのが私の考え方だ。
　－－２点確認したい。衆院選は政権選択選挙で、自衛隊などをめぐって考えも違うので、岡田氏が進めてきた共産党との共闘関係を見直す考えか。もう一つ、憲法について９条の改正をすべきだと考えるか。条文改正すべきか
　１番目の質問だが、繰り返しの答弁になって恐縮だが、政権選択の選挙になる以上、内政、外交、安全保障政策の一致がなければ連立政権は組めない。それが私は大前提だと思う。したがってわれわれの考え方の旗に対して、他党がどう考えられるのか、ということが大事なことだ。
　憲法改正だが、私は自衛隊が国民に幅広く認知され、理解され、貴重だという国民が圧倒的に多い中で子供たちが憲法９条を読んで字のごとくとすべきだという私の考え方に、変わりありません。繰り返しになるが、党内の議論、あるいは憲法審査会の議論は、私一人の考え方が通用するわけではないので、まずは党内の意見集約をするのが大事だと考えている。
　－－代表選は党員、サポーターも含めた選挙だが、蓮舫氏との違いをどのように打ち出すのか。また代表選の最大の争点は何だと考えるか
　蓮舫氏という候補者は、非常にきれいで、発信力もあって、国民の人気が高い。非常にわが党の中では宝の１人だと思っている。したがって蓮舫氏には、この代表選だけではなくて、これからも頑張っていただきたいし、そして連携をしていきたい。その上で違いということになれば、私が２３年間、失敗の経験も含めて経験を積んできて、その経験をもとに党をまとめ、もう一度政権にのぼり詰めるだけの旗を振らせてほしい。こういうことであって、もしそういうことになったときには蓮舫氏も大事なプレーヤーの１人として、一緒に手を携えて頑張っていきたいと思っている。
　今回の選挙の争点は、私は民進党の目指す社会像、それを作っていくための具体的な政策、これを前向きに戦わせることが最も大事なことだと思う。
　もちろん、みなさん方が作られる争点についても、真摯（しんし）に答えることは大事だと思うが、ただ１点、大事なことは今、申し上げた民進党が目指す国家像をどう実現していくかということと、もう一つは、どうやってもう一度地方組織を立て直していくのか。これについての具体的な議論をしっかりやっていかなくてはいけない。国会議員のいるところは、まだいい。国会議員のいない地方は非常に民進党、疲弊している。そういう所も含めて、しっかりと党の立て直しのためにどうしたらいいか、そして政権をもう一度奪還するための民進党が目指す国家像と、具体的政策はどうしたらいいか、そのことをしっかりと戦わせていきたいと考えている。
前原誠司元外相　出馬会見詳報（３完）「旧民主党政権の期待と怒りの落差が残っている」
　民進党の前原誠司元外相は２６日の出馬会見で、党の支持率が低迷している理由について、「旧民主党政権の期待と怒りの落差が残っている」と述べた。詳細は次の通り。
　－－民進党内には生活の党と山本太郎となかまたちの小沢一郎代表の手腕を求める声と、復党を認めない声がある。自公政権打倒のために小沢氏の手腕が必要と考えるか
　小沢氏の手腕の話だが、小沢氏に限らず、先ほどの鹿野道彦（元農水相）先生とか今、顧問団が岡田執行部である。そういう方々のご意見をしっかり拝聴して、今回私が失敗を経験してるから今度うまくやると決意を申し上げたわけであって、そういう方々の知恵、そして経験。これをお借りするのは大事なことではないか。立場がどうであれ、いろんな方々のお知恵を拝借して、ご指導いただきたいと思っている。
　－－次の衆院選で刷新よりも国家観、政策を国民に伝えて政権交代を目指すというが、今の状況では国民に伝えるのが難しいのではないか。何か方策はあるのか
　刷新感をどう伝えるのかということ、国家観をどう伝えるのかということだが、もちろんこの代表選を通じて国民に届けたいと思う。代表選が終わった後も、私はしっかりと今回党員、サポーター、あるいは地方組織の拡充ということも、先ほど大きなテーマとして、課題として申し上げた。そういったときにしっかりとわれわれの国家観なり、その具体的な政策を隅々まで伝える丁寧さというのが必要ではないかと思っているので、努力したい。
　－－共産党との連携で、前回参院選のような協力関係は維持できるのか
　繰り返しになるけれども、これから新たな代表になる、どちらにしても。そのときに今までの効果があったかどうかということは見直さないといけないと思う。私は参院選と衆院選は基本的に違うと思っている。したがって基本的な政策の一致がなければ、連立は組めない。そういう中で、他党がどういうご判断をされるかに関わってくるのではないかと思う。
　－－共産党との関係は白紙化するのか
　先ほど申し上げたことの繰り返しになるかもしれないが、参院選と衆院選は違うだろうと。つまり政権選択の選挙と参院選は違うという中で、先ほどのお答えをさせていただいたということだ。
　《前原氏は会見を通じ、次期衆院選での野党共闘に関して直接「共産党」という言葉を使うのを避け続けた。党内に混在する共産党との共闘に前向きな勢力と批判的な勢力の双方に配慮したとみられる》
　－－民進党になってからも国民の支持は戻っていない。最大の要因はどこにあると考えるか。代表になったら、どう変えるのか
　長らく低迷している要因だが、これは民進党になって初めての選挙だし、新たに民進党に入られた方々には申し訳ないと思っているが、やはり旧民主党政権の時の期待と怒りの落差、これがまだまだ残っている。そしてその反省が足りないと思われている。これをやはりしっかりやらないと、新たなスタートは切れないというのは私の思いだ。私が今回出させていただいたのも、それを痛切に感じていることの中で出させていただいた。
　－－憲法、外交の論客という前原氏のイメージからすると、今回はかなり社民的というか。この数年で社会保障政策に開眼したというか、「ニュー前原」が出てきているのか
　大前提は無駄を削ることだが、そういったことをやった上で、足りない部分についてはしっかりと国民に負担をお願いし、その代わりにみなさん方の負担がどのように使われているかということも説明責任をしっかり果たしていくことが大事だと思う。それを「ニュー前原」と言うかどうかは、ご判断いただきたい。
（完）
産経新聞2016.8.26 16:34更新 
【民進党代表選】前原誠司元外相が出馬表明　「私も旧民主党政権が失望招いた戦犯の１人」「共産党と組むのは野合だ！」
　民進党の前原誠司元外相は２６日、党本部で記者会見し、党代表選（９月１５日投開票）に出馬することを正式表明した。前原氏は立候補の理由について、「私も旧民主党政権が国民の落胆と失望を招いた戦犯の一人だ。深い反省に立ち、そのことを身に染みて分かっている人間が中心となり、政権を目指すべきだと考えた」と述べた。
　前原氏は、次期衆院選における野党共闘について「次は政権選択の選挙であり、内政や外交、安全保障など考え方の違うところと組むのは野合だ」と述べ、基本政策の違う共産党との連携に否定的な考えを示した。「基本政策を民進党がしっかりと打ち出し、協力のできるところ（政党）と協力するのが大事だ。初めから政党の数合わせを考えるなら、大局を見失う」とも述べた。
　憲法改正問題については、「社会不安や閉塞（へいそく）感をどう取り除くかが最大の政治使命だ。憲法改正は最優先課題とは思っていない」と指摘。戦力不保持をうたう９条については「９条そのものが立憲主義の観点に立てば、最も不安定な条文だ」と述べ、改正が必要との考えを示した。
　ただ前原氏は、「党内にも国内にもいろいろな考え方がある。９条こそが平和を守っていると考えている人もいる。その考え方は尊重したい」とも強調。「党内でしっかり議論し、たとえ代表であったとしても党内の議論の集約を尊重するのが私の考え方だ」と説明し、党内議論の結論に従う考えを示した。
　前原氏は具体的な政策として、０～５歳児の保育無償化（必要財源約１．２兆円）と国公立大学の授業料無償化（同約１．６兆円）を提案。両案の財源として、消費税率を８％から１０％に引き上げる際の増税分１％を充てると述べた。
産経新聞2016.8.26 15:46更新 
【民進党代表選】蓮舫代表代行、前原誠司元外相、原口一博元総務相ら６陣営が事前説明会に参加
　民進党は２６日、党代表選（９月１５日投開票）の選挙管理委員会が党本部で立候補予定者に対する事前説明会を開き、すでに出馬表明している蓮舫代表代行と前原誠司元外相らなどの６陣営が参加した。
　事前説明会には蓮舫、前原両氏に加え、長島昭久元防衛副大臣、玉木雄一郎国対副委員長、原口一博元総務相の陣営が出席。旧維新の党グループの井出庸生衆院議員も参加した。
　説明会では、２日の告示に向けて立候補手続きや選挙運動に関するルールなどを説明した。出馬には２０人の推薦人が必要となる。
産経新聞2016.8.26 21:37更新 
【民進党代表選】地方票が勝敗を左右　ポイント配分を決定
　民進党は２６日、党代表選の勝敗を決める「ポイント」の配分を決めた。総数８４９ポイントのうち、計４３７ポイントが地方議員と党員・サポーターの投票に割り振られており、地方票が勝敗を左右しそうだ。
　衆参両院議員１４７人は、１票を２ポイントに換算し、２９４ポイント。公認内定者は１票１ポイントで１１８ポイントが割り当てられた。地方議員票は全国集計され、２０６ポイントを各候補の得票に応じドント方式で振り分ける。党員・サポーターは２３１ポイント。都道府県別に郵便投票が集計され、党員数などに応じて付与された県別ポイントをドント方式で配分する。
前原氏出馬会見　改憲「最優先でない」　共産と共闘　衆院選は慎重
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　民進党の前原誠司元外相（５４）は二十六日、党本部で記者会見し、九月の党代表選に立候補する考えを正式に表明した。前原氏は、安倍晋三首相が意欲を示す改憲について「社会不安や閉塞（へいそく）感をどう取り除くかが最大の使命で、憲法改正が最優先課題だと思わない」と述べ、貧困や格差の解消に向けた議論を優先させる考えを示した。　（我那覇圭）

　党内保守派の代表格とされる前原氏が改憲を急がない姿勢を示したのは、党内のリベラル派にも支持を広げる狙いがある。国会の憲法審査会の議論には、少数意見の尊重などを参加の条件に挙げた。

　九条については「立憲主義の観点に立てば最も不安定な条文だ。自衛隊は国民に認知されており、読んで字のごとくにすべきだ」と自衛隊の存在を明記する持論を訴えた。

　次期衆院選に向け「国家観を党の考え方としてまとめ、国民に選択肢を示す」と政権交代を目指す考えを強調。岡田克也代表が進めた野党連携については「外交、安全保障、内政で政策が一致しないところと組むことは野合だ」と述べ、天皇制や自衛隊を巡って距離がある共産党との選挙協力に慎重な姿勢を示した。

　民主党政権で閣僚や党役員を歴任した前原氏は、民主党が党内対立で国民の信頼を失った経緯に触れ「私も戦犯の一人だ。深い反省に立ち、そのことを身に染みて分かっている人間が中心となり、政権を目指すべきだ」と述べた。

　既に立候補を表明している蓮舫代表代行（４８）は、憲法九条は「絶対に守る」と明言している。野党連携に関しては、参院選で一定の成果を上げた共闘路線を引き継ぐ考えを示している。

　二十六日に行われた立候補予定者向け説明会には、前原、蓮舫両氏に加え、立候補に意欲を示している長島昭久元防衛副大臣（５４）や玉木雄一郎衆院議員（４７）、原口一博元総務相（５７）、態度を決めていない旧維新の党出身議員グループの各陣営関係者が出席した。

　代表選は九月二日に告示され、十五日の臨時党大会で投開票される。

民進 代表選は選挙戦に 告示前に党内の動き激化へ
NHK8月27日 5時41分
民進党の代表選挙は、前原元外務大臣が立候補を正式に表明し、蓮舫代表代行を含め、複数の候補者による選挙戦となることになりました。前原・蓮舫両氏は、週明けから支持拡大に向けた取り組みを本格化させることにしていて、来月２日の告示を前に党内の動きが激しくなる見通しです。
民進党の代表選挙は、前原元外務大臣が２６日に記者会見して、立候補を正式に表明し、すでに表明している蓮舫代表代行を含め、複数の候補者による選挙戦となることになりました。
前原氏は、党内で最大規模の旧維新の党出身の議員グループを率いる江田代表代行らと会談し、江田氏らが、候補者を支持する際の条件としている「身を切る改革」などの政策を全面的に受け入れる考えを伝え、支援を要請しました。前原氏は、週明けから、党所属の国会議員の事務所を個別に訪れて、直接、支援を要請することにしています。
これに対し、蓮舫氏は、これまでに赤松前衆議院副議長や、高木元文部科学大臣のグループから支持を取り付けています。蓮舫氏は、来週３０日に岡田代表に近いとされる鉢呂元経済産業大臣を本部長とする選挙対策本部を発足させ、支持拡大の取り組みを本格化させることにしています。
一方、立候補予定者を対象とした事前説明会には、前原・蓮舫両氏以外に、４つの陣営の関係者が出席し、さらに立候補を模索する動きが続いているほか、まだ対応を決めていないグループが週明けに相次いで会合を開くなど、来月２日の告示を前に、党内の動きが激しくなる見通しです。
民進 前原氏 党代表選への立候補を正式表明
NHK8月26日 15時57分
民進党の前原元外務大臣は２６日に党本部で記者会見し、来月行われる党の代表選挙について、「仲間の結束を強めて政権を目指す思いを人一倍持っているのは、この私だ」と述べ、立候補する意向を正式に表明しました。
この中で、前原元外務大臣は「旧民主党政権の深い反省と後悔に立ち、それを身にしみてわかっている人間がもう一度中心となって政権を目指すべきだ。民進党となって新たなスタートを切る時に、仲間の結束を強めて政権を目指す思いを人一倍持っているのは、この私だ」と述べ、来月２日に告示される代表選挙に立候補する意向を正式に表明しました。
そのうえで、前原氏は「アベノミクスが失敗に終わる可能性が日に日に高まっている中で、国民に選択肢を示さなくてはいけない。次の衆議院選挙こそが、政権交代を目指す戦いであり、代表選挙で当選したら国民に大きな選択肢を示したい」と述べました。
また、前原氏は憲法改正について、「９条そのものが、立憲主義の観点に立てば最も不安定な条文だ。憲法９条を読んで字のごとくすべきだという私の考え方は変わりない」と述べる一方で、「社会不安や閉塞（へいそく）感をどう取り除いていくのかということが、最大の政治的な使命であって、憲法改正が最優先の課題だと思っていない」と述べました。
さらに、次の衆議院選挙に向けた共産党などとの野党連携について、「参議院選挙では一定程度の成果があったが、次は政権選択の衆議院選挙だ。政権を担うには、外交・安全保障、それに内政で、基本的な考え方が一致しなければならず、考え方が違うところと組むのは野合だ。われわれが主体的に旗をたてて、他の政党がどう判断するかだ」と述べ、民進党が主導し、政策を主体に連携すべきだという考えを強調しました。
前原氏は、衆議院京都２区選出の当選８回で５４歳。党内で、みずからを会長とする議員グループを作っています。松下政経塾の出身で、京都府議会議員を経て、平成５年の衆議院選挙に、当時の日本新党から立候補して初当選しました。
民主党が野党の時に、４３歳の若さで党の代表を務めたほか、民主党政権では、国土交通大臣や外務大臣、それに党の政策調査会長など、政府や党の要職を歴任しました。
民進党代表選挙は、来月２日告示、１５日投開票の日程で行われ、これまでに蓮舫代表代行が立候補を表明しています。
前原氏 旧維新の党出身グループに支援要請
民進党の前原元外務大臣は、代表選挙への立候補を表明したあと、国会内で江田代表代行らと会談しました。
この中で、前原氏は、江田氏ら旧維新の党出身の議員グループが候補者を支持する際の条件としている「身を切る改革」などの政策について、「これをふまえて、代表選挙に臨みたい」と述べ、全面的に受け入れる考えを伝え、支援を要請しました。
これに対し、江田氏は、蓮舫代表代行も政策を全面的に受け入れる考えを示していることをふまえ、「週明けに対応を連絡する」と答えました。グループでは、週明けに会合を開いて、最終的な対応を協議することにしています。
産経新聞2016.8.26 07:39更新 
民進・杉尾秀哉議員　「政治の師」羽田孜元首相に当選報告

笑顔で握手を交わす羽田孜元首相と杉尾秀哉参院議員＝２５日、東京都世田谷区の羽田氏の自宅 
　先の参院選長野選挙区（改選数１）で勝利し政界入りを果たした民進党の杉尾秀哉参院議員（５８）は２５日、「政治の師」と仰ぐ羽田孜元首相（８１）を東京都世田谷区の自宅に訪ね、当選を報告した。
　杉尾氏は、とくに羽田氏の地盤だった衆院長野３区（上田、小諸、佐久各市など）で大きな支持を得たことが当選への原動力になったとして「本当にありがとうございました」と深く頭を下げた。
　そのうえで「羽田先生の思いを引き継いで政界で全力で頑張っていきます」と決意を伝えた。羽田氏は「良かった。これからが大事だ」と激励し、固い握手を交わした。
　杉尾氏は２４日に誕生日を迎えた羽田氏に、お祝いの言葉も伝えた。杉尾氏はＴＢＳの政治部記者時代に、政治改革に血道を上げていた羽田氏を担当し「政治改革の重要性を痛切に感じたことが政治の原点」としてきた。
民進、静岡1区支部解散へ　衆院候補選定で反発

共同通信2016/8/26 22:36

　民進党静岡県第1区総支部は26日、緊急役員会を静岡市内で開き、次期衆院選で党本部や県連が総支部決定とは異なる候補を選定したことに反発し、総支部を解散する方針を決めた。総支部役員で元衆院議員の牧野聖修元経済産業副大臣と地方議員3人は近く離党届を提出する。

　党本部は23日、新人の元会社役員福村隆氏（52）の公認を内定。牧野氏らは弁護士青山雅幸氏（54）を無所属候補として擁立する構えで、同区は分裂選挙となりそうだ。

　牧野氏は役員会後の記者会見で「総支部の決定を尊重しないなら、総支部としての活動継続に意味はない」と述べた。

産経新聞2016.8.27 01:00更新 
【メディア裏通信簿】参院選はメディアの敗北ではないか？　鳥越俊太郎はイモトアヤコのツメの垢でも煎じて飲め！

都知事選立候補予定者共同記者会見で発言する鳥越俊太郎氏＝７月１３日午後、東京都千代田区（三尾郁恵撮影） 
※この記事は月刊正論９月号から転載しました。ご購入はこちらへ。
■本当のバカは誰なのか…都知事選カラ騒ぎ
　女史　東京都知事選は、「不倫は文化だ」発言で有名な石田純一さんが出る出ないで騒いだのが面白かったなー。結局、野党が応援しなかったから立候補はやめちゃったけど、去年の反安保法制発言からテンション上がってたのかな、初めは意欲マンマンだったー。
　教授　本業の俳優、タレントの仕事が減ってきたから、じゃないですか（笑）。本当に都知事を志したなら、政党の推薦なしでも出馬したはずですから。
　先生　一時期、石田擁立に色気を見せていた民進党には、ガッカリだよ。自党の常識派、元防衛相政務官の長島昭久擁立をやめて石田、挙げ句の果てに鳥越俊太郎支持って、どういう見識なんだ。
　教授　ただ、週刊文春はホッとしているかもしれませんよ。石田さんが都知事になっていたら、不倫報道が大好きな文春に対する都庁の言論弾圧が始まったかもしれませんから。（笑）
　先生　週刊文春と言えば、関西のテレビ番組とかで人気が出て、参院選で当選した青山繁晴は文春７月７日号で共同通信時代の経費の使い方や、その後の取材手法に問題があるんじゃないかと批判されて、激怒していたな。彼も国会議員になろうというんだから、余裕をもって対応すればよかったと思うぜ。選挙前の報道だから、怒るのはわかるがね。
　教授　文春の記事は、青山氏の過去のスクープなどに疑問を呈していましたね。事実なのか確認できない記事が多いので、あだ名は「文豪」だったとか（笑）。私はその真偽は知りませんが、彼は、やたらとトップシークレットを知っていて、それをメディアで発言するんですね。秘密を知っていたとして、そんなにペラペラしゃべっていいものなんでしょうか。
　編集者　しかし、元新聞記者の経験でいわせてもらうと、特ダネをつかんだら、書きたくなるのが記者の性というものなんじゃないですか。もちろん、実際には書かないこともあるのですが。
　女史　まるで、編集者が元敏腕記者で、特ダネをたくさんつかんでいたような言い方だけど。
　編集者　いや、あの…ミエを張りました。私はトップシークレットなんかつかんだこともないですが、そういうこともあるかもしれませんね…という想像の話です。
　先生　（笑）。テレビの有名人が選挙に出るのはいいが、政党が「有名人ありき」で候補選定を進めるのは、有権者をバカにしているだろ。そんなことで競い合うから政治家の資質が落ちるんだ。
　編集者　有名人を持ち上げるのは、私たちマスコミの責任も大きいのではないでしょうか。
　先生　「まず有名人を」という感覚は、一般人の感覚と一致しているようで、必ずしもそうでもないと思う。前回、前々回の都知事選で、連続して２位につけたのは弁護士の宇都宮健児だったんだぜ。一般的には「あなた、誰ですか」というぐらいの知名度だけど、前回は細川護煕よりも上位だっただろ。宇都宮は共産党の支持票があったし、俺も宇都宮のことを好きなわけではないが、知名度こそが票を伸ばすというのは、必ずしも当たらないんじゃないか。有権者も業績や知性、人柄を考慮しているんだと思うがね。今回の都知事選は、この座談会の時点ではまだ投開票日が来てないから、結果は分からないにしてもな。
　編集者　宇都宮さんは、野党票を鳥越俊太郎さんに一本化するために降りちゃいましたけどね。
　教授　鳥越氏だって、実にいい加減な発言をしていましたよ。「戦争の悲惨さを知る世代」ということをＰＲしたかったのは分かりますが、昭和１５年生まれなのに「終戦の時、２０歳でした。もちろん、空襲も防空壕に逃げたことも覚えています」なんて、ウソを言っていました。１５年生まれなら昭和２０年は５歳ですよ、本当に防空壕まで覚えているんですか。そんないい加減な人が、野党統一候補となり人気を集めてしまう。
　編集者　週刊新潮が、参院選で「我ら凡俗の審判」という自虐的な特集を組んでいましたが、選挙はそんなものでしょうか。
　女史　それにしても鳥越さんは…。先に出馬表明した小池百合子さんや増田寛也さんの公約を「関心がなかったから読んでない」と白状するし、共同記者会見で何を一番に公約に挙げるかと思ったら「ガン検診１００％」だって。安直ー。ご自分が癌手術をしたのは分かるけどさ、アタシでも思いつくし、何よりそのお金、どっから出て来るか言わなきゃ。
■「若者は投票しないでくれ」ってどういうこと？
　先生　マスコミの勘違いがよく分かったのは、参院選で行われた日本記者クラブの党首討論会だよ。ベテラン新聞記者たちが安倍晋三首相をはじめとする各党党首に質問したんだが、上から目線がヒドすぎる。たとえ批判対象とはいえ、国民の代表である国会議員、ましてや総理大臣に対して、お前ら、どんだけエラそうなんだよ。毎日新聞記者の倉重篤郎は自分で安倍総理に延々と食い下がっておいて、答えている途中で「了解しました」「はい」と、打ち切ろうとしていた。要するに質問の名を借りて安倍批判をしたいだけ。高慢なエリート意識がプンプンするぜ。
　教授　しかし、参院選は盛り上がりませんでしたね。東京では都知事選の前座ぐらいに思っていた人も少なくなかったのではないですか。早い段階の世論調査で改憲勢力が３分の２をうかがうことが確実となっていたからで、朝日新聞や毎日、中日・東京新聞は改憲反対をなんとか盛り上げようとしたけど、そうはなりませんでした。投票権を得た１８、１９歳を反安倍政権に引きつけたかったけれど、その言葉は届かず、若者の多くはむしろ逆の動きを見せたでしょう。つまり、今回の参院選は彼らメディアの敗北と見ることもできるんですね。
　女史　インターネットを見ていて、びっくりしたのは週刊プレイボーイで、１８、１９歳に向かって反安倍政権の映画監督、森達也さんが「将来を考えると、『ヘタに投票しないでくれ』と思います」と発言してたことよ。自民支持への同調圧力が強くて、若者は「多数派に流れる傾向がある」っていうんだけど、これって、自民支持の若者は選挙に行くなってことでしょ。いくら与党を勝たせたくないからって、ちょっと勝手すぎない？　そういう人は結構いるんだよねー。ツイッターで『ヴァチカンの正体』筑摩新書／岩淵潤子と名乗る人が「十分な知識がない若い有権者、特に日本で教育を受けている十代は、みずから強い決意をもって選択するというより、周りを見て、無難で変わらないことを選択しがちなのではないかと感じた。選挙年齢の引き下げはあまり意味なかったかも？」と書き込んでた。
　教授　昔、自民党の森喜朗首相が「無党派層は寝ていてくれ」発言で叩かれましたが、彼らも人のことは言えませんね。反安倍政権の日教組の先生達も、若者に希望を抱いたんでしょうけど、期待はずれだったでしょうね。去年、反安保法案デモで国会前で騒いで、ＳＥＡＬＤｓと若者たちを煽った人たちもね（笑）。
　先生　ＴＢＳ系のサンデーモーニングは往生際が悪く、投票日７月１０日の朝まで、実質的な安倍政権批判をしていたな。岸井成格が集団的自衛権と安保法制を批判して、「政界の格言」を借りる形だが、「健全で強力な野党を」と訴えたぞ。与党に投票するな、と言っているようなもんだろ。テレビの政治的公平性はどこへ行ったんだ。ちなみに野党敗北は、選挙前の記者会見でアベノミクスと増税先送りを打ち出した安倍総理にしてやられたともいえるだろうな。
　編集者　経済優先の戦略は分かりますが、投開票日の後、安倍政権支持の読売新聞や日経新聞まで「改憲よりも経済」を訴えたのは残念でした。自民党ももっと改憲を訴えてもよかったのでは？
　教授　ただ、総理が改憲を目指しているのは、もともと国民はみんな知っているわけです。安倍政権が憲法改正を強く訴えなかったことを途中から、必死に「争点隠しだ」とか批判したマスコミがありましたが、隠してなんかいないわけです。それなのに、選挙後もマスコミは考え直さず、与党にも及び腰の政治家がいることの方が問題だと思いますよ。
■「イッテＱ」イモトの衝撃
　先生　７月３日の日本テレビ系バラエティ「世界の果てまでイッテＱ」でイモトアヤコが常備軍が廃止されている中南米のコスタリカに行って「軍隊がないとなんで幸せ？」と疑問を投げかけていたのは、面白かったな。日本の知識人やマスコミが冒されている「空想的平和主義」という病を、素朴な発想でバッサリ斬っているじゃないか。
　編集者　スタッフから「戦争にならないからじゃないの」と言われたイモトさんは、「でもさ、こっちが仕掛けなくても、もし向こうから来た時に、軍がないと『アチャー』ってなっちゃう」と反論したそうですね。
　教授　まさにその通りですよ。中国が好き勝手に海洋進出して、国際仲裁裁判所の裁定も無視しているのに、相変わらず憲法９条が大好きで、「どこの国が攻めてくるんですか」なんて言っている鳥越俊太郎氏はツメの垢でも煎じても飲めばいいんです。
　先生　中国の戦闘機は６月に、日本の戦闘機に攻撃動作まで仕掛けていたわけだろ。とんでもない話だぞ。ただ、この話を公表せずに、元空将の織田邦男が暴露しても認めようとしなかった安倍首相官邸はダメだけどな。安倍政権支持の産経新聞も６月３０日付朝刊で「即刻公表し、再発防止に向けて毅然とした態度をとるべきだ」という織田の発言を紹介したが、その通りだぜ。確かに、こういう防衛情報は特定秘密保護法の「特定秘密」になることも考えられるから、すべては公表できないかもしれない。しかし、朝日は秘密保護法を批判していたんだろ。こういうときこそ大々的に報道すべきなのに、小さくしか記事にしない。
　　女史　中国に気を遣ったんじゃない？
　先生　朝日の好きな中国サマだって事実関係を認めているんだぜ。ま、ウソも発表していたようだけどね（笑）。朝日は「特定秘密保護法は報道を萎縮させる」とかなんとか言っていたけど、産経は萎縮せずに堂々と報じている。萎縮したのは朝日じゃないか。
　女史　まあ、ある意味、朝日は言行一致だね。（笑）
　先生　米軍基地特集を特集した６月２５日のＴＢＳ系報道特集「基地から染み出す暴力」もひどかったぜ。米軍は暴力集団であるかのような一方的な決めつけをしていた。軍の存在自体に否定的な相変わらずの報道ぶりだよ。
　教授　いまだに反安保法制ですしね。そういえば、朝日新聞６月２２日付朝刊の文化文芸欄にこのメディア裏通信簿が、取り上げられていましたね。
　編集者　そうなんですか！　天下の朝日が取り上げてくれたんですか。ありがとうございます！
　女史　いつも、「朝日は不倶戴天の敵」とか言っているくせに、朝日に媚びてんじゃん。相変わらず、志が低いなあ…。
　教授　（笑）。「解釈改憲」「立憲主義崩壊」などと言う反安保法制論を、法学的視点から覆した元最高裁判事、藤田宙靖東北大名誉教授の論文を読売新聞が取り上げて、それを６月号の当欄も持ち上げたことに朝日が触れたのです。《産経新聞社の雑誌「正論」６月号はこの特集誌面を取り上げ、「反安保の憲法学者たちの意見を根底から覆し」たと評価した》と、わずか数行で事実を書いているだけなんですけどね（笑）。結局、記事全体を読むと、安保法制賛成・合憲の立場から藤田論文を持ち上げた読売と正論に対して、反対の解釈になり得る論をいくつか紹介しているんですが、要するに、大物法学者の論文に朝日は困ってしまって、なんとか違う解釈を試みているんでしょう。こんなことをするぐらいなら、堂々と藤田氏にインタビューして真意をはっきりさせたらいいんです。
　先生　朝日は今、米国で銃規制が議論されていることについては、どう考えるんだろうな。アメリカ合衆国憲法では、国民の銃所持が認められている、そう解釈されてきたんだから、それを改憲もせずに規制しようというのは、連中の論理で行けば、「解釈改憲」じゃないか。銃規制も肯定的に報道せず、「オバマの解釈改憲だ」と言ってみろ、っての。
　反安保法制報道のデタラメを知るには、慶応大学教授の細谷雄一が書いた『安保論争』も面白いね。「戦争への道」と煽った朝日新聞は、２４年前のＰＫＯ協力法反対で大騒ぎしたのと同じだと書いている。まったくその通り。日本のＰＫＯは、いまや重要な国際貢献で、評価されているんだから。
　女史　ウチらが言っていることと一緒じゃん。なんで、正論に出てもらわないの？
　編集者　…。
　先生　頼んでみればいいかもよ。細谷は頭も良いんだけど、ただ、日本が一方的に悪いことをしたという外国の偏見を否定できない外務省のリベラル路線から離れられないみたいだよな。
　教授　日本という国家と歴史、伝統を重んじる正論に、学者が近寄りにくいという傾向があるとしたら、それは残念ですね。
■朝日サマは国民投票はお嫌いなのですか？
　編集者　英国の国民投票で、ＥＵ離脱派が勝利しましたが、朝日新聞７月５日付朝刊が国民投票を改めて考え直していましたね。個々の政策の是非を「国民投票」に問う直接民主主義のマイナス面を検証していました。
　教授　朝日新聞は、かつて原発建設や米軍基地問題で住民投票をやるべきだと直接民主主義を煽っていました。英国の国民投票が意に沿わなかったからといって、コロッと変わるのは卑怯です。
　女史　ＥＵ離脱派は低学歴だという印象の報道だったし、自分たちの意見に合わない世論を見下すところが、なんとなくあるよ。
　編集者　ただ、ＥＵ問題で言うと、英国の地方に住む労働者などに離脱派が多かったという論評は事実ではないですか。
　先生　ＥＵの中で既得権益を持つ人たちは残留派が多いんだよ。現状で潤っていれば、現状を変えたくないに決まってる。しかし、多くの人がそうではなく離脱派だったということが、フタを開けてみたら分かった。日本の大手マスコミはみんな、どちらかというと残留というトーンで報道していたが、英国民の本音をヨミきれなかったということだよ。
　教授　英国民の移民に対する反発があったわけでしょう。これまで「人種差別はいけない」「共生すべきだ」といった綺麗事の前に、じっと我慢していたけれど、実際、自分たちの仕事がなくなるという厳しい現実を前にして、抑えきれない感情が出てきたんですね。そういう厳しい現実があるんです。ヨーロッパではヘイトクライムも問題視されています。
　女史　朝鮮学校へのヘイトスピーチとか、禁止法がない日本は欧米より遅れているという論調だったマスコミは、ウソばかりいっていたんだねー。
　先生　ちなみに朝鮮と言えば、７月６日に放送されたＢＳフジのプライムニュースで、また「金正日の料理人」、藤本健二が出演して北朝鮮も普通の生活があるようなことを言ってたんだけど、産経新聞記者の古森義久が「独裁者の最高権力者に囲われている人は特殊中の特殊じゃないですか」「北朝鮮は恐怖政治の独裁国家」とバッサリ。あれは痛快だったな。
■楽しそうな古舘伊知郎さん…
　先生　安倍政権を動かしているのは日本会議だというユダヤ陰謀論並みの議論がいまだにまかり通っているが、月刊Ｈａｎａｄａ８月号で日本会議会長の田久保忠衛がこれに反論していたよな。『日本会議の研究』の著者、菅野完が、この反論に対して、週刊朝日７月１５日号で“逆”反論しているんだが、乱暴な主張をしていたぞ。《日本会議側が改憲の最初の候補に挙げているのが緊急事態条項の追加です。要は「非常時なんだからガタガタ言うな」というのを合法化する。「女、子どもは黙っていろ」という考え方と同じです》だってさ。
　教授　まったく間違いですね。緊急事態条項は、非常時に国が憲法外のことをしたり混乱したりしないように、あらかじめ、できることを定めておく規定です。「非常時なんだからガタガタ言うな」ではないし、まして「女、子どもは黙っていろ」だなんて…。
　先生　もし「女、子どもは黙っていろ」なら、緊急事態条項なんか決めずに、非常時に戦車で反対する奴らを踏みつぶせばいい。まかり間違っても、そんなことが起きないようにするための条項であって、逆の発想なんだよ。菅野は緊急事態条項が独裁につながるということが言いたいのかもしれないが、妄想だね。しかも、菅野は自分のことを「極右かつ保守主義者」と規定しているそうだ。
　教授　おかしな話ですね。菅野氏の発想は、むしろ朝日に近いですから左右でいえば、「左」ですよ。朝日新聞は６月２８日付朝刊に掲載された「憲法　現場から考える（下）」で、緊急事態条項の乱用例について「戦前のドイツのワイマール憲法には大統領が緊急命令を発布できる条文があり、これが乱用された結果、ナチス独裁への道を開いたとされる」などとマイナス面を強調していましたが、では、なぜ現在のドイツ憲法に当たる基本法にも緊急事態条項があるのか、何も触れてないんですね。
　そういえばテレビ朝日系報道ステーションも以前、古舘伊知郎氏がわざわざドイツでリポートして、緊急事態条項の危険をＰＲしていましたね。彼は今、バラエティで楽しそうにご活躍ですが、政治なんかどこ吹く風。やっぱり商業左翼だったんですかね。（笑）
　先生　サンデー毎日７月１７日号でジャーナリストの青木理と戦史研究家の山崎雅弘が、日本会議を動かしているのが宗教だという趣旨の対談をして、特定の宗教にクローズアップしていたけど、別に、オウム真理教のようなカルト宗教ではないわけだろ。それを攻撃するのは、よく考えたら、ユダヤ教徒を迫害したナチスと似てないか。なんのことはない。連中こそ、ナチスと同じ道を歩んでいるじゃないか。
　女史　日本会議批判の本は売れるのか、いろいろ出ているね。
　教授　いずれも日本会議が安倍政権を牛耳っているのではないか、そこに右派宗教があるのではないかという誤った問題意識からスタートしているのでしょう。
　先生　もし安倍政権に宗教系の団体が大きな影響力を持っているとすれば、それは創価学会だろ。連立与党に公明党がいるんだから（笑）。その創価学会ですら、安倍政権を意のままに動かすことなんてできないのに、なんで日本会議が安倍政権を牛耳れるんだよ。
　教授　日本会議も、こんないい加減なイチャモンは、放っておけばよかったかもしれませんね。菅野氏の本だって、安倍政権や日本会議の根本的な批判になってないのに、真面目に取り合って出版差し止めを求めましたが、逆に批判を盛り上げてしまいました。
　編集者　しかし、悪意のある非難には対抗したいというのは分かりますよ。まあ、読むなと言われると、読みたくなるという心理が、生まれるというのは分かりますが…。週刊誌のスケベな袋とじとか、開けたくなりますもんね。だいたい開けるとガッカリするけど。
　女史　何、バカなこと…。
　教授　（笑）。まあ、そういうレベルの批判ということですよ。
■９条は無意識の問題？　カルト宗教みたいだな…
　女史　日本人も犠牲になったパキスタンの飲食店襲撃テロ事件で、まるで安保法制と安倍政権のために日本人が狙われるというトーンの人いたね。はっきりは言ってなかったけど、７月３日のＮＨＫ日曜討論で、社民党の又市征治幹事長も「日本が『不戦国家』から『戦争のできる国』になるということになれば、バングラデシュの話も出たが、当然海外で活動するＮＧＯや報道関係者、商社マンなどがテロに遭う危険性を招きかねない」って主張したみたいよ。
　教授　あの事件は他の外国人もターゲットだったのだから、明らかに安倍政権は無関係でしょう。
　女史　それを強引に日本人だけが狙われたみたいなニュアンスにしちゃうんだよね。ネットで共同通信配信の記事を見てたら、「武装集団、日本人残すよう指示」とあったから、「ホントかな？」と思ってよく読んだら、「実行犯は…『外国人と異教徒を殺すために来た』と繰り返した」と書いてるの。そこにいた外国人が日本人だっただけじゃない？
　先生　あの事件のマスコミ報道には、まったく深みがなかったぜ。日本人の犠牲者がどういう人だったかとか、ＮＨＫニュース７をはじめとして、そればかり大きく報じていただろ。俺だって犠牲者や遺族には深く同情するが、こういうことを繰り返させないためには、どうすべきなのか、ほとんど論じられてなかったじゃないか。
　海外の邦人を保護するのは、どうすればいいのか。不十分とはいえ、今回の安保法制でそのための法改正が少しだけ進んだことも報じていない。その不十分な法改正にすら反対していた連中が、ただ、お涙ちょうだい報道を繰り返しているのを見ていると、腹が立ってくるね。憲法９条を掲げたら、日本人の命を助けてくれるというのか？　　バカも休み休み言え。
　教授　「外国人と異教徒を殺すために来た」と言っている人たちに憲法９条を掲げても、話は通じないでしょうね。
　先生　安倍政権と日本会議を動かす右派宗教の“危険”を煽っている連中は、イスラム過激派テロリストの宗教思想の問題とは正面から向き合わない。ベストセラーになった『イスラーム国の衝撃』の中で池内恵は、ＩＳの手法や主張について「一般的なイスラーム教信仰のうち、過激な武装闘争を正当化し、近代国家や国際政治の規範に挑戦するために有用な部分を抜き出して提示するという、イスラーム法学の通常の手順を踏まえただけのものである」と書いたが、傾倒してしまう人たちは、世界に、日本にも、日本人にもいるんだぞ。それより日本会議が恐ろしいというのか？
　編集者　米国のトランプさんのように、イスラム教徒を一括りにして国に入れるなというのも暴論としても、９条さえあれば、どんな宗教対立も平和に乗り越えられるというのは誤りですね。
　教授　左派知識人の９条擁護論は、もはやメチャクチャです。６月１４日付の朝日新聞朝刊で、評論家の柄谷行人氏がインタビューで「３分の２の議席をとったとしても、改憲はできません。なぜなら、その後に国民投票があるから」「９条は日本人の意識の問題ではなく、無意識の問題だからです」と述べていましたが、何を根拠に言っているんでしょう。
　女史　９条は無意識の問題？　カルト宗教みたいな言い方ー。
　教授　しかも、彼は天皇の政治利用もしています。天皇の地位を定めた憲法１条を挙げて「１条で規定されている天皇と皇后が９条を支援している。それは９条を守ることが１条を守ることになるからです」と述べているんですね。これでは「天皇、皇后両陛下が１条を守るために９条改正に反対している」と言うに等しい。９条信仰もここまでくると…。
　先生　日本会議の宗教批判をする知識人やマスコミは、こっちの“９条教”を批判すべきだろ！
（文中一部敬称略）
※この記事は月刊正論９月号から転載しました。ご購入はこちらへ。
　■　■　■月刊正論９月号メニュー■　■　■
【緊急特集】天皇陛下「譲位の御意向」に思う
★悠久なる皇室　上智大学名誉教授　渡部昇一
★皇室典範改正の必要はない　麗澤大学教授　八木秀次　
★なぜ明治以降に「譲位」がなかったのか　作家　竹田恒泰　
★皇后陛下へのお気遣い　皇室ジャーナリスト　久能靖
★今、改めて考えたい－「皇室」の論点　皇學館大学教授　新田均
　　×　×　×
【特集】憲法改正の秋
★迫る中国の暴発　憲法改正に目を背ける猶予はない　ジャーナリスト　櫻井よしこ
★安倍首相、改憲への本気度　産経新聞論説委員兼政治部編集委員　阿比留瑠比
★再論　産経新聞社「国民の憲法」評論家・杏林大学名誉教授　田久保忠衛
★なぜ憲法は争点たり得なかつたのか－政党政治の堕落　文藝評論家　小川榮太郎
　　×　×　×
【特集】検証「織田論文」問題　空の防人を「見殺し」ですか
★　渦中の空自ＯＢが寄稿！中国軍機による東シナ海危機を世に問うた理由　元空将　織田邦男
★論文否定は官邸の失態　評論家・拓殖大学客員教授　潮匡人
　　×　×　×
【特集】英国ＥＵ離脱が問いかけるもの
★国民投票に恐怖する朝日新聞　憲法改正の国民投票廃止の改憲案を主張しては？　麗澤大学教授　八木秀次　など
　　×　×　×
★≪対談≫トランプ旋風に驚く不見識、禁煙社会を持ち上げる不健康　評論家　西部邁／漫画家　黒鉄ヒロシ
★陸・海・空自衛隊将官ＯＢが警告　中国が沖縄・南西諸島侵攻－そのとき米空母はやって来ない　元陸自衛隊西部方面総監　用田和仁／元海自潜水艦隊司令官　矢野一樹／元空自幹部学校教育部長　本村久郎
★中国の沖縄・歴史戦工作を暴いた米議会報告書　産経新聞ワシントン駐在客員特派員　古森義久
★前大使のリオ五輪「観戦」ガイド　混沌？のブラジル　前駐ブラジル大使　三輪昭　
★シリーズ対談　日本が好き！　ファラオの申し子が一喝！　タレント　フィフィ／ジャーナリスト　井上和彦
★絶賛新連載！　ぬるま湯　正論　漫画家　西原理恵子
★世界遺産に申請された「中国人慰安婦」の致命的誤謬　中国人慰安婦問題研究会（代表、西岡力・東京基督教大学教授）
★「人を殺す予算」発言だけではない－日本共産党と憲法をめぐる「矛盾論」　自民党政務調査会審議役　田村重信　
ＧＰＩＦ運用損追及へ＝民進
　民進党は２６日の党の会合で、公的年金を運用する年金積立金管理運用独立行政法人（ＧＰＩＦ）の５兆円超の運用損について、９月召集の臨時国会で政府を追及していく方針を確認した。席上、山井和則国対委員長代理は、安倍政権が株式運用比率を引き上げたことで運用損失が拡大したと指摘、「大切な年金がアベノミクスの犠牲になっているのではないか」と批判した。（2016/08/26-19:17）
年金運用損、将来世代にツケ？　「損失処理の仕組みを」
朝日新聞デジタル久永隆一、高橋健次郎2016年8月26日23時06分

ＧＰＩＦは年金財政の１割を担っている
　公的年金積立金の運用損が膨らんでいる。年金積立金管理運用独立行政法人（ＧＰＩＦ）が運用基準を見直してからの通算成績は、初めて赤字に転落した。想定以上の赤字が出れば将来世代へ負担を先送りすることになりかねず、専門家は新たな仕組みづくりを求めている。
　「今回のような短期的な運用の評価損は、年金額に影響しません」。ＧＰＩＦの担当者は２６日の記者会見で明言した。年金の支払いに必要な年間約５０兆円の財源のうちＧＰＩＦの運用で賄うのは１０％未満。運用する積立金約１３０兆円のうち国債２０兆円分の償還金だけで、当面の財源を捻出できる見通しだという。現在の運用基準は「見直す必要性はない」と強調した。
　ただ、株式の比率を５０％に倍増して以降の運用成績はマイナスに。この傾向が続くなら、将来的な年金額への影響は否定できない。【続きあり】
年金運用、株式増やした後の通算も赤字　四半期５兆円損
朝日新聞デジタル久永隆一2016年8月26日20時43分

ＧＲＩＦの運用成績の推移
　公的年金の運用で、株式の運用比率を５０％に倍増させた２０１４年１０月からの通算成績が初めてマイナスに転じた。年金積立金管理運用独立行政法人（ＧＰＩＦ）が２６日、今年４～６月期で約５兆２３４２億円の損失だったと発表。１４年１０月以降では計１兆９６２億円の赤字になった。
　４～６月期の成績は、英国の欧州連合（ＥＵ）離脱決定を受けた世界的な株安などで評価損が膨らんだ。１５年度中の運用損約５兆３千億円と同程度で、四半期ごとでは過去３番目の損失規模になる。
　資産別の赤字幅は外国株式が最も多い２兆４１０７億円で、国内株式が２兆２５７４億円、外国債券は１兆５１９３億円。国内債券のみ黒字で、９３８３億円だった。
　ＧＰＩＦは１４年１０月に運用基準を見直し、株式を２４％から５０％に引き上げる一方、国内債券を６０％から３５％に減らした。そのため、株価の乱高下の影響を受けやすくなった。ＧＰＩＦが発足した０６年度からの通算成績は、２６兆７６４０億円の黒字となっている。【続きあり】
年金運用 　５．２兆円の損失　４〜６月期
毎日新聞2016年8月26日　19時57分（最終更新　8月26日　21時53分）
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年金積立金の運用実績
　公的年金の積立金を運用している「年金積立金管理運用独立行政法人」（ＧＰＩＦ）は２６日、２０１６年４〜６月期の運用損失は５兆２３４２億円に上ったと発表した。英国の欧州連合離脱問題などで株式が下落した影響を受け、２四半期連続で運用損失を計上。過去３番目に多い運用損失額となった。 
　また、資産構成割合の株式比率を５０％に引き上げた１４年１０月から今年６月末まで７四半期の累積の損失額は１兆９６２億円に上り、初めて赤字に転落した。 
　運用する積立金は１６年６月末で１２９兆７０１２億円。運用損失は国内株式と外国株式の合計で４兆６６８１億円に上る一方、国内債券は９３８３億円の収益を上げた。保有資産割合は国内債券３９．１６％▽国内株式２１．０６％▽外国債券１２．９５％▽外国株式２１．３１％。収益率はマイナス３．８８％だった。 
　ＧＰＩＦの担当者は２６日の記者会見で「今後５年に積立金から支給する年金分は国債の償還で確保している。その先の２０年は保険料で賄う。短期的には年金給付に影響はしない」と説明した。【阿部亮介】 
産経新聞2016.8.26 21:25更新 
ＧＰＩＦ、年金運用損　国民不安解消へ、ガバナンス改革が急務
　年金積立金管理運用独立行政法人（ＧＰＩＦ）が平成２８年４～６月期に約５兆２千億円もの運用損を出したのは、価格変動リスクの大きい株式の運用割合を高めたためだ。年金給付の財源は保険料収入と国庫負担で９割程度が賄われ、短期的な運用損は年金給付に影響しないが、国民の将来への不安を解消するにはＧＰＩＦのガバナンス（統治）体制整備が急務となる。
　ＧＰＩＦが株式への運用比率を高めたのは「運用が国債に偏ると運用目標を達成できない」（担当者）ことが背景にある。ＧＰＩＦは毎年約５兆円を年金会計に上納。ＧＰＩＦの運用資産約１３０兆円を超低金利下の国債ですべて運用すると２５～２６年しか持たず、その後は年金財政が立ちゆかなくなる恐れがある。
　このため、年金積立金を長期的な視点の資産運用でいかに稼ぐかが、勤労世代や将来世代の給付水準維持のカギを握る。株式運用は短期的な収益のぶれは大きいが、一方で配当収入などを得られ「長期運用では収益を着実に積み上げていける」（ＧＰＩＦ）。
　ただ、４～６月期のわずか３カ月で昨年度１年分に匹敵する巨額の赤字となったのも事実。赤字が続けば将来的に年金財政を圧迫すれる懸念は否めず、長く安全、効率的に資金を運用できる体制整備が欠かせない。意思決定の権限や責任が理事長１人に集中する体制を合議制に切り替えるなど、ガバナンス改革を早急に進めることが求められる。（万福博之）
年金積立金５兆円の赤字 民進が臨時国会で追及へ
NHK8月26日 18時49分
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民進党は、ことし４月から６月までの公的年金の積立金の運用実績が５兆２０００億円余りの赤字となったことを受けて会合を開き、「大切な年金がアベノミクスの犠牲になっている」として、秋の臨時国会で政府与党への追及を強めていく方針を確認しました。
会合で、民進党の山井和則国会対策委員長代理は「非常にゆゆしき問題だ。アベノミクスと称して、株式の運用比率を倍増したことが大きな原因となって、１年３か月の間に１０兆円もの年金が失われてしまった。私たちの大切な年金がアベノミクスの犠牲になっているのではないかという危機感を感じる」と批判しました。
そのうえで、山井氏は「秋の臨時国会では、年金制度改革の関連法案が審議されようとしており、その際には、積立金の運用損失の問題も出てくる。『年金国会』になると思っているので、きょうをスタートにしっかり議論していきたい」と述べ、民進党として、秋の臨時国会で政府与党への追及を強めていく方針を確認しました。
公的年金積立金の運用実績 ４～６月は５兆円余の赤字
NHK8月26日 15時33分
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公的年金の積立金を運用しているＧＰＩＦ＝年金積立金管理運用独立行政法人は、ことし４月から６月の運用実績が、イギリスが国民投票でＥＵ＝ヨーロッパ連合からの離脱を決めたことで、世界的な株安となったことなどの影響で、５兆２０００億円余りの赤字になったと発表しました。
公的年金の積立金を運用しているＧＰＩＦは２６日午後、ことし４月から６月の運用実績を発表しました。
それによりますと、積立金全体の収益は５兆２３４２億円の赤字で、収益率はマイナス３．８８％でした。このうち、市場運用分の収益の内訳は、国内株式が２兆２５７４億円の赤字、外国株式が２兆４１０７億円の赤字、国内債券が９３８３億円の黒字、外国債券が１兆５１９３億円の赤字などとなっています。これにより、ＧＰＩＦが運用する積立金の総額は１２９兆７０１２億円になりました。
ＧＰＩＦは運用の収益性を高めるため、おととし１０月に積立金の運用方針を見直し、国内株式と外国株式の割合を、それぞれ「１２％」から「２５％」に引き上げましたが、それ以降の運用実績の累積も、今回初めて赤字になりました。
ＧＰＩＦは、昨年度の運用実績も、中国経済の減速に端を発した世界同時株安などの影響で５兆３０００億円余りの赤字になっています。
ＧＰＩＦの森新一郎広報責任者は、２６日の記者会見で、「イギリスが国民投票でＥＵからの離脱を決めて、世界的な株安になったことなどが影響した。短期的な運用評価損によるもので、年金給付には影響しない。ＧＰＩＦの運用方針は、優良な資産を長期に保有していくところにあり、着実に資産を増やしていける」と述べました。
運用実績悪化 その背景は
ＧＰＩＦ＝年金積立金管理運用独立行政法人の運用が悪化した背景には、金融市場で円高と株安が急激に進んだことがあります。
ことし４月から６月までの３か月間で、日経平均株価は１１８０円余り、率にして７％余り値下がりしました。
また４月上旬に、１ドル＝１１２円台をつけていた円相場は、６月末には１０２円台まで値上がりしました。
これは、ＥＵ＝ヨーロッパ連合からの離脱の賛否を問うイギリスの国民投票への警戒感が市場で強まっていたことに加えて、多くの投資家の予想に反して実際に離脱が決まったことが背景にあります。
一方でＧＰＩＦが保有する株式の時価総額は、ことし３月末時点で東京証券取引所１部に上場している株式全体の６％を占めていて、市場関係者は株式市場に影響を与える機関投資家として、その運用方針に注目しています。
自民、１００万党員回復に全力＝派閥研修会で二階氏
　自民党の二階俊博幹事長は２６日、札幌市内のホテルで開いた二階派夏季研修会であいさつし、１００万人を割って久しい党員数について、「今９８万人ぐらいだ。あと２万人ちょっとすれば１００万になる」と述べ、２００９年の野党転落前の１００万人台への回復に全力を挙げる考えを示した。
　二階氏は党と党員数の関係を寺に例え、「いくらお経を上手に読んでも檀家（だんか）がある程度なければ、その寺も繁栄しているとは言えない」と指摘、党員獲得の重要性を訴えた。
　自民党の党員数は１９９１年に約５４７万人を記録したが、野党時代に１００万人を切った。政権復帰後の１４年に「１２０万党員獲得運動」を打ち出したが、１５年末で約９８万人にとどまっている。　
　研修会には、安倍晋三首相が「志帥会（二階派）にはまさに安倍政権の屋台骨を担っていただいている。力を合わせて日本のかじ取りを担っていく決意だ」とのビデオメッセージを寄せた。二階氏は同派が結束して安倍政権を支えようと呼び掛けるなど、首相との連携を強調した。（2016/08/26-17:52）
民進 代表選は選挙戦に 告示前に党内の動き激化へ
NHK8月27日 5時41分
民進党の代表選挙は、前原元外務大臣が立候補を正式に表明し、蓮舫代表代行を含め、複数の候補者による選挙戦となることになりました。前原・蓮舫両氏は、週明けから支持拡大に向けた取り組みを本格化させることにしていて、来月２日の告示を前に党内の動きが激しくなる見通しです。
民進党の代表選挙は、前原元外務大臣が２６日に記者会見して、立候補を正式に表明し、すでに表明している蓮舫代表代行を含め、複数の候補者による選挙戦となることになりました。
前原氏は、党内で最大規模の旧維新の党出身の議員グループを率いる江田代表代行らと会談し、江田氏らが、候補者を支持する際の条件としている「身を切る改革」などの政策を全面的に受け入れる考えを伝え、支援を要請しました。前原氏は、週明けから、党所属の国会議員の事務所を個別に訪れて、直接、支援を要請することにしています。
これに対し、蓮舫氏は、これまでに赤松前衆議院副議長や、高木元文部科学大臣のグループから支持を取り付けています。蓮舫氏は、来週３０日に岡田代表に近いとされる鉢呂元経済産業大臣を本部長とする選挙対策本部を発足させ、支持拡大の取り組みを本格化させることにしています。
一方、立候補予定者を対象とした事前説明会には、前原・蓮舫両氏以外に、４つの陣営の関係者が出席し、さらに立候補を模索する動きが続いているほか、まだ対応を決めていないグループが週明けに相次いで会合を開くなど、来月２日の告示を前に、党内の動きが激しくなる見通しです。
安倍首相「アフリカの夢実現へ連携」＝ＴＩＣＡＤ、２７日に開幕


握手する安倍晋三首相（左）とケニアのケニヤッタ大統領＝２６日（ＥＰＡ＝時事）
　【ナイロビ時事】日本政府が国連などと共催する第６回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ）が２７日から２日間、ケニアの首都ナイロビで開かれる。これに先立ち安倍晋三首相は２６日、ケニアのケニヤッタ大統領と大統領官邸で共同記者発表を行い、初のアフリカ開催となる今回のＴＩＣＡＤに関し、「歴史的会合を成功させたい。日本はアフリカ自身が描くアフリカの夢を、手を携えながら実現していきたい」と表明した。
　ＴＩＣＡＤを通じて日本側は、アフリカ市場の開拓も目指しており、首相には約８０の企業・団体も同行。記者発表で首相は「アフリカの成長に日本企業は強い関心を有している。官民が連携してアフリカの発展に貢献していく」と訴えた。
　ケニヤッタ氏は「開発は外からもたらされるものではない。アフリカ自身が自由と繁栄を求めて追求していかなければならない」とアフリカ開催の意義を強調した。
　ＴＩＣＡＤでは、日本の技術を生かした質の高いインフラ投資の拡大や保健、医療体制の強化、人材育成や貧困対策などを協議。議論の成果を「ナイロビ宣言」としてまとめ、２８日に採択する。　
　また、２６日は閣僚級会合が開催され、保健・医療などに関し具体的な討議を行った。（時事通信2016/08/26-18:13）
首相、日本の「質」強調へ　ＴＩＣＡＤ、２７日開幕
朝日新聞デジタルナイロビ＝岩尾真宏2016年8月26日20時22分
　日本が主導し、アフリカ諸国の首脳が参加する第６回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ６）が２７日、ケニアの首都ナイロビで開幕する。共同議長の安倍晋三首相は同日、日本の技術を生かしたインフラ投資やテロ根絶に向けた支援策など、日本のアフリカ政策を盛りこんだ基調演説を行う。
　ＴＩＣＡＤのアフリカ開催は初。安倍首相は演説で、インフラ投資などで日本の「質の高さ」をアピール。人材育成などへの貢献も訴え、アフリカで影響力を増す中国との差別化を図る考えだ。アフリカの国連安全保障理事会の常任理事国入り支持も表明する。
　首相は２６日午前（日本時間同日午後）、ケニアのケニヤッタ大統領と大統領官邸で共同記者発表を行い、「日本はアフリカが描く夢を、アフリカと手を携えながら実現していきたい。それを強く推進していくのがＴＩＣＡＤだ」と述べた。（ナイロビ＝岩尾真宏）
ＴＩＣＡＤきょう開幕 生産性向上などへの貢献を表明へ
NHK8月27日 4時44分
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アフリカで初めての開催となるＴＩＣＡＤ＝アフリカ開発会議が、ケニアで２７日に開幕します。安倍総理大臣は、官民を挙げたアフリカへの投資を通じて、生産性の向上や人材育成に貢献する姿勢を打ち出すことにしています。
ＴＩＣＡＤ＝アフリカ開発会議は、アフリカへの支援の在り方を話し合うため、これまで、日本が、アフリカ各国の首脳らを招いて開かれてきましたが、６回目となる今回、初めてアフリカのケニアで開催され、日本時間の２７日午後、開幕します。
安倍総理大臣は、開幕に先立って、日本時間の２６日夜から２７日未明にかけて、ギニアやコートジボワールなど各国の首脳と相次いで会談し、ＴＩＣＡＤの成功に向けた協力を確認するとともに、日本の常任理事国入りを含む、国連安保理改革などに協力を求めました。
安倍総理大臣は２７日、開幕にあたり基調講演を行い、この中で、日本の高い技術を生かした発電施設や鉄道の建設といったインフラの整備など、官民を挙げたアフリカへの投資を通じて、生産性の向上や人材育成に貢献する姿勢を打ち出すことにしています。また、安倍総理大臣は、国連安保理改革について、アフリカからの常任理事国入りを支持し、ともに安保理改革を進めることや、海洋進出を強める中国を念頭にアジアとアフリカをつなぐ海を「平和な、ルールの支配する海とする」ことを提案することにしています。
ＴＩＣＡＤは、２日間の議論を経て、２８日に成果を盛り込んだ「ナイロビ宣言」を採択することにしています。
首相 人材育成への支援強化の考え
安倍総理大臣は、日本時間の２６日夜、ＴＩＣＡＤの開幕に先立って、感染症対策などを議論する関連会合に出席しました。
この中で、安倍総理大臣は、西アフリカで過去最悪の規模で感染が拡大したエボラ出血熱の危機に触れ、「強じんな保健システムを構築する重要性を改めて浮き彫りにした。この教訓を踏まえ、アフリカの首脳とともに、各国の保健システムを強化する決意だ」と述べました。そのうえで、安倍総理大臣は、「保健システムを強化するのは、その国の『人』だ。日本は、経験をいかし、保健サービスの拡充に向け、制度改革や政策課題ごとの人づくりを支援する」と述べ、アフリカの人々が、必要な医療や保健サービスを受けられるシステムの構築に向け、人材育成への支援を強化する考えを示しました。
ジャパンフェアの準備進む
ケニアの首都ナイロビでは、ＴＩＣＡＤ＝アフリカ開発会議に合わせ、日本のおよそ１００の企業や団体が出展する「ジャパンフェア」の準備も進んでいて、これを前に２６日、関係者に会場が公開されました。
「ジャパンフェア」では、電力不足が続くアフリカでも使いやすいよう、太陽電池を電源にしたＬＥＤの街灯など日本の商品や技術を、アフリカの企業や政府関係者にアピールすることになっています。
開催を前に式典も行われ、主催者のＪＥＴＲＯ＝日本貿易振興機構やケニア政府の関係者が、日本から持ち込んだ酒だるを割って祝いました。
ジェトロの石毛博行理事長は、ここ数年、資源価格の下落でアフリカ経済が低迷していることを踏まえ、「こういうときこそ、日本企業は長期的な視点に立って力を見せるべきだ」と述べました。そのうえで、「この機会に、日本企業はポテンシャルのあるアフリカに挑戦してほしいし、私たちはしっかりそれを支援していきたい」と話していました。
アフリカの成長へ 日本企業進出に期待の声
NHK8月26日 19時29分
ＴＩＣＡＤ＝アフリカ開発会議が２７日からケニアで開幕するのを前に、アフリカの経済成長をどう持続させていくかを話し合うシンポジウムが開かれ、日本企業の積極的な進出を期待する声が相次ぎました。
[image: image26.jpg]



このシンポジウムは、ＴＩＣＡＤ＝アフリカ開発会議が開幕するケニアの首都ナイロビで２６日、ジェトロ＝日本貿易振興機構などが開きました。
はじめに、アフリカ開発銀行のアデシナ総裁が講演を行い、「アフリカはアジアに匹敵するほど有望な市場だが、交通網の未整備や電力の不足という試練に直面している」と述べ、外国企業の投資を促進するためにはインフラの整備が不可欠だと訴えました。続いて、アフリカを代表する企業の経営者などがパネルディスカッションを行い、「アフリカが必要とする産業の多角化や農業の効率化に日本企業の持つ技術や人材育成のノウハウが活かせるはずだ」などと、日本企業の積極的な進出を期待する声が相次ぎました。
アフリカの経済成長はおととしまで５％前後の高い水準が続きましたが資源価格の下落に伴って去年は３％台にまで落ち込んでいて、ＴＩＣＡＤでは今後、どのように経済成長を再び軌道に乗せるかが重要なテーマとなります。
首相「官民連携しアフリカ発展に貢献」
NHK8月26日 19時06分
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ＴＩＣＡＤ＝アフリカ開発会議に出席するため、ケニアを訪れている安倍総理大臣は、日本時間の２６日夕方、ケニヤッタ大統領との共同記者発表で、官民が連携してアフリカの発展に貢献していく考えを示しました。会議は、２７日から２日間の日程で開かれ、日本からアフリカへの投資の拡大や、テロ対策などをめぐって議論が行われます。
ＴＩＣＡＤ＝アフリカ開発会議に出席するため、ケニアを訪れている安倍総理大臣は、日本時間の２６日夕方、共同で議長を務めるケニヤッタ大統領とともに記者発表に臨みました。
この中で、安倍総理大臣は、「今回のＴＩＣＡＤは初のアフリカ開催となる歴史的なものだ。日本はアフリカ自身が描くアフリカの夢を、アフリカと手を携えながら実現していきたい」と述べました。そのうえで、「日本は質の高い技術や人材育成で大きな貢献をすることができる。日本の企業は、アフリカの成長に強い関心を有しており、官民が連携してアフリカの発展に貢献していく」と述べました。
これに対し、ケニヤッタ大統領は、「ＴＩＣＡＤがアフリカというふるさとに帰ってきた。大きな成功に向けてさまざまな議論が進むことを期待している」と述べました。
このあと、安倍総理大臣は、ギニアやコートジボワールなどとの２国間の首脳会談を相次いで行い、ＴＩＣＡＤの成功に向けた協力を確認したほか、日本の常任理事国入りをはじめとする国連安全保障理事会の改革の実現への協力を求めました。
ＴＩＣＡＤは、日本の技術を生かした質の高いインフラ投資の拡大や、イスラム過激派組織によるテロの未然防止に向けた対策の強化などについて議論が行われ、２８日、議論の成果を盛り込んだ「ナイロビ宣言」が採択されることになっています。
アフリカ３首脳と会談＝安倍首相
　【ナイロビ時事】アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ）出席のためケニアを訪れている安倍晋三首相は２６日、首都ナイロビでギニアのコンデ大統領、コートジボワールのワタラ大統領、モザンビークのニュシ大統領と相次いで会談した。各大統領とＴＩＣＡＤの成功に向け協力を確認。開発協力や食糧援助、日本企業の進出をめぐり協議した。国連安保理改革に向けた協力についても意見を交わした。（時事通信2016/08/26-22:58）
安倍首相、アフリカ各国首脳と「マラソン会談」

読売新聞2016年08月26日 23時46分

　【ナイロビ＝白石洋一】安倍首相は２６日午前（日本時間２６日午後）、２７日に開幕するアフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ）に参加するアフリカ各国首脳との「マラソン会談」を始めた。

　同会議には約５０か国の首脳らが参加すると見込まれており、首相は食事などの機会も利用して、滞在中に可能な限り多くの首脳と接触を図り、日本が目指す国連安全保障理事会の常任理事国入りへの理解を得たい考えだ。

　首相は２６日午前、ギニアのコンデ大統領と会談した。ギニアを含む西アフリカでは２０１４年にエボラ出血熱が大流行し、多数の死者が出た。首相は会談で、再発防止に向けた対策に連携して取り組む考えを確認した。首相はこの日、コートジボワールやモザンビークなどの首脳とも会談した。

【続きあり】
テロ阻止でアフリカ安定化　TICAD宣言案に合意

共同通信2016/8/26 23:15

[image: image28.jpg]


ナイロビで開かれたアフリカ開発会議の閣僚級事前会合で発言に立つ岸田外相＝26日（ケニア政府提供・共同）　【ナイロビ共同】岸田文雄外相が共同議長を務める第6回アフリカ開発会議（TICAD）の閣僚級事前会合が26日昼（日本時間同日夕）、ケニアのナイロビで開かれた。日本政府筋によると、アフリカで拡大するテロや暴力的過激主義を防ぎ、民生の向上を通じて社会の安定と繁栄を図る「ナイロビ宣言」案について、大筋で合意した。

　TICADは初めてのアフリカ開催。準備会合には各国の外相らが参加した。安倍晋三首相が出席する27、28両日の首脳級会議でナイロビ宣言を採択する。首相は25日夜に到着した。

アフリカから常任理事国を＝安倍首相「自由と法の支配」訴え－ＴＩＣＡＤ
　【ナイロビ時事】安倍晋三首相は２７日、第６回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ）の開幕に当たり基調演説を行い、質の高いインフラ投資の拡大や人材育成、感染症対策の強化などを通じてアフリカの安定的な発展を官民一体で支援する方針を表明する。同会議の初のアフリカ開催の意義を「新たな幕開け」と強調。アフリカからの国連安保理常任理事国入りを支持する考えを示す。
　首相は豊富な資金力でアフリカ開発支援を進める中国を念頭に、「力や威圧と無縁で、自由と法の支配、市場経済を重んじる場として育て、豊かにする責任を担う」と日本の立場に言及。「アジアとアフリカ両大陸をつなぐ海を平和なルールの支配する海とするため、アフリカと協働したい」と述べ、強引な海洋進出で周辺国と摩擦を強める中国をけん制する。　
　アフリカは、資源価格の低迷やエボラ出血熱など感染症の拡大、イスラム過激派組織によるテロといった課題を抱える。こうした現状を踏まえ、首相は人材育成や基礎的な保健サービスを享受する人口の規模を明らかにするなど具体的な支援策を打ち出す。
　また、首相は約８０の企業・団体が同行していることに触れ、「アフリカの可能性は日本と日本企業を力強く成長させる」として、企業の進出を積極的に後押しする考えを示す。官民一体で経済協力を推進するため、「日アフリカ官民経済フォーラム」を設立する方針も明らかにする。（時事通信2016/08/26-22:38）
保健システム強化へ決意＝ＴＩＣＡＤ・安倍首相
　【ナイロビ時事】安倍晋三首相は２６日、ケニアの首都ナイロビで感染症拡大の防止策など保健分野の政策を討議するシンポジウムに出席した。首相は、全ての人が基礎的な保健・医療サービスを受けられるよう「アフリカの首脳とともに各国の保健システムを強化する決意だ」と述べた。　
　首相はまた、日本の経験を生かして人材育成を支援する考えも示した。シンポジウムは日ケニア両政府や国際協力機構（ＪＩＣＡ）などが共催。２７日に開幕する第６回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ）の関連イベントとして開かれた。（時事通信2016/08/26-23:30）
＜辺野古新基地＞陸上工事を先送り　9月16日の違法確認訴訟判決以降

沖縄タイムス016年8月26日 07:56

　名護市辺野古の新基地建設に向け、政府は近く着手するとしていたキャンプ・シュワブ陸上部分の工事を違法確認訴訟の判決が言い渡される９月１６日以降に先送りする方針を固めた。２５日、政府関係者が明らかにした。【続きあり】
菅氏「歳出見直し、沖縄振興も」…概算要求減額

読売新聞2016年08月26日 21時37分

　菅官房長官は２６日の記者会見で、２０１７年度の沖縄振興予算の概算要求額が今年度当初予算より約１４０億円少ない３２０９億円だったことに関し、「歳出見直しに不断の努力をするのは当然だ。沖縄振興予算も例外ではない」と述べた。

　沖縄県の米軍普天間飛行場（宜野湾市）の名護市辺野古移設に対するEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(おなが),翁長)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(たけし),雄志)知事の反対姿勢が減額につながったとの見方について、「全くない」と否定した。ただ、沖縄振興策と基地問題との関係については改めて「リンクしている」と語り、移設計画の停滞が続いた場合、さらなる減額につながる可能性も示唆した。

　翁長氏は２６日、記者団に「厳しい財政状況の中で３０００億円台が確保された」と一定の評価を示した。

沖縄振興１４０億円減　辺野古対立が影響か　来年度概算要求

東京新聞2016年8月26日 07時06分

 　内閣府は二十五日、二〇一七年度予算案の概算要求で、沖縄振興予算を一六年度当初予算を百四十億円下回る三千二百十億円にすると、自民党の関係部会に報告した。振興予算が要求段階で前年度当初より減額となるのは、最近十年で初めて。米軍普天間（ふてんま）飛行場（沖縄県宜野湾（ぎのわん）市）移設に伴う名護市辺野古（へのこ）沖の新基地建設を巡る国と県の対立激化を受け、安倍政権は減額もあり得るとの方針を示していた。

　減額は、県にとって自由に使える度合いが高い一括交付金を前年度当初から二百七十五億円減の千三百三十八億円としたことが主な原因。内閣府の担当者は自民党部会で「一括交付金はソフト事業で二百億円、ハード事業で三百億円の繰越額が出ている」と指摘。繰越率が高い場合は、予算減額の対象となるとして理解を求めた。

　沖縄県財政課は本紙の取材に、繰越額が多いことについて「交付金を受けた年度に関係機関との調整の遅れなどで予算執行ができずに毎年、繰り越しが発生しているが、翌年度以降の予算消化に努めている」と説明。「交付金が減額されれば、沖縄の振興に支障がでる」と懸念を示した。

　自民党の部会では、出席議員から「政府と県の対立もあるが、県民の生活を守るために必要な予算は確保しないといけない」との意見も出た。

　振興予算を巡っては、歴代政権が米軍基地問題と振興予算を連動させる考え方を否定してきた。だが、沖縄県の翁長雄志（おながたけし）知事が新基地建設に反対し、国と対立を深めているのを受けて、菅義偉（すがよしひで）官房長官ら安倍政権側は今月に入り、基地問題への対応次第で、将来的には減額の可能性もあると発言していた。

◆基地への協力姿勢反映

　内閣府が二〇一七年度予算案の概算要求段階で沖縄振興予算を前年度当初よりも減額したのは、辺野古沖での米軍新基地建設に反対する翁長知事を安倍政権がけん制したと受け取れる。

　振興予算は終戦から二十七年間、沖縄県が米軍の施政下にあり復興や経済成長が遅れたことや、本土から遠く離れた事情をくんで米軍基地問題とは直接結び付けないとして、長年計上してきた。安倍政権も一三年度以降、「三千億円台確保」を維持してきた。

　だが、予算の推移をみると、県側の基地問題への協力姿勢が予算額に反映する傾向が見える。

　仲井真弘多（なかいま・ひろかず）前知事が一三年十二月に新基地建設に必要な公有水面の埋め立てを承認した時の一四年度当初では、概算要求を上回る額が計上された。仲井真氏が知事選を控えた一五年度概算要求は三千七百九十四億円に達した。だが、翁長氏の知事就任直後の一五年度当初は概算要求より四百五十四億と大幅に減少し、前年度当初よりも減った。一六年度は概算要求で前年度要求から大幅に減った。

　一七年度の予算額が決まるのは年末。安倍政権が県側の対応を見て額を固める構えなら、県側の不信が増し、対立はむしろ深まる危険がある。　（横山大輔）

（東京新聞）
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沖縄振興予算、１４０億円減　来年度の概算要求
朝日新聞デジタル山下龍一2016年8月26日17時49分
　内閣府は２０１７年度の沖縄振興予算の概算要求を、今年度当初予算よりも１４０億円減の３２０９億円とすることを決めた。第２次安倍政権の発足後、要求額が前年度の予算を下回るのは初めて。米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の同県名護市辺野古への移設計画をめぐり対立する、翁長雄志（おながたけし）県政を牽制（けんせい）する意味合いもありそうだ。
　県が自由に使い道を決めることができる「一括交付金」が１３３８億円と、前年度より２７４億円減ったのが響いた。個別事業では、那覇空港第２滑走路３３０億円、北部振興２５億円は維持。政権が力を入れる子供の貧困対策は、１割増の１１億円だった。
　菅義偉官房長官は２６日の記者会見で、沖縄振興予算の減額について「効果的な政策を実現するため、必要に応じて歳出を見直すのは当然のことだ。沖縄振興予算についても例外ではない」と述べた。
翁長沖縄知事、政府の概算要求を評価＝「要望認められた」
　沖縄県の翁長雄志知事は２６日、２０１７年度予算案の概算要求で沖縄振興費が今年度当初予算比で４．２％減の３２１０億円となったことについて、「要望通り、ほぼ認められている」と述べ、３０００億円台が維持されたことを評価した。那覇市内で記者団の質問に答えた。
　県が使途を自主的に決められる「沖縄振興一括交付金」の減額については、「大変厳しい状況だ」と語り、減額の理由となった執行率の向上に努める方針を示した。
　また、基地問題の進展と振興額を絡める「リンク論」に関しては、「そのような中身があると感じていない」との認識を示した。（時事通信2016/08/26-12:52）
産経新聞2016.8.26 17:32更新 
菅義偉官房長官、沖縄振興費減も　「歳出見直しは全国一緒」…特別扱いせず　翁長雄志沖縄県知事も評価
　菅（すが）義偉（よしひで）官房長官は２６日の記者会見で、平成２９年度予算の概算要求で沖縄振興費を２８年度当初予算比から１４０億円減の３２１０億円としたことについて「必要に応じて歳出を見直すのは全国どこでも同じだ。沖縄も例外ではない」と述べ、特別扱いしない方針を示した。ただ、３３年度まで３千億円台を維持する安倍晋三首相の方針を踏まえ、予算編成作業においては「３千億円台の確保はしっかり対応したい」と述べた。
　一方、沖縄県の翁長（おなが）雄志（たけし）知事は２６日、那覇市で記者団に「厳しい財政状況の中、３千億円台が確保された」として一定程度評価する姿勢を示した。ただ、県側の使途の自由度が高い「一括交付金」が２７５億円減となったことには「厳しい状況だ」と指摘した。
　米軍普天間飛行場（同県宜野湾（ぎのわん）市）の名護市辺野古移設をめぐる政府との対立が減額につながったとの見方に関しては、「そのような状況にはないと思う」と否定した。
沖縄振興予算 概算要求 今年度当初予算を下回る
NHK8月27日 4時33分
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内閣府は、来年度（平成２９年度）予算案の概算要求で、沖縄振興予算について、今年度の当初予算より１４０億円少ない３２１０億円を計上する方針を固めました。沖縄振興予算の概算要求が当初予算を下回るのは第２次安倍内閣発足以降、初めてのことになります。
今月末に締め切られる来年度（平成２９年度）予算案の概算要求で、内閣府は、沖縄振興予算について、今年度の当初予算より１４０億円少ない３２１０億円を計上する方針を固めました。これは、使い道を自治体が自主的に決められる「一括交付金」が、今年度より２７５億円少ない１３３８億円となったことが主な理由で、内閣府は、予算を消化しきれずに繰り越されている分があることなどを踏まえて減額したとしています。
一方、新規事業として、先進的なものづくり産業の創出や、離島の市町村が行う人材育成などへの支援に、それぞれ１０億円が計上されました。さらに、今年度の第２次補正予算で初めて４億円余りが計上された防犯パトロールの費用として８億７０００万円が、那覇空港に第２滑走路を増設するための事業費として今年度と同じ３３０億円が盛り込まれました。
沖縄振興予算について、安倍総理大臣は、平成３３年度まで毎年３０００億円台を確保する方針を示していて、平成２５年度以降この方針が維持されていますが、概算要求が当初予算を下回るのは第２次安倍内閣発足以降、初めてのことになります。
高江の警備「過剰」　翁長知事、抗議排除を批判

琉球新報2016年8月26日 05:02 
　翁長雄志知事は２５日、県庁で定例記者会見を開いた。米軍北部訓練場のヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）工事の現場で市民と機動隊のもみ合いが続いている状況について「機動隊を５００人とも８００人ともいわれる形で動員すれば、過剰警備であることは間違いない」と指摘した。県外の機動隊員が、翁長知事が任命権を持つ県公安委員会の要請で派遣されている点について「その意味では大変忸怩（じくじ）たるものがある」と述べた。
　政府が参院選の翌朝に移設工事を再開したことにも触れ「（国は）県民に寄り添い、しっかり話し合いをする姿勢とはほど遠い」と政府姿勢を批判した。
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記者の質問に答える翁長雄志知事＝２５日、県庁
　機動隊派遣を巡る県公安委員会の判断に関連しては「公安委員会の在り方は公正公平、独立性も含めて中立の要素を持っていると認識している」とも述べた。
　ヘリパッド建設に伴う森林伐採や赤土流出防止については「森林伐採や赤土の問題などは法律条例の問題にも関わってくる。法治国家なのだからしっかり対応してほしい」と国に注文した。その上で「県はオスプレイの配備撤回も求めている。これも丁寧な説明がなければ、信頼関係という意味ではおかしいのではないか」と語り、改めてオスプレイの配備撤回を求めた。
しんぶん赤旗2016年8月27日(土)

自然と生活破壊に憤り　「体に響く低周波」「サンゴは…」　沖縄　党国会議員調査団に高江住民訴え

　米軍北部訓練場（沖縄県東村、国頭村）のヘリパッド＝オスプレイパッド（着陸帯）建設工事が再開されて１カ月。１８、１９両日には、日本共産党の小池晃書記局長・参院議員と笠井亮、赤嶺政賢、本村伸子、斉藤和子、池内さおりの各衆院議員が現地を訪れ、工事の状況や住民の思いなどを聞きました。
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（写真）伊佐村議（右端）から説明を聞く党国会議員ら＝19日、沖縄県東村高江のＮ１ゲート前


　沖縄防衛局は７月２２日、約２年間中断していた工事に着手。県道７０号線を封鎖し、抗議行動に集まった市民らを機動隊約５００人で暴力的に排除。「Ｎ１」表の抗議テントを撤去し、建設現場に至る進入路の整備工事を開始しました。

機動隊が「護送」

　国頭村の採石場で砂利を積んだダンプ１０台余りを、護衛のパトカーや機動隊のバス２０～３０台が高江まで「護送」しています。この車列が渋滞を引き起こすことがしばしば。住民らは「大名行列」とか「護送船団方式」などと呼んでいます。

　Ｎ１にダンプが何台入ったか、住民らが毎日記録しています。「ヘリパッドいらない住民の会」の宮城勝己さんは、小池さんらにノートを見せながら「７月２５日から８月１９日までに、１０トンの車両が２２４台入った」と説明しました。

　１０トンダンプ１０台分で約１００メートルの道路ができるといいます。ゲートから着陸帯の建設地点まで約２キロ。その間の分の砂利は、ほぼ運び込んだと考えられます。

　Ｎ１ゲートの中は米軍施設内で住民が立ち入ることはできません。工事がどこまで進んでいるのか、サンゴに影響を与える赤土が流出しないような工法になっているかなど、詳しい状況は明らかになっていません。

　現地に詳しい土木技術者は「雨が降ってがけ崩れが起きると、赤土が宇嘉（うか）川から海に流れ、サンゴに大きな影響を与える。沖縄県には赤土流出防止条例がありますが、防衛局の工事のやり方は、条例に不適合になっているのではないか」と疑問を投げかけ、県に立ち入り調査をするよう求めていきたいと述べました。

　１０トン以上の車両通行を規制している新川ダム堰堤（えんてい）を工事車両が通ることも問題になっています。同氏は「１０トントラック自体の重量は、９・８トンくらいあります。築堤４０年以上たっていますから、コンクリートが非常に劣化している。そこに１０トン以上が通ったら大変なことになる｣と指摘しました｡

　高江では、２年前にＮ４が完成し米軍に提供されてから、オスプレイが頻繁に飛んで来るようになりました。

　日本共産党の伊佐真次村議は「６月は、特にひどかった。３機編隊で、超低空で来るのでとてもひどい。午後１０時半まで飛んでいた」と話します。

　懇談では、住民らが「オスプレイの場合、低周波っていうんですかね、人間の体に響く。重圧感、内臓がどこか悪くなるくらいひどい」「昼より夜の方が多い。６月はひどかった。パイロットの顔が見えるくらい低空を飛ぶ」と、生活に影響を与えている様子を語りました。

　希少生物への影響も深刻です。伊佐さんは、国際自然保護連合がノグチゲラを保護するよう二度にわたって勧告を出していることなどを紹介し、オスプレイを基準にした、きちんとしたアセスメント（環境影響評価）が必要だと語りました。

たたかいに連帯

　小池さんは「住民のみなさんが、高江の貴重な自然環境と静かな暮らしを守るために粘り強くたたかってきたことが、日米両政府のたくらみを阻んできました。いま、追い詰められた安倍政権が暴力で襲いかかっていることは断じて許せません。『基地のない平和で静かな高江、沖縄』のために連帯してたたかい抜きます」と話しました。

稲田防衛相、９月に沖縄訪問へ　翁長知事との会談へ調整
朝日新聞デジタル2016年8月26日19時39分
　稲田朋美防衛相は９月１０日から沖縄県を訪れ、翁長雄志知事と会談する方向で調整に入った。米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の同県名護市辺野古への移設計画をめぐる訴訟の判決を同月１６日に控え、基地負担軽減に取り組む姿勢をアピールし、移設への理解を求めたい考えだ。
　日米両政府が一部返還で合意している米軍北部訓練場のある同県国頭（くにがみ）、東の両村長との会談のほか、在沖米軍幹部との面会も調整している。
しんぶん赤旗2016年8月27日(土)

機動隊の沖縄２紙記者強制排除　“言論の自由踏みにじる”　暴挙に怒り・抗議の声広がる

　沖縄県の米海兵隊北部訓練場に政府が建設強行を狙う米軍ヘリパッド（着陸帯）の工事現場近くで、警察の機動隊が地元紙２紙の記者を強制排除し、身柄を一時拘束して取材活動を制限しました。この言論の自由を踏みにじる暴挙に怒りと抗議の声が広がっています。

　記者が拘束された沖縄タイムスと琉球新報の報道（２１日付）によると２０日午前、東村の高江橋で機動隊による市民排除を取材中の記者を機動隊員が包囲しました。

　記者は背中を強く押されるなどしながらバスとバスの間に連れて行かれ、すでに拘束されていた市民らと一緒に数十分間にわたり押し込められました。

　『新報』の記者は、排除される際に取材腕章を示しながら「琉球新報だ」と訴えたものの、機動隊は排除をやめませんでした。

　『タイムス』の記者は押し込められた際、沖縄県警に「取材中である」と訴えて、一度は解放されました。しかし、別の機動隊に再び拘束されました。『タイムス』の記者も社員証を見せながら、記者であることを訴えていました。

　この暴挙に両紙は、編集局長名で「現場には県民に伝えるべきことがあった。警察の妨害によって、その手段が奪われたことは大問題だ。…報道の自由を侵害するものであり、強く抗議する」（『新報』）などとする抗議声明を出しました。

　新聞労連（小林基秀委員長）は「多くのけが人や逮捕者まで出る緊迫した状況が続いており、現場で何がおきているのかを目撃し伝えることは、地元紙はもとより沖縄で取材活動を続けている全ての報道機関にとって大切な使命」とのべ「報道の自由を侵害する行為とは断固として闘う」とする声明を発表しました。

　日本ジャーナリスト会議や沖縄県マスコミ労働組合協議会、中小出版社でつくる日本出版者協議会も抗議の声をあげました。信濃毎日新聞、高知新聞、東京新聞なども社説や特集で取り上げています。

「鹿児島知事と話し合う」＝菅官房長官－川内原発
　菅義偉官房長官は２６日午前の記者会見で、鹿児島県の三反園訓知事が九州電力川内原発１、２号機（同県薩摩川内市）の一時運転停止を要請することについて、「具体的にどのような内容か承知していない。政府として知事としっかり話し合うことは大事だ。適切に対応していきたい」と述べた。
　その上で、「原子力規制委員会の基準に適合した場合のみ、その判断を尊重して地元の理解を得ながら再稼働を進める従来の方針に変わりない」と語った。（時事通信2016/08/26-12:23）
川内原発の停止要請＝鹿児島知事、九電社長に


川内原発１、２号機の一時停止と点検を、九州電力の瓜生道明社長（右）に文書で要請する鹿児島県の三反園訓知事＝２６日午後、鹿児島県庁
　鹿児島県の三反園訓知事は２６日、運転中の九州電力川内原発１、２号機（同県薩摩川内市）の一時停止と点検を九電の瓜生道明社長に申し入れた。知事に原発の運転を止める法的権限はなく、九電の対応が焦点になる。定期検査のため１号機は１０月、２号機は１２月に停止する予定。
　三反園知事は同日午後、県庁で瓜生社長と面会し、要請書を手渡した。
　知事は要請書で「原発は絶対に事故を起こしてはならない」とした上で、熊本地震で県民の不安が一層高まっていると指摘。川内原発を直ちに停止し、原子炉や使用済み燃料プール、非常用電源装置など７項目を特に入念に点検するよう要請した。熊本地震を踏まえ、周辺の活断層に異常がないか確認することも求めた。
　また、自治体の避難計画に対する九電の支援体制強化のほか、災害や事故が起きた場合は隠さず正確に情報発信することを求めた。要請書は回答の期限を設けていない。
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　要請後、三反園知事は記者団に「できるだけ早く一時停止し、再点検するべきだ」と話した。一方、瓜生社長は取材に「安全性については問題ないと確認している。社に持ち帰って内容を確認し、検討を進めたい」と述べた。
　三反園知事は熊本地震による県民の不安の高まりを背景に、７月の知事選で川内原発の一時停止と点検を公約に掲げ初当選した。（時事通信2016/08/26-17:45）
要請後の方針見えず＝鹿児島知事、公約は実現－川内原発
　７月に初当選した鹿児島県の三反園訓知事は公約通り、川内原発の一時停止と点検を九州電力に申し入れた。４月の熊本地震で住民が抱いた不安に応えた形だが、知事に原発を停止させる権限はなく、今後の具体的な方針も明らかにしていない。
　熊本地震では４月１４日と１６日、熊本県益城町などで震度７を観測した。川内原発がある鹿児島県薩摩川内市では震度４を観測。九電は「異常は確認されていない」と発表したが、住民などから「原発は大丈夫か」「止めてほしい」と問い合わせが殺到、７月末までに約５５００件に上った。「道路が寸断された場合、どう避難するのか」といった疑問の声も強まった。
　原発について、三反園知事は２月の出馬会見では「将来的に原発に頼らない社会を目指す」と述べるにとどめていた。しかし熊本地震を受けて、当時の伊藤祐一郎知事に対し「震源が拡大しており、地震活動が続けば鹿児島県北部にも影響がある」として、原発の点検や避難計画の見直しなどを文書で申し入れた。
　出馬を表明していた反原発団体メンバーと川内原発の一時停止要請などで政策合意し、候補の一本化に成功。選挙戦では原発をめぐる議論は低調だったが、県政運営への不満や多選批判を浴びた伊藤前知事との一騎打ちを制し、初当選した。
　三反園知事の要請に対し、九電内部では「熊本地震の影響による点検といっても、どんな点検を求めているのか分からない」との声が聞かれる。知事自身も「九電の対応を踏まえ、今後について考える」と話すだけで、要請後の方針を示せずにいる。
　川内１号機は１０月、２号機は１２月から定期検査に入り、停止する予定だ。定期検査を終えて再稼働する際、知事としてどういう態度を示すのか。三反園知事は新たに設置する「原子力問題検討委員会」（仮称）で議論する可能性を示しているが、委員の人選や発足までのスケジュールなどは明らかになっていない。（時事通信2016/08/26-16:14）
「停止」迫る三反園知事、「妥協」探る九電　川内原発
朝日新聞デジタル2016年8月27日05時01分






　九州電力川内（せんだい）原発（鹿児島県薩摩川内市）を直ちに停止するよう要請した鹿児島県の三反園訓（みたぞのさとし）知事。異例の措置に踏み切った背景には、熊本地震による原発への不安の高まりがある。一方の九電は停止に応じた場合の他原発への影響を警戒し、「落としどころ」を探る。
　「原発事故は二度と起こしてはならない。県民の声に真摯（しんし）に耳を傾け、誠意ある対応を」。三反園知事が語気を強めると、九電の瓜生（うりう）道明社長は時折目をつぶりながら聞いた。知事はさらに「原発に頼らない社会を目指す。九電にも協力いただければ」と付け加えた。
　川内原発１号機は今年１０月に定期検査が予定されているが、三反園知事は「できるだけ早く再点検、再検査してほしい」と直ちに停止するよう求めた。ただ、その後の運転再開については「総合的に判断したい」と答えるにとどめた。
　昨年末に立候補を表明した段階では、川内原発の一時停止については触れていなかった。考えが一変したのは今年４月に起きた熊本地震。震度７の揺れで多くの住宅が倒壊した。地震発生直後の１週間で、停止を求めるメールや電話が九電に５千件も寄せられたという。三反園知事は反原発グループと候補者を一本化する際に交わした政策合意書で初めて「停止」を盛り込んだ。
　７月に就任すると「県民の不安に応えるのがトップの役割」と述べ、原発停止に加え、避難計画の見直しも繰り返し主張してきた。今月１９日には川内原発周辺を視察し、避難経路やモニタリングポストなどを確認。住民や福祉施設関係者からは「余震が続くなかで屋内退避ができるのか」「いつ事故が起きてもお年寄りが安全に避難できる手立てを」といった声を聞き、要請に盛り込んだ。【続きあり】
鹿児島知事 　川内原発の停止と再点検申し入れ　九電社長に
毎日新聞2016年8月26日　16時20分（最終更新　8月26日　20時08分）
　鹿児島県の三反園訓（みたぞの・さとし）知事は２６日、県庁で九州電力の瓜生（うりう）道明社長と面会し、「熊本地震で県民の不安が高まった」として川内（せんだい）原発（同県薩摩川内市）を一時停止し、再点検するよう申し入れた。東京電力福島第１原発事故を受けた新規制基準の施行後、知事が稼働中の原発の停止を要請するのは初めて。 
　知事に原発を停止させる法的権限はなく、九電は停止要請に応じないことを９月初旬までに知事に伝える方針。ただ九電は要請とは関係なく、川内１号機は１０月６日から、２号機は１２月１６日から原子炉を停止して定期検査する予定だ。このため、九電が約２カ月後に予定通り運転を再開させるかが大きな焦点となる。 
　三反園知事は「熊本地震を受け、原発は本当に大丈夫なのかと不安の声も多くある。県民のそうした声に応える意味からも一旦止めて、原発を再点検、再検証してほしい」と要請。その上で、（１）原発施設・設備の安全性の点検と周辺の活断層の調査（２）自治体の避難計画に対する支援体制強化（３）地震などの災害発生時や万一の事故・異常事象発生時に原発の状況を包み隠さず発信することの確約−−の３点を強く求めた。 
　瓜生社長は「社に帰ってしっかり検討していく」と応じた。九電は一時停止以外の要請には前向きに応じる構えだ。 
　申し入れ後、知事は報道陣の取材に対し、九電が一時停止以外の要請に応じた場合、定期検査後の稼働を認めるかについて「総合的に判断したい」と語った。一方、瓜生社長は、定期検査後の地元同意について「法律や安全協定の中ではその文言はどこにもない」と述べ、知事に運転再開の可否を判断する権限がないことを改めて指摘した。 
　松浦克巳・原子力規制庁総務課長は２６日の記者会見で「原子力規制委員会として川内原発の安全性に問題はないと判断している。現時点で何か対応を取ることはない」と話した。 
　三反園知事は７月の知事選で、川内原発の一時停止と再点検を公約に掲げ初当選。就任後に原発周辺の避難ルートや福祉施設を視察するなどしてきた。【杣谷健太、遠山和宏】 
鹿児島県知事による川内原発に関する要請骨子 
・原発を一時停止し、施設・設備全般にわたって点検・検証し、異常がないことを確認すること 
・原発周辺の活断層調査と検証 
・自治体の避難計画に対する支援体制の強化 
・災害や万が一の事故発生時の情報発信の確約 
鹿児島知事、川内原発停止要請へ　九電は来週回答 
日経新聞2016/8/26 10:24
　鹿児島県の三反園訓知事は26日午後、九州電力に対し、川内原子力発電所（同県）の一時停止と点検・検証を要請する。県庁に瓜生道明社長を呼び、文書を直接手渡す。熊本地震で住民の不安が高まっているというのが理由だ。九電は来週中にも回答する方針。知事に原発を止める法的権限はない。今後は九電の対応が焦点になる。
　新規制基準導入後で、知事が稼働中の原発の一時停止を求めるのは初めて。三反園氏は７月の知事選で脱原発派の支持も得て当選した。19日には川内原発周辺を視察し、原発事故が発生した際の住民の避難計画を「見直す必要がある」と指摘。九電に「タイムリーで正確な情報発信」を求める考えを示した。
　川内原発は１号機が10月６日ごろから、２号機は12月16日ごろから定期検査に入る見通しで、知事の要請の有無とは関係なく一時停止する予定だった。九電は業績への影響を避けるため、定期検査より前の一時停止要請には応じない構えだ。
　川内原発は昨年９月に営業運転を再開した。熊本地震でも原発がある場所は小さな揺れにとどまった。瓜生社長は「いろんな試験で点検はさせていただいている」と強調。安全には問題ないという立場だ。
九電社長「技術的に大丈夫」　安全性を強調 
日経新聞2016/8/26 15:46
　鹿児島県の三反園訓知事が26日、九州電力に川内原子力発電所（同県）の一時停止を要請したことを受けて、瓜生道明社長は「技術的には大丈夫で、地震後も安全かどうかも確認させていただいている」と安全に問題はない考えを示した。知事の要請に応じて一時停止するかについては、「様々な観点から検討するので現時点では答えられない」とした。県庁で記者団の取材に応じた。
別府署隠しカメラ、４人を書類送検　署長ら６人処分 
大分合同新聞2016年8月26日夕刊
　参院選で野党候補を支援する団体が入る別府市内の建物敷地に、別府署員が無断で侵入してビデオカメラを取り付け、人の出入りなどを隠し撮りしていた問題で、県警刑事企画課は２６日、カメラの設置を指示した同署幹部の刑事官ら関与した４人を建造物侵入の疑いで、大分地検に書類送検した。併せて、県警監察課は、送検した刑事官ら２人を懲戒処分とし、残る署員２人と上司に当たる署長、副署長の計４人を本部長訓戒などとした。
　県警はビデオカメラを使った捜査手法についての検証結果も公表。「建造物侵入罪に該当する違法行為である上、カメラを設置し、他人の敷地内を撮影するだけの必要性および相当性は認められないことから、不適正な捜査と判断した」と結論づけた。
　送検されたのはいずれも別府署の▼阿南和幸刑事官（警視）▼守口真一刑事２課長（警部）▼同課員の男性警部補（３０代）▼同課員の男性巡査部長（同）―の４人。
　送検容疑は４人は共謀。参院選公示前の６月１８～２１日の間、７回にわたり、連合大分東部地域協議会や別府地区平和運動センターなどが入る「別府地区労働福祉会館」の敷地に、ビデオカメラ２台の設置や記録媒体の交換のため許可なく侵入した疑い。
　県警によると、４人は容疑を認め、「軽率だった」と話している。侵入したのは課員の２人で、阿南刑事官と守口課長も侵入したことの認識があったとして共犯として送検した。
　県警監察課の江熊春彦首席監察官らが２６日午前、県庁で関係者の処分を発表して謝罪。処分内容は▼阿南刑事官が減給１０分の１（６カ月）▼守口刑事２課長が戒告▼横山弘光署長と課員２人が本部長訓戒▼衛藤靖彦副署長が所属長訓戒―。阿南刑事官と守口課長は無断侵入を指示・容認し「責任が重い」と判断し、懲戒処分とした。県警本部はカメラを設置したことなどの報告も受けておらず処分の対象とはしなかった。
　県警によると、ビデオカメラの設置は、公選法で選挙運動が禁止されている特定の人物が選挙運動をしているとの情報を受け、証拠を押さえるために実施したと説明。カメラには建物に出入りする人や車が録画されており、映像データは大分地検に証拠として送致した。県警は今後、カメラを使った捜査に関するガイドラインをつくる必要性を検討するという。
　松坂規生本部長は書面でコメントを発表。「犯罪の捜査に当たる警察官が、捜査目的とはいえ、建造物侵入罪を犯して撮影装置を設置するなどしたことは、不適正な捜査と言わざるを得ないものであり、誠に遺憾。ご迷惑を掛けました関係者の皆さまをはじめ、県民の皆さまに心よりおわび申し上げます。今後はより一層、適正捜査の推進に尽力するとともに、このようなことがないよう指導を徹底する」としている。
県公安委員長「厳正な処分と解釈」
　この日、処分について諮った県公安委員会の臨時会議が、県庁であった。
　高橋治人委員長ら委員３人と県警幹部が出席。県警が事件を報告し、別府署刑事官ら６人を減給などとする処分について意見を求めた。委員は「今回のような事案が発生したことは大変遺憾。今後は全組織を挙げて適正な捜査に努めていただきたい」と指示した。
　高橋委員長は今回の処分について、「詳細に調査され、厳正なものであったと解釈している」と話した。
隠しカメラ、署員4人書類送検　侵入容疑で大分県警

共同通信2016/8/26 14:04
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敷地内に隠しカメラが設置されていた別府地区労働福祉会館＝16日、大分県別府市
　大分県警別府署員が野党の支援団体が入る建物敷地に無断で隠しカメラを設置した問題で、県警は26日、建造物侵入の疑いでカメラを設置した署員2人と、2人の上司に当たる同署の刑事官、刑事2課長の計4人を書類送検した。

　県警は同日、敷地への侵入を指示、容認したとして刑事官、刑事2課長をそれぞれ減給6カ月や戒告の懲戒処分とした。署員2人のほか、横山弘光署長、衛藤靖彦副署長についても監督責任を問い、本部長・所属長訓戒とした。

　県警によると、今年の参院選に絡む選挙違反捜査の一環でカメラを設置した。

大分県警隠し撮り「不適正な捜査」　署員ら４人書類送検
朝日新聞デジタル鈴木春香、女屋泰之2016年8月26日11時49分
　大分県別府市で参院選公示前の６月、労組などが入る建物の敷地に別府署員が無断で入り、ビデオカメラを隠して設置した問題で、県警は２６日、別府署の刑事官（警視）ら４人を建造物侵入の疑いで書類送検し、発表した。県警はカメラ設置について「必要性および相当性は認められず、不適正な捜査だった」とした。
　県警によると、４人は、別府署の刑事部門を統括する刑事官と、刑事２課長（警部）、刑事２課の捜査員２人（警部補と巡査部長）。４人は共謀して、参院選公示４日前の６月１８日夜、労組「連合大分」の東部地域協議会などが入る建物の敷地に、無断で侵入した疑いが持たれている。カメラ２台が敷地の斜面に設置されていた。
　建物は参院選に際して、労組が選挙運動の拠点としていた。
　県警は、４人の名前を発表しなかった。「任意捜査の場合、氏名は公表しない」と説明した。
　県警は、カメラ設置の妥当性を調べた結果も公表。別府署の捜査は、公職選挙法で選挙運動が禁じられている人物の違反行為に関する証拠を集めるためだったと説明。その上で「無断で立ち入り、ビデオカメラを設置する行為は、建造物侵入罪に該当する違法行為の上、ビデオカメラを設置し、他人の敷地内を撮影するだけの必要性および相当性は認められないことから不適正な捜査」とした。
　また、県警は２６日付で、刑事官（警視）を減給（１００分の１０）６カ月、２課長（警部）を戒告の懲戒処分にした。捜査員２人は本部長訓戒、管理責任を問い、署長（警視）を本部長訓戒、副署長（警視）を所属長訓戒とした。（鈴木春香、女屋泰之）
大分県警隠し撮り、署員６人を処分　４人は書類送検へ
朝日新聞デジタル2016年8月26日10時56分

謝罪する大分県警の幹部＝２６日、大分県警、興野優平撮影
　大分県別府市で参院選公示前の６月、労組などが入る建物の敷地に別府署の捜査員が無断で入りビデオカメラを隠して設置した問題で、県警は２６日、別府署の刑事官（警視）を減給（１００分の１０）６カ月、刑事２課長（警部）を戒告の懲戒処分にし、発表した。捜査員の無断侵入を指示・容認したとしている。
　また、実際に敷地に無断侵入したとして、警部補と巡査部長の捜査員２人は本部長訓戒とした。管理責任を問い、署長（警視）を本部長訓戒、副署長（警視）を所属長訓戒とした。
　一方、県警は２６日、刑事官と２課長、捜査員２人の計４人を建造物侵入容疑で書類送検する。【続きあり】
隠しカメラ 　別府署幹部ら４人、２６日書類送検　大分県警
毎日新聞2016年8月26日　07時40分（最終更新　8月26日　07時40分）
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隠しカメラが設置されていた別府地区労働福祉会館の敷地。１台は左側の木の幹にくくりつけられ、もう１台は駐輪場（手前右）の裏あたりの斜面に置かれていた＝大分県別府市で２０１６年８月３日、大島透撮影
　大分県警別府署が野党支援団体の施設の敷地に無断で隠しカメラを設置した問題で、県警が２６日に署幹部ら４人を、建造物侵入容疑で書類送検する方針を固めたことが捜査関係者への取材で分かった。同日開かれる臨時の県公安委員会で県警が報告し、署幹部らへの懲戒処分も了承される見通し。 
　４人は参院選公示前後の６月１８〜２４日、民進、社民両党を支援する連合大分・東部地域協議会などがある別府地区労働福祉会館（大分県別府市）の敷地に許可無く侵入し、隠しカメラを仕掛けて出入りを録画していた疑いが持たれている。署員２人が現場に行き、幹部らは設置を了承するなどしていたとみられる。【安部志帆】
大分・隠しカメラ 　別府署刑事官ら４人を書類送検
毎日新聞2016年8月26日　13時09分（最終更新　8月26日　13時18分）
建造物侵入容疑で大分地検に 
　大分県警別府署が野党支援団体の施設の敷地に隠しカメラを設置した問題で、県警は２６日、カメラの無断設置を直接指示するなどした同署の５０代の刑事官ら署員４人を、建造物侵入容疑で大分地検へ書類送検した。 
　書類送検されたのは刑事官のほか、署の４０代の刑事２課長▽カメラを設置した刑事課員の３０代の警部補と巡査部長。送検容疑は、参院選公示前の６月１８〜２１日に計７回にわたり、別府地区労働福祉会館（大分県別府市）の敷地内に無許可で侵入したとしている。 
　県警は２６日、カメラ設置の目的について、公職選挙法で選挙運動が禁止されている人物が、運動をしているとの情報を入手し「違反行為の証拠を採取するためだった」と説明。だが、無断で設置する行為が建造物侵入罪に当たる上、「他人の敷地内を撮影するだけの必要性・相当性は認められない」として不適切な捜査と判断した。 
　県警は２６日、刑事官を減給１０分の１（６カ月）、刑事２課長を戒告の懲戒処分、課員２人を県警本部長訓戒とした。県警の松坂規生本部長は「県民に心よりおわびします」とのコメントを発表した。【田畠広景、安部志帆子】 
隠しカメラ設置で別府署長ら６人処分　大分県警「不適正な捜査」

東京新聞2016年8月26日 夕刊

 　大分県警別府署員が野党の支援団体が入る建物敷地に無断で隠しカメラを設置した問題で、県警は二十六日、建造物侵入の疑いでカメラを設置した署員二人と、二人の上司に当たる同署の刑事官、刑事二課長の計四人を書類送検した。

　県警は同日、敷地への侵入を指示、容認したとして刑事官、刑事二課長をそれぞれ減給六カ月や戒告の懲戒処分とした。署員二人のほか、横山弘光署長、衛藤靖彦副署長についても監督責任を問い、本部長・所属長訓戒とした。

　県警によると、今年の参院選に絡む選挙違反捜査の一環でカメラを設置。徴税を担当する自治体職員など選挙運動を禁じられている特定公務員に関する情報が署に複数寄せられており、その人物の行動確認が目的だった。

　県警の江熊春彦首席監察官は記者会見で「（捜査手法は）建造物侵入罪に当たる違法行為である上、他人の敷地内を撮影する必要性、相当性はなく、不適正な捜査だった。プライバシーの侵害にも当たる」との県警の見解を明らかにし、陳謝した。

　四人の書類送検容疑では参院選公示前の六月十八日～二十一日、社民党支援団体や、連合大分東部地域協議会が入る別府地区労働福祉会館（別府市）にカメラ二台を設置するなどの目的で、敷地に計七回無断で侵入したとされる。県警によると、四人は「軽率だった」と容疑を認めている。

隠しカメラ設置問題 警察署幹部ら４人を書類送検
NHK8月26日 12時12分
大分県の別府警察署の警察官が参議院選挙の公示前後に労働団体が使っていた施設の敷地に無断で立ち入り、隠しカメラを設置していた問題で、大分県警察本部は、警察署の捜査幹部など４人を２６日に建造物侵入の疑いで書類送検しました。
書類送検されたのは、別府警察署の捜査幹部の刑事官と刑事２課長、それに捜査員２人の合わせて４人です。
警察によりますと、４人は参議院選挙の公示前後のことし６月、労働団体が選挙運動などに使っていた別府市内の施設の敷地に無断で立ち入り、小型の隠しカメラ２台を設置したとして、建造物侵入の疑いがもたれています。
任意の調べに対して、４人とも容疑を認めているということです。
また、警察は２６日付で、刑事官を１０分の１の減給６か月、刑事２課長を戒告のそれぞれ懲戒処分にするとともに、捜査員２人のほか署長と副署長を訓戒の処分にしました。
これを受けて大分県警察本部は記者会見し、カメラの設置目的が選挙違反の捜査だったことを明らかにしたうえで、「必要性や相当性は認められず、不適切な捜査だった」という見解を示しました。そして、松坂規生本部長が「ご迷惑をおかけした関係者や県民の皆様に心よりおわび申し上げます。今後、このようなことがないよう、指導を徹底します」というコメントを出しました。
隠しカメラ設置問題 警察庁が全国の警察本部に通達
NHK8月26日 18時42分
大分県の別府警察署の警察官が、参議院選挙の公示前後に、労働団体が選挙運動などに使っていた別府市内の施設の敷地に無断で立ち入り、隠しカメラを設置したとして建造物侵入の疑いで書類送検されたことを受けて、警察庁は全国の警察本部に対し、カメラの設置にあたっては撮影の目的や方法などを詳細に検討するとともに、管理者に承諾を得ることを求める通達を出しました。
通達では、捜査用のカメラを設置するときには、撮影の目的や必要性、方法などについて詳細に検討したうえで実施するよう求めています。
また、今回のケースでは、別府警察署の警察官が敷地内に無断で立ち入りカメラを設置していたことから、通達では、捜査の秘匿に留意したうえで、設置場所や設置のため立ち入りが必要な土地や建物の管理者の承諾を得ることを求めています。
社説　駆けつけ警護　もっとＰＫＯの議論を

朝日新聞デジタル2016年8月25日
安全保障関連法に基づく自衛隊の新任務の訓練が順次、始まる。政府がきのう発表した。

まず行われるのは、南スーダンでの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に、１１月に派遣される予定の陸上自衛隊部隊に対する「駆けつけ警護」の訓練だ。

道路補修などにあたる施設部隊だが、駆けつけ警護は、離れた場所で武装勢力に襲われた国連、ＮＧＯ職員らを武器を持って助けにいく任務だ。自らの部隊を守るだけでなく、外に出て多くは丸腰の人を守ることになる。隊員のリスクが高まることは避けられない。

この任務を付与するか否かは今後、現地の治安情勢などを踏まえて政府が判断する。国会での徹底した議論が欠かせない。

南スーダンの人道危機にいかに歯止めをかけ、国造りを支えていくか。自衛隊を含むＰＫＯの役割は大きい。

一方で、その実態が変質したのも確かだ。かつて「敵のいない軍隊」と呼ばれたＰＫＯは、紛争の当事者にならない、中立性を重んじるものだった。だが近年は、人道危機から住民を保護するために武力を積極的に用いる活動が常態化している。

紛争地の状況は刻々と変化していく。実際に駆けつけ警護に踏み込むとすれば、現地の部隊も、東京の政府も極めて難しい判断を迫られるだろう。

ところが、その根拠となる安保関連法について、国会での議論は尽くされていない。１１本の法案を２本にまとめ、焦点はＰＫＯのあり方ではなく、集団的自衛権をめぐる憲法問題などに当たった。７月の参院選でも大きな争点にならなかった。

この間、南スーダンの情勢は大きく変わった。自衛隊が活動する首都ジュバで７月に大統領派と副大統領派の武力衝突が起き、国連安全保障理事会は、より強い武力行使の権限を持つＰＫＯ部隊の増派を決めた。これに対し、南スーダンの代表は「主要な紛争当事者の同意というＰＫＯ原則に反している」と反発している。

自衛隊が憲法と国内法の範囲内で活動するのは当然だ。受け入れ国の同意が維持されることが派遣の前提であり、現地の動きを注視する必要がある。

南スーダンの国造りにより良く貢献するためにも、一方で、行き過ぎた軍事行動に陥らないためにも、自衛隊が何をして、何はしないのか、より具体的で幅広い検討が求められる。

秋の臨時国会をその場にすべきだ。政府はできる限り情報を開示し、与野党で現地の実情を踏まえて議論してほしい。

社説　駆けつけ警護　リスク極小化へ訓練を重ねよ

読売新聞2016年8月26日
国際平和協力活動に従事する自衛隊部隊が応分の責務を果たすうえで、重要な一歩である。

稲田防衛相が、３月施行の安全保障関連法で可能になった自衛隊の新任務の訓練を開始する方針を発表した。

１１月に南スーダンでの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣される陸上自衛隊部隊が９月中旬、「駆けつけ警護」と「宿営地の共同防衛」の訓練を始める。１０月下旬までの訓練結果を踏まえて、新任務を正式付与する予定だ。

駆けつけ警護の解禁は、陸自にとって長年の懸案だった。

これまでは、武装集団などに襲われた民間人や国連職員、他国部隊から救援を要請されても、「法律上できない」と断るしかなかった。民間人を見捨てるのは人道上も問題だ。国際機関や他国との信頼関係を築くこともできない。

安保関連法の成立・施行によって、国際常識から逸脱した、日本政府の過度に抑制的な憲法解釈のEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(ひず),歪)みを是正した意義は大きい。

駆けつけ警護を要する状況は、頻繁に生じるわけではない一方、いつ起きてもおかしくない。

万一の際、機動的かつ適切に対処する態勢を構築するには、従来以上に現地情勢の情報収集・分析に力を入れつつ、準備と訓練に万全を期す必要がある。

陸自は既に、武器使用の要件や限度などに関する部隊行動基準を見直し、教材の作成や教官の確保などの準備を進めてきた。

今後は、様々なシナリオを想定した実戦的な訓練を実施し、部隊運用や警告射撃の手順などを周知徹底することが欠かせない。

南スーダンでは７月、大統領派と前副大統領派の衝突によって治安が急速に悪化した。国際協力機構（ＪＩＣＡ）職員や大使館員らが国外退避する事態に至った。

現在は、小康状態とされるが、油断はできない。新たな任務のリスクを極小化するためにも、訓練を充実させねばならない。

駆けつけ警護が解禁されても、陸自の武器使用権限には制約が残る。何ができ、何ができないかについて、他国部隊と認識を共有しておくことが大切だろう。

安保関連法では、存立危機事態における米軍艦船の防護や、在外邦人の救出も可能になった。防衛省は秋以降、日米合同演習などを通じて、新たな任務の訓練を実施する方向で調整する。

中でも、米艦防護は、日米同盟の強化に向けて象徴的な任務だ。訓練を通じて、自衛隊と米軍の協力関係を着実に深めたい。

社説 　ＰＫＯの新任務　派遣前に丁寧な議論を
毎日新聞2016年8月26日　東京朝刊
　３月に施行された安全保障関連法に基づく自衛隊活動の訓練が始まった。政府は、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）へ１１月から派遣する陸上自衛隊の部隊に「駆け付け警護」の訓練をさせ、その他の活動の訓練も順次、実施していくという。 
　「駆け付け警護」は、ＰＫＯで、離れた場所にいる国連職員や他国軍が武装勢力に襲われた時、自衛隊が武器を持って助けに行くことだ。 
　他国軍とともに活動拠点を守る「宿営地の共同防護」も可能になり、訓練が行われる。 
　安保関連法のうち、集団的自衛権の行使容認や地球規模での後方支援にかかわるものは別として、ＰＫＯなどの国際協力活動には、日本は憲法の範囲内で積極的に取り組んでいく必要がある。 
　ただし、そのためには、自衛隊員の安全確保が不可欠だ。 
　南スーダンＰＫＯには、約６０カ国から約１万２０００人が参加し、日本からは道路整備などを担う陸上自衛隊の施設部隊約３５０人が派遣されている。当初は「国づくり」が主眼だったが、混乱の長期化で「文民の保護」というリスクの高い活動に中心が移っている。 
　７月には、首都ジュバで、政府軍と元反政府勢力の戦闘により約３００人が死亡し、在留邦人も国外退避する事態になった。 
　治安の悪化は深刻で、国連安全保障理事会は今月、南スーダンＰＫＯに約４０００人の地域防護部隊の増派を決議した。 
　日本のＰＫＯ参加には、「紛争当事者の間で停戦合意が成立している」など「参加５原則」が満たされている必要がある。 
　南スーダンでの戦闘について、政府は「武力紛争が発生したとは考えておらず、参加５原則が崩れたとは考えていない」（菅義偉官房長官）という。現地情勢を正確に踏まえた判断なのか、疑問が残る。 
　ＰＫＯの新任務のための訓練はしても、実際に派遣部隊にその任務を付与するかどうかは政府が判断する。慎重な検討を求めたい。 
　安保関連法により、ＰＫＯの自衛隊部隊は「駆け付け警護」「宿営地の共同防護」のほか、巡回、検問などの「安全確保業務」も法的にはできるようになった。政府は当面、安全確保業務の訓練はしないというが、将来的にどうしようと考えているのか、はっきりしない。 
　安保関連法は実質計１１本の法律を束ねたもので、論点が多岐にわたり、昨年の通常国会で改正ＰＫＯ法はほとんど議論されないまま成立した。秋の臨時国会では、自衛隊員に無用な不安を抱かせないためにも、丁寧な議論が必要だ。 
社説　自衛隊新任務　国会での議論は十分か

東京新聞2016年8月26日

 　自衛隊の新たな任務に関する訓練が始まり、安全保障関連法は運用段階に入る。平和国家という「国のかたち」を変えてしまいかねない海外での活動だ。国会での議論は、とても十分とは言えない。

　自衛隊の新たな任務は、昨年九月に成立し、今年三月に施行された安全保障関連法に基づく。稲田朋美防衛相は二十四日、新たな任務のほぼ全てについて、訓練に着手することを表明した。

　想定される訓練内容は、米艦への攻撃に反撃する「米艦防護」、国連平和維持活動（ＰＫＯ）関係者らを襲った武装集団などへの反撃に向かう「駆け付け警護」、他国軍と協力しての「宿営地の共同防衛」などだ。

　このうち米艦防護は、歴代政権が憲法上認められないとしてきた集団的自衛権の行使に当たり、民進、共産両党などは憲法違反だとして関連法の廃止を求めてきた。

　違憲の疑いを残したまま訓練を始め、法律の運用を既成事実化することが妥当とは言えまい。

　ＰＫＯも同様だ。十一月の交代で南スーダンに派遣される陸上自衛隊部隊から、駆け付け警護など新たな任務が与えられる予定で、派遣準備訓練も始まった。

　日本のＰＫＯは国際的な人的貢献であり、その意義は認める。現在活動中の南スーダンのほか、カンボジアなどこれまで十三の活動に参加して高い評価を得てきた。

　一発の銃弾を撃つこともなく、戦闘による犠牲者を一人も出していない。紛争当事者間の停戦合意など「参加五原則」に基づいて、注意深く派遣してきたためだ。

　しかし、駆け付け警護や宿営地共同防衛などの任務が加われば、より危険な任務に当たる自衛隊員のリスクは確実に高まる。

　しかも南スーダンでは七月、政府軍と反政府勢力との間で戦闘が再燃し、数百人が死亡したとされる。新たな任務を付与する前に、参加五原則を満たしているのか否かをまず検討すべきでないのか。

　安保関連法の国会審議を振り返ると、集団的自衛権の行使の是非に焦点が当たり、ＰＫＯをめぐる議論は深まらなかったのが実態だ。政府が十一本もの法案を二つに束ねて提出したことも、大きな要因だろう。

　戦後日本は憲法九条の下で専守防衛に徹し、国際的信用を得てきた。海外での武力の行使や武器使用など新たな任務が加わっても、その「国のかたち」を変えることはないと言い切れるのか。あらためて議論を尽くすべきである。

社説　駆け付け警護　自衛隊の危険が高まる
北海道新聞08/26 08:55
　安全保障関連法に基づく新任務の訓練が、陸海空の各自衛隊で順次始まる。違憲の疑いが強く、いまも反対世論が根強い安保法がいよいよ運用段階に移行する。
　政府がまず実施を検討しているのが、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）での「駆け付け警護」だ。他国の部隊や国連職員らが武装勢力に襲われた際、現場に向かい武器を使って助ける。
　正当防衛や緊急避難の場合に限られていた武器使用基準が安保法で緩和され、任務遂行のための警告射撃が可能になった。
　現在活動中の陸自北部方面隊第７師団（千歳市）と交代で１１月から派遣予定の青森県の部隊に任務が付与される可能性がある。
　実施すれば自衛隊が戦闘に巻き込まれて隊員の命が危険にさらされかねない。相手を殺傷する側に立つことも否定できない。
　海外での武力行使を禁じた憲法９条との関係でも大きな問題がある。駆け付け警護に反対する。
　自衛隊が襲われたら他国に助けてもらうのに、自衛隊が何もせず他国を見殺しにはできない―。
　駆け付け警護が必要な理由として語られてきた主張だが、南スーダンの情勢に照らし合わせれば、そんな話では片付けられない。
　７月に大統領派と副大統領派の戦闘が再燃し、２７０人以上が死亡した。反政府勢力の指導者だった副大統領は更迭され、国外に避難した。政情は予断を許さない。
　ＰＫＯ参加５原則の柱である「紛争当事者間の停戦合意」は崩れているとみるのが自然だ。
　それなのに「反政府勢力は国家に準ずる組織ではなく、紛争当事者に該当しない」として停戦合意は守られているという政府の説明に、まず無理がある。
　こうした紛争地で武装勢力と銃火を交えることなど、専守防衛に徹してきた自衛隊としてあってはならないことだ。
　隊員が血を流すだけでなく、刻々と変化する状況の中で正確な判断をできず、非戦闘員の民間人を誤射するリスクも生じるだろう。
　安保法の新任務では集団的自衛権の行使と後方支援活動についても、日米共同の訓練を早ければ１０月にも実施する方向となった。
　北朝鮮の核・ミサイル開発が進展し、中国が海洋進出を図る東アジアの現状は確かに憂慮される。だが、日本は個別的自衛権の行使で対応できるはずだ。
　ＰＫＯのあり方をはじめ、秋の臨時国会では安保法にいま一度徹底的な議論が求められる。
社説　ＰＫＯ新任務へ訓練／見切り発車は許されない
河北新報2016年08月25日木曜日
　自衛隊の海外活動を拡大する安全保障関連法（３月施行）の「封印」が、いよいよ解かれた。ほぼ全ての新任務を巡る訓練が解禁され、運用段階へ向けて本格移行することになった。
　稲田朋美防衛相がきのう記者会見で正式に表明した。
　国連平和維持活動（ＰＫＯ）では、１１月中旬に南スーダンへ派遣予定の陸自第９師団第５普通科連隊（青森市）主体の１１次隊に、「駆け付け警護」「宿営地の共同防衛」の新任務が付与されることを想定した訓練を始める。
　安倍政権は７月の参院選以降に、ＰＫＯ新任務の付与とそれに先立つ訓練を先送りしてきた。「憲法改正」と同様に、こちらも争点隠しの選挙戦術だったのでは、という疑念が拭い切れない。
　国会での答弁も曖昧だった。活動とともにこれまで以上に高まる隊員のリスクをどれだけ国民に説明し、理解を得る努力をしてきたのか。実績づくりを優先させる「初めに新任務ありき」の見切り発車は許されない。
　駆け付け警護は、離れた場所で武装集団に襲われた国連職員らを、自衛隊員が武器を使って救出する任務。宿営地防衛はＰＫＯに共同派遣された他国軍とともに、宿営地を共同で警護する。
　いずれも安保法によって、正当防衛などに限られていた従来の武器使用基準を緩和したものだ。ただ、武装勢力に敵と見なされれば、交戦も起こり得る。場合によっては双方に死傷者も出かねない。憲法９条が禁ずる「海外での武力行使」に発展する恐れはないのだろうか。
　当面は実動訓練だけで、実際に付与するかどうかは現地の情勢や部隊の習熟度合いを見極めるという。慎重に判断するのは当然である。９月招集の臨時国会で徹底的に是非を論議してほしい。
　ＰＫＯ参加の前提として「紛争当事者間で停戦合意」など５原則が設けられている。そもそも、南スーダンの情勢が果たしてこの条件を満たしているかどうか疑問が残る。
　南スーダンは７月に政府軍と反政府勢力の間で戦闘が再燃し、数百人が死亡したとされる。現地では自衛隊の部隊が宿営地以外での活動を一時見合わせた。２０１５年８月に成立した和平協定は事実上破綻したとの見方もあり、実際、今もなお地方では散発的な衝突が続いている。
　にもかかわらず、政府はあくまで紛争の解釈にこだわり、「停戦合意は崩れていない」との立場を堅持している。しかし、自衛隊の部隊が置かれている環境が、安全に保たれているかどうかによって判断すべきだ。
　そのためには、現地での情報収集活動はいうまでもなく、治安が悪化するような兆候があれば、直ちに派遣の規模を縮小したり、完全撤退したりすることを躊躇（ちゅうちょ）すべきでないだろう。ＰＫＯ５原則を形骸化させてはならない。
　自衛隊は１２年以来、施設部隊を南スーダンに派遣し、インフラ整備などで国際貢献を果たしてきた。新たな任務の付与によって、自衛隊員が海外で銃の引き金を引くような事態を招いてはならない。
東奥日報2016年8月24日(水)

社説　厳格な情勢判断求める／PKO新任務

　政府は、安全保障関連法施行に伴い、自衛隊の新たな任務となった「駆け付け警護」などの実施に向け、訓練を始める方針だ。南スーダンの国連平和維持活動（PKO）にこれから参加する陸上自衛隊の部隊に任務を付与することを想定している。

　駆け付け警護は武装集団に襲われた国連職員らを隊員が武器を使い救出する任務だ。

　南スーダンの治安は悪化しており、日本のPKO部隊がこれまで従事してきたインフラ整備などに比べ、駆け付け警護によって隊員の危険性が増すのは確実だろう。

　初めから「派遣ありき」「新任務ありき」で検討するのではなく、現地の情勢を厳しく分析し、部隊引き揚げも含めて慎重な判断が必要だ。

　南スーダンは内戦を経てスーダンから分離独立したが、政府軍と反政府勢力の間で内戦状態に陥った。昨年8月に和平協定が成立、双方が参加する政権が発足したものの抗争が再燃、7月に300人近い死者が出る戦闘が起きた。

　国連安全保障理事会は先ごろ、治安回復に向けて国連派遣団に約4千人の増派部隊を投入する決議案を採択した。しかし、南スーダンのキール大統領は「内政干渉につながらないようにすべきだ」と増派に懸念を示した。

　自衛隊のPKO派遣に関しては当事国の同意や紛争当事者間の停戦合意などの「参加5原則」が定められている。

　稲田朋美防衛相は増派に対する南スーダン政府の対応に関して「基本的には受け入れている」との認識を表明。紛争の状況については「情報を総合的に勘案すると、PKO協力法上の武力紛争が新たに生じたということではない」と述べ、参加5原則を満たしていると強調している。

　しかし、派遣継続の結論が先にあり、判断が甘くなっている恐れはないか危惧する。300人近い死者が出た戦闘の際も当時の中谷元・防衛相は「政府側と反政府側の間の発砲事案」と述べたが「発砲事案」にしてはあまりに多い死者だ。事態の矮小（わいしょう）化は判断を誤る要因となりかねない。

　南スーダンでは陸自第7師団（北海道千歳市）を主力とする10次隊が活動している。11月に、青森市が拠点の第5普通科連隊を中心とする11次隊と交代する予定だ。自衛隊PKO初派遣から約25年。隊員を危険な局面にさらすことのないよう、政府には厳格な判断が求められる。

社説　安保法新任務　リスク増大を危惧する
秋田魁新報2016年8月25日 掲載 
　安全保障関連法施行に伴って飛躍的に拡大した自衛隊活動のほぼ全ての新任務に関し、稲田朋美防衛相は２４日以降に訓練に着手すると表明した。自衛隊活動が大きな転機を迎えたことになる。
　歴代政権が禁じてきた集団的自衛権の行使や国連平和維持活動（ＰＫＯ）派遣部隊に付与される「駆け付け警護」などの実動訓練が順次始まり、運用段階へ本格的に移行する。自衛隊活動の拡大により、隊員のリスク増大が危惧される。
　隊員を危険な局面にさらすことのないよう、政府には新任務付与に際して慎重な判断を強く求めたい。憲法学者から指摘されている安保関連法の違憲性も含め、同法の本格運用で想定される問題点に関して国会で審議を尽くすべきである。
　訓練開始によって差し迫った問題となるのは、１１月に交代するアフリカ・南スーダンＰＫＯの陸上自衛隊派遣部隊に新任務を付与する方向で政府が検討している点だ。
　ＰＫＯ任務では武器使用基準が緩和され、自衛隊の活動区域から離れた場所で武装集団に襲われた国連職員らを救出する駆け付け警護や、他国軍と共に宿営地を警護する「宿営地の共同防衛」などが解禁された。
　しかし、南スーダンの治安は急激に悪化しており、７月には政府軍と反政府勢力の間で３００人近い死者が出る戦闘が起きている。そうした状況下で新任務を付与された隊員が派遣されれば、隊員の危険性が増すのは確実だろう。
　１１月中旬に１１次隊として現地に派遣される予定なのは、陸自第９師団第５普通科連隊（青森市）を中心とする部隊だ。陸自秋田駐屯地には「現段階で派遣要請はない」というが、本県近隣の部隊が実際の武器使用を想定した訓練に入ることには緊張感を覚える。
　１１次隊に新任務を付与するかどうかは現地情勢や部隊の習熟度を見極め、国家安全保障会議（ＮＳＣ）で１０月末までに判断するというが、「新任務ありき」で進めるようなことがあってはならない。安全環境を厳しく分析し、状況によっては部隊引き揚げも検討すべきだ。
　密接な関係にある他国への攻撃を自国への攻撃と見なして反撃する集団的自衛権行使に関わる訓練は、朝鮮半島有事で日本防衛のため活動する米艦を自衛隊が防護することなどを想定したものになるとみられる。
　米軍などとの共同訓練が本格化すれば、中国や北朝鮮を刺激して東アジアの緊張が一層高まることも懸念される。
　戦後日本の安全保障政策の大転換となった安保関連法の施行については国民の間で賛否が割れており、憲法が掲げる平和主義が損なわれるのではないかという不安は依然強い。同法が本格運用に入る中、その運用状況や政府の対応を国民も厳しく監視していく必要がある。
社説　安保をただす　自衛隊訓練　疑問残したままの着手
信濃毎日新聞2016年8月25日
　安全保障関連法はいよいよ運用段階へ進もうとしている。
　自衛隊の新任務のほぼ全てについて、訓練に着手することを稲田朋美防衛相がきのうの記者会見で表明した。
　歴代の政権が憲法上認められないとしてきた集団的自衛権の行使をはじめ、違憲の疑いが残ったままだ。安保法の運用を既定路線にはできない。改めて国会で是非をたださなくてはならない。
　稲田氏は「今後、各部隊で必要な訓練を実施していく。いかなる場合にも対応できるよう準備するのが当然だ」と述べた。訓練の詳細は明らかにされていない。
　新任務は多岐にわたる。集団的自衛権については、朝鮮半島有事の際に日本防衛のため活動する米艦を自衛隊が防護するといった想定での訓練が見込まれる。
　戦闘状態にある米軍などへの弾薬提供を含む後方支援、国連平和維持活動（ＰＫＯ）で武装集団に襲われた国連職員らを隊員が救出する「駆け付け警護」や他国軍との宿営地の共同防衛などの訓練も始まる予定だ。
　自衛隊の在り方がこれまでとは大きく変わる。政府は従来、「自衛のための必要最小限度の実力組織」である自衛隊は「戦力」に当たらないと説明してきた。海外での武器使用など新任務が加わっても同じことが言えるのか、疑念が拭えない。
　３月に施行されて以降、政府は訓練などの表立った動きを控えてきた。７月の参院選に影響するのを避けたかったのは明らかだ。国民に理解されるよう努力するとの言葉とは裏腹に、正面から判断を仰ごうとしてこなかった。
　集団的自衛権行使を可能にした安保法は違憲だとして、各地で市民らが自衛隊の出動差し止めなどを求める訴訟を起こしている。国民の反対意見は依然、根強い。このまま運用段階へ踏み出させるわけにはいかない。
　違憲性のほかにも、疑問点は多い。日本を守るためになぜ個別的自衛権だけでなく、集団的自衛権が必要なのか。安保環境の厳しさを強調しながら、自衛隊の海外活動を拡大することは妥当か。海外での武器使用が日本や日本人への敵意を生みはしないか…。
　さまざまな論点が掘り下げられないまま、成立した法律だ。臨時国会が来月召集される。訓練着手が表明されたのを機に議論し直す必要がある。 
 
社説　自衛隊新任務　国会での議論は十分か
中日新聞2016年8月26日
　自衛隊の新たな任務に関する訓練が始まり、安全保障関連法は運用段階に入る。平和国家という「国のかたち」を変えてしまいかねない海外での活動だ。国会での議論は、とても十分とは言えない。
　自衛隊の新たな任務は、昨年九月に成立し、今年三月に施行された安全保障関連法に基づく。稲田朋美防衛相は二十四日、新たな任務のほぼ全てについて、訓練に着手することを表明した。
　想定される訓練内容は、米艦への攻撃に反撃する「米艦防護」、国連平和維持活動（ＰＫＯ）関係者らを襲った武装集団などへの反撃に向かう「駆け付け警護」、他国軍と協力しての「宿営地の共同防衛」などだ。
　このうち米艦防護は、歴代政権が憲法上認められないとしてきた集団的自衛権の行使に当たり、民進、共産両党などは憲法違反だとして関連法の廃止を求めてきた。
　違憲の疑いを残したまま訓練を始め、法律の運用を既成事実化することが妥当とは言えまい。
　ＰＫＯも同様だ。十一月の交代で南スーダンに派遣される陸上自衛隊部隊から、駆け付け警護など新たな任務が与えられる予定で、派遣準備訓練も始まった。
　日本のＰＫＯは国際的な人的貢献であり、その意義は認める。現在活動中の南スーダンのほか、カンボジアなどこれまで十三の活動に参加して高い評価を得てきた。
　一発の銃弾を撃つこともなく、戦闘による犠牲者を一人も出していない。紛争当事者間の停戦合意など「参加五原則」に基づいて、注意深く派遣してきたためだ。
　しかし、駆け付け警護や宿営地共同防衛などの任務が加われば、より危険な任務に当たる自衛隊員のリスクは確実に高まる。
　しかも南スーダンでは七月、政府軍と反政府勢力との間で戦闘が再燃し、数百人が死亡したとされる。新たな任務を付与する前に、参加五原則を満たしているのか否かをまず検討すべきでないのか。
　安保関連法の国会審議を振り返ると、集団的自衛権の行使の是非に焦点が当たり、ＰＫＯをめぐる議論は深まらなかったのが実態だ。政府が十一本もの法案を二つに束ねて提出したことも、大きな要因だろう。
　戦後日本は憲法九条の下で専守防衛に徹し、国際的信用を得てきた。海外での武力の行使や武器使用など新たな任務が加わっても、その「国のかたち」を変えることはないと言い切れるのか。あらためて議論を尽くすべきである。
論説　安保法新任務　高まる自衛隊員のリスク

福井新聞2016年8月26日午前7時05分

反対の声が渦巻く中で昨年９月、安全保障関連法が成立。稲田朋美防衛相は今年３月の法施行に伴い、自衛隊活動の新任務訓練に着手すると表明、実行に移した。国連平和維持活動（ＰＫＯ）派遣部隊が行う「駆け付け警護」などの実動訓練へ準備が本格化する。
　歴代政権が認めてこなかった集団的自衛権行使を含む任務拡大で自衛隊活動が大きく変容。他国軍への後方支援も大幅拡大し、隊員はより「戦場」近くで困難な活動を迫られる。
　武器使用によるリスク増大で命の危険性に直面する可能性もある。現地の安全環境をしっかり調査、分析しなければ安保論議で懸念された「戦う自衛隊」が現実化し、日本の平和理念を揺るがす事態になろう。
　政府は安保関連法で、自衛隊が活動する新たな「事態」を複数創設した。平時から有事まで「切れ目のない対応」が可能になると強調するが、事態認定の基準は曖昧なままだ。
　▽日本と密接な関係にある他国に武力攻撃が発生し、日本の存立が脅かされ、国民の権利、生命が根底から覆される明白な危険がある「存立危機事態」（集団的自衛権行使）、▽日本の平和と安全に重要な影響を与える「重要影響事態」、▽国際社会の平和と安全を脅かす「国際平和共同対処事態」を設定した。
　またＰＫＯも武器使用基準を緩和。襲撃された国連や非政府組織（ＮＧＯ）職員、他国部隊などを武器で助ける「駆け付け警護」や宿営地を共同防衛する治安維持任務も可能にした。
　外部からの「武力攻撃事態」に対処する従来の「個別的自衛権」行使から任務が大きく拡大することで、未知の領域に踏み出す。一発の銃弾も撃たず、一人の戦死者も出さなかったとされる自衛隊は、時の政権の裁量次第で任務が際限なく広がる懸念が高まる。
　その第一弾がアフリカ・南スーダンＰＫＯである。１１月に交代する陸上自衛隊の部隊に新任務を付与。２５日から訓練を開始した。だが、南スーダンの治安情勢は急激に悪化し、宿営地付近でも戦闘が起きた。国内では７月に武力衝突で３００人近い死者が出ている。
　政府は２０１２年から陸自のＰＫＯを派遣。約３５０人が道路舗装や避難民キャンプの整備を担った。しかし、治安の悪化で宿営地区域外での活動を一時休止した。「安全第一」のインフラ整備に比べ、駆け付け警護が付与されれば隊員の危険性が増すのは必至だ。
　今回の派遣準備訓練では抵抗する暴徒らを武器で威嚇、制圧する訓練も実施する見通し。国連安保理は８月１２日、約４千人の増派を決議したが、政権は憂慮を表明し、住民は「軍事介入だ」と猛反発している。
　こうした「命懸けの任務」は、日米同盟強化を踏み台にさらに活動範囲が拡大するだろう。国会で議論を深めるべきである。

社説　駆け付け警護　立ち止まって再考せよ
京都新聞2016年08月26日掲載

　稲田朋美防衛相が、安全保障関連法に基づく自衛隊の新任務の訓練開始を表明した。国連平和維持活動（ＰＫＯ）に関する任務をはじめ、他国軍の後方支援、平時からの米軍艦船などの防護、海外テロ発生時の邦人保護・救出などを想定した訓練が順次始まる。
　国民の不安の声を押し切っての安保法成立から約１年。政府は今夏の参院選で議論を再燃させまいと、訓練を先送りしてきた。この間、自衛隊の武器使用基準の見直しなどが内々に進んだ一方、安保国会で指摘された多くの課題は手つかずのままだ。
　とりわけ当面の焦点であるＰＫＯ派遣部隊の新任務については、安保法をめぐる憲法論争に時間を費やしたこともあって、説明も審議も不足している。政府は「駆け付け警護」などの新任務を今後派遣する部隊に付与する方針だが、立ち止まって再考すべきだ。
　国連やＮＧＯの職員が武装集団に襲われた際、武器を持って助けに行く「駆け付け警護」は、ＰＫＯ部隊に現場で瞬時の判断を迫る難しい任務だ。警告射撃などが新たにできるようになるぶん、相手を刺激して本格的な戦闘に発展する危険性もある。市街地での混乱した状況では、誤って民間人を撃つ恐れも否定できない。
　安保国会では、軍法をもたない自衛隊が海外の戦闘で過失を犯した場合の外交への影響や、隊員の法的地位の不備が指摘されたが、対策は置き去りだ。訓練をどれほど積んでも不測の事態が生じる可能性はある。多様な場面を想定した訓練をすればするほど、隊員が向き合わねばならないリスクの深刻さが明らかになろう。
　政府はこれまで、安保法で自衛隊員のリスクが高まることはないと繰り返してきた。一方、紛争地の状況は刻々と変化している。国連の南スーダンＰＫＯも当初は国づくり支援が目的だったが、３年前に新たな内戦が勃発して市民保護が最重要任務となり、今年７月に戦闘が一時拡大した際には中国人のＰＫＯ隊員が巻き込まれて死傷している。
　そもそも違憲の疑いが拭えない安保法である。自衛隊員や日本の平和主義が傷つくリスクを曖昧にしたまま、訓練を進め、新任務の付与への地ならしをすることは容認できない。
　国際平和のための活動のうち、日本が担うべき役割は何か。取り得る手段とリスクの範囲はどうか。９月には臨時国会が始まる。平和主義のあり方をいま一度、与野党で議論しなければならない。

神戸新聞2016/08/26
社説　自衛隊の新任務／リスクの増大を直視せよ
　自衛隊が、この春に施行された安全保障関連法に基づく新任務に向けた訓練をきのうから始めた。
　他国が攻撃された際に武力を用いる集団的自衛権の行使や、他国軍に弾薬や燃料などを提供する後方支援などが順次、運用段階に入る。
　最も懸念されるのは、現場の隊員が直面する危険性の高まりだ。
　１１月に南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣される陸上自衛隊の部隊に対して、政府は武装集団に襲われた国連職員らを救出する「駆け付け警護」を新たな任務として付与する方針とされる。
　その場合は、他国軍とともに実施する「宿営地の共同防衛」も同時に発令することになるという。
　いずれの任務も、武器使用基準の緩和によって、銃を示しての威嚇や警告射撃が可能になる。同時に、相手を刺激して戦闘行為に巻き込まれる事態も十分に予想できる。
　自衛隊はこれまで一発の銃弾も撃たず、一人の戦死者も出さなかった。しかし、今後は全く異なる状況下に置かれる。そのことを国民も認識しておく必要がある。
　リスクの増大に関して、安倍晋三首相は昨年の国会で曖昧な答弁に終始した。国民の反発を恐れたからとされる。新任務の付与も、予定された５月ごろから参院選後に先送りした。選挙での争点化を避ける対応は姑息（こそく）といわれても仕方がない。
　新任務が必要というのなら、危険の程度も国民に語るべきである。
　稲田朋美防衛相は就任直後のインタビューで「自衛権行使の過程で犠牲者が出ることも考えておかねばならない」と述べた。だが、所管の大臣として心を砕くべきは、いかに任務遂行上の犠牲を防ぐか、だろう。隊員の安全確保策についても丁寧に説明する責任がある。
　南スーダンでは７月に政府軍と反政府勢力による戦闘で３００人近くが死亡し、対立が再燃した。自衛隊の宿営地にも流れ弾が飛ぶなど緊迫した状況で、肝心の和平協定が既に暗礁に乗り上げ、ＰＫＯの前提が崩れたとの見方もある。
　政府は自衛隊への新任務付与について１０月末までに最終判断する方針だが、「新任務ありき」の姿勢では現場に立つ隊員や家族の理解も得られないだろう。多くの命を危険にさらすリスクを無視せず、可否は慎重に考えるべきだ。
社説　駆け付け警護　「なし崩し」許されない

中国新聞2016/8/24

　安全保障関連法がついに運用段階に入る。陸上自衛隊は国連平和維持活動（ＰＫＯ）で新しい任務となった駆け付け警護と宿営地の共同防衛に向けた訓練をあすにも始める見通しだ。

　アフリカの南スーダンを現場として想定する。新任務は派遣部隊が交代する１１月にも付与される。だが現地では政権を二分する抗争が起き、内戦の再燃といってもいい。自衛隊の宿営地付近で戦闘が起きたほか先月は一般人ら３００人近い死者が出たことをどう考えるのか。

　駆け付け警護とは、自衛隊が活動する区域外で、武装集団などに襲われた国連職員らを武器を使って助ける任務だ。銃撃戦など激しい抵抗を受けるリスクが高い。４年前から自衛隊が現地で担ってきたインフラ整備などの任務とは比べようもない。

　安保関連法を審議した昨年の国会でも、危険を高めるＰＫＯ協力法改正について突っ込んだ議論や説明があったとはいいがたい。３月の法施行後、現実は足元に迫っていた。

　訓練は日本国内の陸自施設で行い、宿営地を再現して警告射撃の手順などを確認するという。この手の習熟には半年かかるとの声も陸自にはあるようだが、今回は３カ月しか猶予がない。ここまで訓練がずれ込んだのは先の参院選で争点化を避ける狙いがあったからだろう。

　むろん南スーダンに限った話ではない。日本のＰＫＯの在り方自体が問われていよう。

　どの国に派遣するにしても、現状分析がまず第一だ。南スーダンはどうか。抗争が激化した７月に中国のＰＫＯ部隊の２人が殺害され、英国やドイツは一部部隊を撤退させた。自衛隊だけが安全とは考えにくい。

　ここで思い出すのは安倍晋三首相の国会答弁だ。隊員のリスクが増える恐れを頑として認めようとしなかった。法案を通すための方便だったのだろうか。

　国連安全保障理事会は今月、南スーダンに４千人を増派する決議案を採択した。日本政府は派遣継続の大義名分とするつもりかもしれない。だがその前に日本独自の「参加５原則」を忘れてはならない。

　１９９２年、ＰＫＯ協力法に盛り込まれた。この時も自民党が強引に押し切った形だった。ただ、当事国の同意や紛争当事者間の停戦合意などの歯止めをかけた。駆け付け警護は任務の性質からいって対極にある。

　しかし政府は「派遣・新任務ありき」で安保関連法の具体化に前のめりの感が否めない。抗争激化で隊員の安全が心配される中、稲田朋美防衛相は「ＰＫＯ協力法上の武力紛争が新たに生じたということではない」と述べたが、本当だろうか。仮に事実を矮小（わいしょう）化しているなら由々しき事態である。

　国連派遣団がどれほど増えようとも、武力では事態の収拾は望めない。むしろ話し合いによる解決しか道はあるまい。そうなれば難民らへの医療支援など平和国家を掲げる日本ならではの貢献もあるはずだ。

　ＰＫＯ新任務と軌を一にして政府は来月の臨時国会に日米が弾薬などの物資を融通し合う法案も出す構えだ。ＰＫＯもそうだが既成事実化によるなし崩しは許されない。南スーダンからの自衛隊撤退をためらうべきではないし、少なくとも新任務を付与すべきではない。

社説　自衛隊ＰＫＯ新任務　付与ありきの拙速判断危惧する
愛媛新聞2016年08月27日（土）
　安全保障関連法で拡大した自衛隊の新任務に関する訓練が、今週始まった。南スーダンでの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に１１月から派遣される予定の部隊が、現地の情報や関係法令などの基礎知識を習得する準備訓練をした後、来月中旬にも本格的な実働訓練に移るという。 
　政府がＰＫＯで想定しているのは、武装集団に襲われた国連職員らを武器を使って救出する「駆け付け警護」や、他国軍と共に施設を守る「宿営地の共同防衛」だ。ただし新任務付与は自動的に行われるのではなく、現地情勢などを見極めて政府が決める。安保関連法適用を急ぐあまり、「新任務ありき」の拙速な判断は厳に慎みたい。秋の臨時国会での熟議を求める。 
　安保関連法は昨年９月に成立し、３月に施行された。訓練時期の先延ばしが、参院選の争点になるのを避けるためだったのは想像に難くない。加えて、法案の審議過程では憲法違反の疑いが濃い集団的自衛権の行使容認に議論が集中し、ＰＫＯ新任務については掘り下げ不足だったことを忘れてはなるまい。安倍晋三首相は、国民に約束した「丁寧な説明」には程遠い現状を真摯（しんし）に省みるべきだ。 
　南スーダンは２０１３年末に内戦状態に陥った。先月には大統領派と元反政府勢力の間で大規模な戦闘が起き、２７０人以上の死者が出た。国連施設内にある自衛隊宿営地でも弾頭が複数見つかったほか、在留邦人が隣国に退避を余儀なくされるなど影響が広がった。ＰＫＯ部隊の４千人増派を決めた国連に対し、キール大統領は「深刻な懸念」を示し、主権侵害などに神経をとがらせる。 
　日本がＰＫＯに参加するためには、紛争当事者による「停戦合意」「ＰＫＯへの同意」など五つの前提条件がある。現地の状況を見る限り、満たしていないとの疑念が消えない。英国やドイツは、安全確保のため一部隊員を退避させた。日本政府は「武力紛争には該当しない」などとして条件は維持されていると強調するものの、派遣継続の是非を含め、ＰＫＯの在り方を改めて検討する必要もあろう。 
　「駆け付け警護」などを可能とする根拠は、安保関連法による武器使用基準の緩和にある。憲法が禁じる武力行使との関係を見落としてはなるまい。政府は「国や国に準じる組織」に対する使用が武力行使に当たるとの立場だ。「停戦」を前提とする以上、敵対勢力として「国や国に準じる組織」が出てくることはないと強弁して憲法との整合性を図るが、南スーダンでは肝心の前提に疑問符が付く。 
　１１年の南スーダン独立以降、日本は官民で国造りを支えてきた。ＰＫＯなどによるインフラ整備の必要性は理解する。しかし、新任務は海外で人に向けて一発の銃弾も撃ったことがない自衛隊の活動を変貌させ、隊員のリスクを高めることになる。数々の問題点を放置したままの見切り発車は容認できない。
社説　 駆け付け警護  自衛隊を危険にさらすな 
徳島新聞 2016年8月27日付
　「憲法違反」の疑いが根強い安全保障関連法に基づいて、自衛隊の新たな任務の訓練が始まった。
　南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）を巡り、武装集団に襲われた国連職員らを隊員が武器を使って救出する「駆け付け警護」の実施に向け、準備が本格化する。
　自衛隊員が海外で銃撃戦を行う事態が現実味を帯びてきた。これまで一発の銃弾も撃たず、一人の戦死者も出さなかった自衛隊にとっては大きな転機となる。
　あえて自衛隊員の生命を危険にさらすような新任務には賛成できない。
　南スーダンに１１月、１１次隊として派遣される陸自第５普通科連隊（青森市）を中心とする部隊が、派遣準備訓練を始めた。関係法令など基礎知識を習得した上で、「駆け付け警護」や、他国軍と共に宿営地を警護する「宿営地の共同防衛」の実動訓練に入る。
　実際に新任務を付与するかどうかは、現地情勢や部隊の習熟度を見極めて判断する。
　首都のジュバでは７月に、キール大統領派と、マシャール前第１副大統領派の元反政府勢力の間で大規模な戦闘が起き、２７０人以上が死亡したばかりだ。陸自部隊の宿営地があるジュバの国連施設周辺でも銃撃戦が確認された。その後も、兵士の略奪行為や性犯罪が報告されている。
　自衛隊が参加している国連南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）の軍司令官は、陸自部隊の新任務で危険性は増えないとの見方を示したが、治安については「安定したが今後は予測不可能」と指摘した。
　南部イエイ近郊では先日、大統領に忠誠を誓う部隊とマシャール氏派の武装勢力の衝突が起きたもようだ。
　日本政府は「紛争当事者間の停戦合意」などＰＫＯ参加５原則は維持されているとの立場だが、大丈夫なのか。
　自衛隊のＰＫＯ参加は、憲法に基づき、海外で武力行使をしないのが大前提である。
　ところが、安倍政権はＰＫＯでは停戦合意がある以上、「国または国に準ずる組織」は敵対勢力として登場しないとし、「駆け付け警護」を認めた。
　現在、南スーダンでは、陸自第７師団（北海道千歳市）が主力の約３５０人が１０次隊として、ジュバの道路舗装や避難民キャンプの整備に従事してきた。
　このように現地を支援する貢献の在り方こそが、平和国家の日本にふさわしい。
　もちろん、治安の状況次第では、現地からの自衛隊撤退を検討すべきである。
　安倍政権は、参院選の争点になるのを避けて、新任務の訓練と付与を先延ばししてきた。選挙が終われば実施するというのは、ご都合主義のそしりを免れない。
　集団的自衛権の行使に関連する米艦の自衛隊による防護などの訓練も実施されるとみられる。他国軍への後方支援も含め、自衛隊を「戦場」に近づけてはならない。
高知新聞.08.26 08:00
社説　自衛隊の任務　国民の疑問は解けてない
　稲田防衛相が、安全保障関連法の施行に伴って拡大した自衛隊の新たな任務に関し、訓練を開始すると表明した。
　歴代政権が認めてこなかった集団的自衛権の行使にも対応し、自衛隊の活動はその範囲、内容とも大きく変容することになる。
　しかし、安保法は今も違憲論が根強く、新任務で自衛隊員の危険性が増す懸念も置き去りにされたままだ。国民の根本的な疑問に応えることなく、安保法の運用を強行する政府の姿勢は、拙速に過ぎると言わざるを得ない。
　政府は訓練の詳細を明らかにしていないが、集団的自衛権の行使については朝鮮半島有事の際に米軍の艦船を自衛隊が防護する状況などが想定される。戦闘状態にある他国軍への後方支援拡充もにらんだ内容となるだろう。
　国連平和維持活動（ＰＫＯ）では、国連要員らが武装集団に襲われた現場に赴き、武器を使って救出する「駆け付け警護」などが任務に加わる。これまでＰＫＯでの武器使用は正当防衛などに限られてきたが、安保法で使用基準が緩和され解禁となった。
　自衛隊は海外で一発の銃弾を発することなく、犠牲者も出していない。ただ、今後もその歴史を継続できるかどうか。新任務が従来活動より「戦場」に近づくのは明らかで、ＰＫＯの駆け付け警護一つをとっても、自衛隊員が殺し殺される懸念を禁じ得ない。
　ＰＫＯでの新任務の付与は、現地情勢などを踏まえ、国家安全保障会議（ＮＳＣ）で判断するが、訓練は日本が唯一ＰＫＯを展開する南スーダンへ、交代で派遣予定の部隊を中心に始まる。
　現地では治安が悪化し、７月には戦闘に発展。自衛隊の宿営地で流れ弾とみられる複数の弾頭が見つかったほか、ＰＫＯ部隊が攻撃を受けて中国人隊員に死傷者も出ている。
　従来のインフラ整備に新任務が加われば、戦闘に巻き込まれる可能性が高まるのは避けられまい。
　安倍首相は国会での審議でも、自衛隊員のリスク増大を明確に認めてこなかった。自衛隊活動の大きな転機に至ってなお、政府は認識を示さなかった。
　強行採決による成立後、安倍首相は国民の理解が得られていない状況を認め、「丁寧に説明を続ける」と明言したはずだ。
　だが、新任務の付与や訓練を早々に先延ばしし、７月の参院選でも安保法に関する言及は乏しかった。反発を恐れているのか、国民との約束を果たしたとは言い難い。
　そもそも安保法は、多くの憲法学者や法曹関係者が違憲と指摘し、国民の疑問は全く解消されていない。全国で集団提訴も相次ぐ。この状況では、リスクに対する共通認識が醸成されたとは到底いえない。
　政府は違憲の疑いがある安保法の運用を強行する前に、怠ってきた国民への説明責任を果たすべきだ。 
社説　駆け付け警護　任務付与前に徹底論議を
西日本新聞2016年08月26日
　政府は、今年３月に施行した安全保障関連法により拡大した自衛隊活動のほぼ全ての新任務について、自衛隊に訓練を開始させると発表した。これにより、安保法制は本格的な運用段階に入った。
　新任務は多岐にわたるが、任務付与が具体的に想定されているのは、国連平和維持活動（ＰＫＯ）に伴う「駆け付け警護」である。
　政府は現在、南スーダンのＰＫＯに陸上自衛隊の施設部隊を派遣し、道路整備などを行っている。１１月に現部隊と交代で派遣する陸自第９師団第５普通科連隊（青森市）に駆け付け警護などの訓練を実施し、派遣時に新任務として付与する方針だ。
　駆け付け警護とは、離れた場所にいる国連職員や他国軍兵士などが、武装したグループや暴徒に襲われた場合、自衛隊が武器を持って助けに行くことである。
　新法制では、この際に自衛隊の行動を妨害する相手を排除するための警告射撃ができるようになった。相手に危害を与える射撃は、従来の原則通り正当防衛や緊急避難に該当する場合に認められる。
　自衛隊が武装した相手と向かい合う「駆け付け警護」には、従来の人道支援とは次元が違う危険や障害が伴うことは避けられない。
　警告射撃でかえって相手が興奮し、本格的な戦闘に発展すれば、自衛隊員に犠牲者が出る恐れがある。任務遂行と部隊の安全確保のバランスをどう取るのか。
　また逆に、自衛隊員が暴徒と間違えて民間人を誤射する可能性もある。処罰の手続きや、国としての責任の取り方も不明確だ。事前に論議し、一定の方向性を示しておくべき課題が山積している。
　安全保障関連法は昨年の通常国会で成立したが、質疑の大半は集団的自衛権に関わる憲法論争だった。ＰＫＯ任務拡大についての論議が尽くされたとは言い難い。
　安倍晋三首相は、自衛隊員のリスク増大に関して曖昧な答弁を繰り返してきた。リスクもはっきりさせないまま、隊員に新任務を付与してはならない。秋の臨時国会で徹底的に論議すべきだ。 
社説　ＰＫＯ新任務

宮崎日日新聞2016年8月26日

◆安全環境を厳しく判断せよ◆
　政府は安全保障関連法に基づき、国連平和維持活動（ＰＫＯ）の派遣部隊が行う「駆け付け警護」など新任務の実施に向けた訓練に着手すると発表した。訓練は順次始まり、１１月に交代するアフリカ・南スーダンＰＫＯの陸上自衛隊の部隊に任務を付与する方向だ。
　だが南スーダン情勢は急激に悪化。部隊の宿営地付近でも戦闘が起きた。日本のＰＫＯ部隊が従事してきたインフラ整備などに比べ、駆け付け警護によって隊員の危険性が増すのは確実だろう。安全環境を厳しく分析し、部隊引き揚げも含めて慎重に判断すべきだ。
武器使用の基準緩和
　駆け付け警護は、自衛隊の活動区域から離れた場所で、武装集団に襲われた国連や非政府組織（ＮＧＯ）の職員、他国部隊などを助ける任務だ。安倍政権は「現場で関係者と一層の協力関係を築くために必要」などとして、安保関連法にＰＫＯ協力法の改正を盛り込み、任務遂行のための武器使用の基準も緩和した。
　現在、日本がＰＫＯを派遣しているのは南スーダンだけだ。同国は長年の内戦を経てスーダンから分離独立したが、２０１３年末から政府軍と反政府勢力の間で内戦状態に陥った。
　昨年８月に和平協定が成立し、双方が参加する政権が発足したものの抗争が再燃、７月には３００人近い死者が出る戦闘が起きた。
　国連安全保障理事会は、治安回復に向けて国連派遣団に約４千人の増派部隊を投入する決議案を採択。これに対し、南スーダンのキール大統領は「主権を侵害する内政干渉につながらないようにすべきだ」と増派に懸念を示し、採択ではロシアや中国などが「南スーダン政府の同意が不可欠」として棄権に回った。いかに現地情勢が混沌（こんとん）としているかの証左だろう。
「派遣ありき」は問題
　日本政府は１２年から陸自のＰＫＯを派遣し、現在は約３５０人の施設部隊などが道路舗装や避難民キャンプの整備を担っている。だが治安の悪化で、宿営地区域外での活動を一時休止していた。
　自衛隊のＰＫＯ派遣に関しては、当事国の同意や紛争当事者間の停戦合意などの「参加５原則」が定められている。稲田朋美防衛相は増派に対する南スーダン政府の対応に関し「基本的には受け入れている」との認識を表明。紛争の状況について「ＰＫＯ協力法上の武力紛争が新たに生じたということではない」と述べ、参加５原則を満たしていると強調している。
　しかし派遣継続の結論が先にあり、判断が甘くなっている恐れはないかと危惧する。「派遣ありき」「新任務ありき」で検討すべきではない。
　３００人近い死者が出た戦闘の際も、当時の中谷元・防衛相は「政府側と反政府側の間の発砲事案」と述べたが、事態の矮小（わいしょう）化は判断を誤る要因となる。隊員を危険な局面にさらすことのないよう、政府には厳格な判断が求められる。 

社説　自衛隊新任務訓練　日本ならではの役割担え

琉球新報2016年8月25日 06:01 
　政府は、安全保障関連法に基づく「駆け付け警護」など、自衛隊の新任務実施に向けた訓練に着手した。国外で一発の銃弾も撃つことがなかった自衛隊の任務と活動範囲が大きく変容する。
　「駆け付け警護」訓練は、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）へ新たに派遣する陸上自衛隊に対し実施を想定している。しかし、同国は７月、治安が悪化し約３００人の死者を出している。自衛隊の宿営地内にも弾頭が落下した。撤退を含め、派遣すべきかどうかの検討が先だ。
　戦後日本は、周辺国に対する攻撃力を持たず脅威とならない「専守防衛」の姿勢を貫いた。ＰＫＯも、治安維持活動からは一歩引いてきた。
　中東やアフリカで起きている紛争や人道上の問題を、軍事力で解決することは難しい。難民支援、インフラ整備、医療支援、人材育成など日本ならではの役割を担うべきだ。
　安倍政権は２０１４年７月、憲法解釈の変更を閣議決定し集団的自衛権の行使を容認した。これを受け、憲法学者の大半が違憲と批判した安保法を自民、公明両党は昨年９月、数の力で成立させた。
　しかし、安保法について国民の理解が十分に広がったとは言えない。共同通信が３月に実施した全国電話世論調査で、安保法を「評価しない」は４９・９％、「評価する」は３９・０％だった。参院選でも安保法の是非が最大の争点だったとは言えず、与党の勝利で容認されたわけではない。
　安倍晋三首相は安保法により米軍と自衛隊の一体化を加速させることで、日本の抑止力が高まると説明する。しかし、日本が攻撃されていないのに集団的自衛権を行使したり、米艦船を防護したりすれば、相手国にとっては日本も敵になる。本来は戦争の当事者ではない日本が戦争に巻き込まれてしまうことになる。
　自衛隊は他国軍への後方支援の拡充、ＰＫＯでの「駆け付け警護」、他国軍と「宿営地の共同防衛」など、任務が拡大した。
　イラク派遣では武器を使わない任務に徹したため、一人の犠牲も出さなかった。しかし、安保法成立によって自衛隊が「戦場」に近づく機会が増え、隊員のリスクが高まる。武器を使用することで、テロ集団の攻撃対象になる可能性があることを忘れてはならない。
2016年8月26日(金)

主張　戦争法の本格運用　許されぬ違憲の武力行使訓練

　稲田朋美防衛相が、戦争法（安保法制）で拡大された自衛隊の新たな任務について全面的に訓練を開始することを発表しました。南スーダンＰＫＯ（国連平和維持活動）に１１月から派遣予定の陸上自衛隊部隊に新任務として付与を検討している「駆けつけ警護」や「宿営地共同防護」の訓練に続き、集団的自衛権の行使や「戦闘地域」での米軍への兵站（へいたん）などを想定した日米共同演習も狙っています。海外での武力行使を禁じた憲法９条を踏みにじる戦争法を本格的な運用段階に移行させ、日本を｢戦争する国｣にする重大なたくらみであり、絶対に許されません。

参院選が終わった途端に

　国民多数の反対の声を無視して昨年９月に成立が強行された戦争法は今年３月に施行されました。しかし､安倍晋三政権は､戦争法に基づく新任務の付与や訓練については､国民の批判を恐れ､７月の参院選での争点化を避けるため､先送りしてきました｡一方で、実際の運用に向け、武器使用の手順を定めた｢部隊行動基準｣の作成などをひそかに進めてきました。国民だましの姑息（こそく）なやり方です。

　稲田防衛相の発表を受け、南スーダンＰＫＯに１１月に第１１次隊として派遣予定の陸自部隊（青森市駐屯の第９師団第５普通科連隊が主体）が早速、離れた場所で武装集団に襲撃された他国軍などを救出する「駆けつけ警護」や、他国軍と共に宿営地を守る「宿営地共同防護」を想定した訓練を始めました。戦争法に基づくこれらの新任務では、従来のＰＫＯ法では不可能だった「任務遂行のための武器使用」などが認められています。内戦状態にある南スーダンへの派遣で実際にこうした新任務が付与されれば、自衛隊員が戦後初めて「殺し、殺される」という深刻な事態が起こりかねません。

　歴代政権が違憲としてきた集団的自衛権の行使や「戦闘地域」での米軍への兵站などを想定した日米共同演習も重大です。１０月から始まる日米共同統合実動演習「キーン・ソード」などでの実施が検討されています。

　戦争法に基づく集団的自衛権の行使とは、日本が武力攻撃を受けていないのに、時の政権の判断次第で、同盟国の米国などと戦争している第三国の攻撃を排除するため、日本が武力を行使するものです。米国がイラク戦争のような先制攻撃の戦争を起こした際、日本が集団的自衛権を発動して自衛隊を出動させ、侵略国の一員となるところに本質的危険があります。

　米軍への兵站も、従来の「周辺事態法」にあった地理的制約をなくし、地球規模で弾薬の提供や武器の輸送などができるようになります。歴代政府が「他国の武力行使と一体化する」として禁じてきた「戦闘地域」での活動も可能にします。自衛隊が兵站中に攻撃され、戦闘になる―。こうした事態を現実にしてはなりません。

ＡＣＳＡ改定案の締結も

　政府は、戦争法に基づく米軍への兵站を実施可能にするため、日米物品役務相互提供協定（ＡＣＳＡ）の改定を狙っています。早期に米政府とＡＣＳＡ改定案を締結し、９月召集予定の臨時国会に承認案を提出する構えです。

　憲法９条に違反する戦争法の相次ぐ具体化と発動を許さず、廃止を求めるたたかいをさらに大きくする必要があります。[image: image41]
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